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第 1章 

序論 

 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 超高層制振建物の時代背景 

昭和 43年に，最初の超高層建築として地上 36階の霞ヶ関ビルが完成し，続いて地上 26階の神

戸商工貿易センタービル，地上 40 階の世界貿易センタービル，地上 47 階の京王プラザホテル，

地上 30階のホテルパシフィックが完成し，その後数多くの超高層建物が建設されてきた。過酷な

地震力と風力に対して超高層建物を実現させたのは，技術の飛躍的発展によることはいうまでも

なく，多方面にわたる研究者および技術者の研究開発・創意工夫によるものである 1)。 

制振構造は，制振ダンパーの粘性減衰エネルギーあるいは塑性履歴エネルギーの消散により，

建物の振動エネルギーを低減して建物の振動および主架構の損傷を低減するものである 2 , 3 , 4)。も

ともと動的設計が義務づけられている高層建物を中心に一部の開発者により適用される程度であ

ったが，阪神大震災以降，官公庁・民間の建築主の対地震安全性に対する意識の変化により制振

構造の件数が増え，官公庁では高層ビルに，民間では中低層ビルに，既存 RC 建物の耐震改修に

適用が進んだ。その後，2011 年 3月 11日に発生したマグニチュード9.0の「東北地方太平洋沖地

震」と同等もしくはそれ以上の地震に対する備えとして，大地震や想定を超える地震に対しても

建物の変形・損傷を低減することを目的に，超高層建築物はパッシブ制振構造を用いることが一

般的となっている。 

装置に着目すると，エネルギー吸収能力当たりのコストが安価である履歴ダンパー（鋼材ダン

パー）が数多く適用されてきた 2)。設計事務所が粘性系ダンパーで設計したものを，ゼネコンのコ

スト削減案により履歴系ダンパーに変更されるケースがみられたが，最近では，ゼネコンの設計

施工でも積極的に粘性系ダンパーを採用するケースが増えている 5)。履歴ダンパーを単独で用い

る建物は，粘性ダンパーを単独で用いる建物に比べて変形制御能力が高いという特徴がある一方

で，剛性増大により応答加速度の増大を招いてしまう。また，ある入力レベルに対して最適なダ

ンパー量が存在し，それ以上の制振効果が得られない。粘性ダンパーを単独で用いる建物はエネ

ルギー吸収効率が高く，減衰効果による応答加速度の低下が見込める。2000年以降は，強風時や

中小地震時には主に粘性ダンパーで抵抗し，大地震時には粘性ダンパーと鋼材ダンパーで抵抗す

るというねらいもあり，履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用する建物が増加してきた6)（1.4.2節）。 

 

1.1.2 ダンパー効率とエネルギー吸収層 

制振ダンパーは特殊な設置形式のダンパーを除けば，ダンパーは架構のせん断変形（以後，実

効変形と称す）に対して有効に稼働する。曲げ変形が卓越する超高層建物では，中層から上層に
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かけて実効変形が小さくダンパー効率が悪い。中層以上のダンパー効率を改善するために下層に

履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを併用する制振構造（以後，併用制振建物）が提案された 7)。

また，ダンパー効率の悪い上層には期待せず下層～中層に集中的にダンパーを配置するケースや，

ダンパー1台当たりのエネルギー吸収量を高める（ダンパー変形を大きく確保する）ために多層に

跨いでダンパーを取付けるケースのようにダンパーの配置位置や取付け方を工夫した制振構造も

提案されている。（1.4.3節）。 

ダンパーによるエネルギー吸収層に着目すると，大地震時に生じる損傷が各層均等に配分され

るような建物は各部の損傷が小さくて済むが，実際には損傷分布を正確に予測し制御することは

容易ではない。構造物の損傷を特定の層や部材に集中させる「エネルギー集中型構造」は，他の

部分はエネルギー吸収能力を確保するための束縛から解放され，設計の自由度が増す 8)-11)。集中層

が下層・中層・上層のどこかによってメリット・デメリットは異なり，上層に損傷集中層を設け

る場合は次の欠点を伴う 10)。 

1) 最上層は地震時のせん断力が最小となる部分であり，建物のエネルギー吸収能力は潜在的に小

さく，他の層に損傷を集中させる場合に比べて，一定のエネルギー吸収に要する累積塑性変形

倍率は大きくなる。 

2) 最上層にエネルギーが到達するためには他の層をエネルギーが通過せざるを得ない。したがっ

て全エネルギーを最上層で吸収させることができず，下層部分の加速度応答を極端に小さくす

ることができない。 

設計時には，使用する制振部材の特性と向き合い，エネルギーをどの層に分配するかは設計者

が適切に評価することになる。特定の層や部材に損傷を集中するシステムを制振建物で採用する

場合，大変形時に主架構が弾性状態に保つことができるかが問題となる。最近では，高強度鋼を

使用するなどにより対策はとられているが，大地震を超える巨大地震が発生した際には損傷集中

層へ想定外の大変形が生じることが考えられ，安全率の設定に入念な検討が必要となる。 

併用制振建物（下層に履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを併用する制振構造）のようにエネ

ルギー吸収を全層に分散したシステムを採用し，各部の損傷を小さくすることが望ましいが，損

傷分布を正確に予測し制御することは容易ではなく，簡易的な評価法を用いた設計法に関する情

報の充実が望まれる。 

 

1.1.3 大地震に対する性能設計 

近年，南海地震や東南海地震などのM8～9クラスの海溝型巨大地震の発生が確実視されている。

長周期地震動は，超高層建物の設計で標準的に用いられていた地震動に比べ数倍もの入力エネル

ギーを有する可能性があり，固有周期が長い超高層建物の被害発生が懸念されている。2011 年 3

月 11 日に発生した「東北地方太平洋沖地震」では，首都圏の超高層建物が 10 分間以上も大きく

揺れ続け，建物に滞在する者（以後，居住者）は物につかまらなければいれない状況であり，上層

階では天井や照明器具の落下や間仕切り壁などに亀裂が入るなどの被害が発生し，固定していな

い家具や書架などが移動や転倒した。また，建物の長周期・長時間の揺れが居住者に大きな恐怖

を与えた。大地震を想定して設計されたパッシブ制振構造を用いた超高層鋼構造建物の構造安全

性は，建物に生じる最大変形・最大応力を用いて評価されているが，居住者に大きな恐怖を与え

ないとは言い切れない。今後想定される長周期地震動による建物の応答中に居住者が不安や不快
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を感じ続けた時間（以後，知覚時間）を事前に把握することも重要となる。 

大地震後に防災拠点として機能することが期待されている建築物や社会全体への影響が大きい

機能を有する建築物は，大地震後早急に機能継続を図る必要があり，構造体・非構造部材・建築

設備の耐震性能の向上だけでなくライフライン維持計画も求められる 12)。具体的には，構造体に

ついては免震構造・制振構造の採用や耐力の割増し・変形制限，非構造部材については耐震天井・

無天井化や家具の固定，建築設備においては大地震を考慮した固定，ライフラインにおいては多

重化・備蓄などの対応を行っている。 

 超高層建物に着目すると，極めて稀に発生する地震動（震度 6 強程度）に対して最大層間変形

角が 1/100以下を満足する設計がなされてきたが，最大層間変形角を 1/150以下とし建物の耐震性

能グレードを 1 ランク上げる設計もみられる 13)。最大層間変形角の低減は，構造体を概ね弾性範

囲内にとどめ長周期地震動に対する梁端の累積損傷倍率の低減など損傷防止につながる。 

上記は一例にすぎず，実建物設計においては，建物ごとに設定される様々な条件・要求性能に

対して，外力と判定値を設定し最大値と累積値（知覚時間のような継続時間を含む）に着目した

多面的な評価が求められる。 

 

1.1.4 性能評価について 

実務設計において，制振構造の応答低減効果および応答特性を把握し，最適なダンパーの配置

と量を設定するために，多くの時刻歴応答解析を行う必要がある。このような方法では計算手間

がかかるだけでなく，最初の見込みを間違えると，いつまで計算しても収斂できない状況に陥る

ことがある。時に現実とかけ離れて過度の低減効果を期待しすぎて，設計の目標である安全性・

居住性の向上まで見失ってしまう恐れがある 14)。 

近年，最適化・AI技術の発達により，構造設計においても最適化を取り入れる状況が活発化し

ている。制振構造に関しては，例えば文献 15)～19)が挙げられる。設計の質を保ちながら労働時

間の短縮・業務の効率化が求められ，さらに設計期間が短縮される近年の状況において，これら

の技術は必要不可欠であることは知られている。それに伴い，建物形状の複雑化・高層化により

膨大なデータを扱う建物において，出力された結果を見て構造的観点からだけでなく建築・設備・

製作など多面的な観点においても適正かどうかを設計者が判断・評価する必要が生じる。 

これまで，構造設計者は試行錯誤しながら特殊解を導くとともに，諸先輩から教わった指標を

用いて解析の妥当性を確認し，経験とともに設計技術を身に着けてきた部分が多い。膨大なデー

タを扱う建物においても，構造特性および振動特性を捉えることができる指標が存在し，指標を

用いた評価が重要となる。 
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1.2 本研究の目的 

本研究の目的は，履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用配置した超高層鋼構造建物を対象として，

制振構造を設計する時に有用性が高く・簡易的な制振性能評価を提案することである。多面的な

性能設計をするために，従来の構造安全性の評価に用いられる層せん断力および変位の性能曲線

に加え，居住性評価の評価に重要な指標である加速度と知覚時間の性能曲線を展開することを目

的とする。さらに，制振性能評価を展開する上で必要となる簡易モデル作成手法および応答予測

法も併せて提案する。 

本論文において，柱・梁・ダンパーなどの膨大な部材からなる骨組モデルを用いた性能評価で

はなく，簡易モデルおよび応答予測に基づく性能評価に重要性を置く理由は，膨大な部材からな

る制振構造の応答が簡易な表計算により算出され，設計初期段階のダンパー計画時に有用性が高

いだけでなく，簡易モデルや応答予測の過程で得られる骨組特性値・評価指標が制振性能を可視

化し，ダンパー種および配置の異なる建物同士を同一尺度で定量的に評価できるからである。 

 

1.3 既往研究 

1.3.1 履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用した建物の応答性状 

 変位依存型ダンパーや速度依存型ダンパーを配置した制振建物に着目すると，ダンパー配置

方法に関する研究 例えば20) ~ 22)，高さ方向の降伏耐力分布 9)・減衰力分布 9),23) ~ 25)や平面・高さ方向の

配置形式 26) ~ 41)が制振性能に与える影響について研究されているが，変位依存型ダンパーや速度依

存型ダンパーを併用配置に関する研究は少なく例えば 7),34) ~ 41)，特に高さ方向に履歴ダンパーと粘性

ダンパーを併用した研究は僅かである 7),35) ~ 37),39) ~ 41)。 

履歴ダンパーと粘性ダンパーを同一平面内に併用した建物（同層併用）に関する既往研究を以

下に示す。 

 小野ら 34)は，履歴ダンパーと粘性ダンパーを同一平面内に併用した建物に対して，履歴ダンパ

ーと粘性ダンパーの投入量比を変化させた検討を行い，エネルギー吸収率が最大となる履歴ダン

パー量が存在し，粘性ダンパー量が多いほど履歴ダンパー量に対する応答の変化が鈍くなる事を

確認している。また，中小地震から大地震までの広い範囲に対して有効であることを示している。

谷ら 35)も同様の結果を得ている。 

 小幡ら 35)は，防災拠点として機能維持を図るために同一平面内の各所に履歴系と粘性系ダンパ

ーを適切に併用配置した建物について示している。互いの不確定要素を補い主架構の負担・損傷

を小さくすることを狙っている。両者の投入量の割合を変化させたときの性状も示し，せん断力，

層間変形および応答加速度をバランス良く同時に低減できる結果を得ている。また，併用配置は

制振ダンパーの性能変動に対する応答幅を小さくすることを可能にしている。履歴ダンパーと粘

性ダンパーを高さ方向に併用配置したケースについても検討しているが，上下方向に不連続とな

らないようにするために，高さ方向に併用配置したケースは採用していない。 

履歴ダンパーと粘性ダンパーを高さ方向に併用配置した建物（高さ方向に併用）に関する既往

研究を以下に示す。 

杉山ら 36)は，地震に対する安全性および強風に対する居住性の双方を経済的に満足させるため



 

5 

に，履歴ダンパーと粘弾性ダンパーを建物の高層階と低層階で使い分けた設計を行っている。低

層階に配置した履歴ダンパーが高層階への応答低減に有効であること，高層階に配置した粘弾性

ダンパーが居住性だけでなく，耐震構造要素としても有効である結果を得ている。 

 渥美ら 7),37)は，地上 40 階の超高層鋼構造建物を対象として，下層に履歴ダンパー・上層に粘性

ダンパーを併用する制振構造を提案し，時刻歴応答解析から，履歴ダンパーおよび粘性ダンパー

をそれぞれ単独で用いた場合に比べ上層のダンパー効率が改善され，制振効果が向上することを

確認している。短周期が卓越する地震動および長周期が卓越する地震動の両者に対して検討し同

様の結果を得ている。また，下層に粘性ダンパー・上層に履歴ダンパーを併用する場合について

も検討しているがダンパー効率の改善，制振効果の向上が得られていない。履歴ダンパーと粘性

ダンパーの配置が切替わる層や履歴ダンパーの量と粘性ダンパーの量が制振効果に与える影響に

ついては明確にされていない。 

 石田ら 39)は，上層部に粘性ダンパー・下層階に履歴ダンパーを併用配置した制振構造の制振効

果の向上を振動台実験により実証し，同時に，その配置パターンの違いによる応答特性を把握し

ている。また，併用メカニズム解明のための解析モデルを作成し，その精度を検証するとともに，

実験では精度の不十分だった計測項目における併用効果の検討をシミュレーション解析により行

っている。併用効果をもたらす要因は理論的に未解明である。Feng40)らも石田らと同様，上層部に

粘性ダンパー・下層階に履歴ダンパーを併用配置した制振構造を対象に，振動台実験および数値

解析を行い併用配置のエネルギー吸収効率が高いことを示している。 

 添田ら 41)は，粘性ダンパー配置モデル，履歴ダンパー配置モデル，および履歴ダンパーと粘性

ダンパーを併用配置したモデルを対象として，1台の起振機を用いて，多層制振構造物の振動台加

振時応答を再現することを試みている。最大層間変位応答を等しくすることに主眼を置き，振動

台加振時の応答波形から加振力を作成する方法を提案している。また，起振機加振実験結果と振

動台加振実験結果の比較を行うことで，実験手法の有効性を示している。しかし，粘性ダンパー

配置モデル，履歴ダンパー配置モデル，および履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用配置したモデ

ルの制振性能に対する評価は行っていない。 

 

1.3.2 簡易モデルの作成手法 

これまでは振動解析を行う際，荷重増分法による静的弾塑性解析より等価な復元力を求めて作

成する等価せん断モデル 14)，架構を曲げ剛性とせん断剛性をもつバネに置換して作成する曲げせ

ん断棒モデル 42)などが多く用いられ，制振構造は制振ダンパーを静的解析や部材実験から得られ

るダンパー要素を上述した簡易モデルに並列結合したモデルが用いられてきた。せん断変形にの

み稼働する制振ダンパーを配置した制振構造には，せん断変形成分と曲げ変形成分を分離できる

修正曲げせん断モデル 43)~45)が用いられてきた。その後，位相差の影響により静的解析では評価で

きない速度依存型ダンパーに対して有用な簡易モデルとして，実効変形比を用いて粘性係数とバ

ネ定数を修正した実効バネモデル 46)が提案された。最近では，建物の超高層化（400m級）に向け

た簡易モデルが提案されている 47),48)。 

近年の制振構造の設計に用いられている振動解析モデルは，文献 49)によると簡易モデル（等価

せん断棒，等価曲げせん断棒など）が52%，部材レベルの骨組モデルが 48%であり，文献50)によ

ると簡易モデルが約 75%，骨組モデルが15%である。骨組モデルは部材の塑性率を直接確認でき，
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全体曲げ変形やダンパー周辺部材の影響など曖昧な設定を詳細なモデル化でカバーできることや，

PCの計算演算処理能力の向上により，骨組モデルの採用率は増加しているが，簡易モデルの使用

頻度はいまだに高い。設計初期の予備検討に時間を要すること，高層化・複雑化するほど部材数

が増え設定が煩雑であること，モデルの妥当性確認および応答結果の評価に経験値を要すること

などが原因の一つと考えられる。 

上記の簡易モデルはダンパー種や設置形式が限定されたものである。ダンパー種や設置形式に

よらない汎用的なせん断モデルの作成手法として，1層の制振建物を対象に笠井・城台 51)，笠井・

岩崎 52)により提案された。さらに，多層制振構造に発展したものを石井・笠井 53)により提案され

た。これらのせん断モデルは，「擬似ブレース」とダンパー要素を直列結合により構成されるのが

大きな特徴である。また，せん断モデルを設定する際に必要である「骨組特性値」および「擬似ブ

レース剛性」は，主架構のみの弾性部材モデル（状態 N）および主架構の制振部材設置位置に剛

性が極端に大きい弾性バネを挿入した（状態R）2ケースの静的解析結果から得られるため，主架

構とダンパーの設置位置が決まれば容易に算出できダンパー種・量に依存しない。簡易モデルで

あるが故に，ダンパーサイズが極端に大きいときや特定層に集中的に配置する場合は適用範囲と

なる。また，履歴ダンパーと粘性ダンパーを高さ方向に併用配置した制振建物についても適用範

囲外となりそれぞれのダンパー効率を評価しきれない（詳細は 3章で示す）。 

 

1.3.3 制振構造における応答予測法 

 最大応答を予測する方法は多くの研究者により提案され，非線形特性を等価剛性および等価減

衰をもつ線形系に置換する方法（等価線形化法）は様々である例えば54)~57)。笠井らは，様々なダンパ

ー種に対して等価な線形系への置換を行い，制振建物に関する応答予測および性能評価を精力的

に行っている例えば58)-64)。笠井らの応答予測法は，式（1.1）に示すとおり完全弾性である主架構の1

質点系のスペクトルより求めた応答を，①ダンパー付加による固有周期の変化による補正，②減

衰を付加することによる応答低減による補正，③入力地震動の速度スペクトル分布の変化による

補正する方法である。なお，応答低減係数は多くの時刻歴解析結果に基づくものである 58)。 

��(��� , ℎ��) = 
��
�� � ⋅ �ℎ ⋅ 

��(��
,ℎ�)
��(��,ℎ�)� ⋅ ��(��, ℎ�)              (1-1) 

ここで，Sd (Teq , heq)：制振構造の最大変形，Teq：制振構造の等価周期，Tf：主架構の等価周期，Dh：

付加減衰による応答低減係数，Sv (Teq , h0)：制振構造の速度スペクトル，Sv (Tf , h0)：主架構の速度ス

ペクトル，Sd (Tf , h0)：主架構の最大変形である。 

 また，竹内ら 65)により，ダンパーが不均等配置された多層骨組に対して簡易に応答予測を行う

実務的な方法も提案され，樹下ら 66)により，履歴ダンパーおよび粘性ダンパーを同層設置したケ

ースに適用範囲が拡大されている。 

倉本ら 67),68)により，履歴ダンパーおよび粘性ダンパーを単独設置した鉄筋コンクリート構造物

を対象として限界耐力計算法における耐震性能評価法の改善を目的とした研究が行われている。 

石井ら 69)~71)により，静的荷重増分解析を用いた等価線形化法による制振構造の応答予測および

評価法が提案されている。 

秋山によりエネルギーの収支に基づいた応答予測法が提唱されている。1 つの地震により建物

に投入されるエネルギーの総量は構造物の 1 次固有周期および総質量に依存し，質量分布，強度
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分布およびバネ定数分布に殆ど依存しない量である。総エネルギーが建物のどこに分布されるか

は強度分布，バネ定数分布に依存することを見いだしている。この考えに基づき，多層骨組のエ

ネルギー配分について，各層の応答累積塑性変形倍率が等しくなるような降伏層せん断力係数分

布を求め，この最適降伏層せん断力係数分布からの差異により応答予測式を展開している 72),73)。

佐藤ら 74)により，同層併用したケースに適用範囲が拡大されている。 

いずれも単独配置または同層併用に関しての研究であり，高さ方向に併用配置した制振構造の

応答予測に関しては，筆者らの研究を含め僅かである 75)。文献75)は目標応答を満たすダンパー量

設定法について示しているが，中低層建物のみを対象とし，超高層建物については言及されてい

ない。 

 

1.3.4 居住性評価 

1.1.4 節で示したように，今後想定される長周期地震動による建物の応答中に居住者が不安や不

快を感じ続けた時間を事前に把握することが重要となる。また，揺れの継続時間が事前に把握で

きると心理・生理的影響が軽減され安心につながることが示唆されている 76)。しかし，居住者の

振動感覚は応答の最大値で評価され 77)，建物の揺れの長さに着目した評価までには至っていない。

2011 年東北地方太平洋沖地震以降，地震動の継続時間の評価に関する研究例えば 78),79)や建物の揺れ

長さに関する研究例えば80),81)がされているが，1質点系の弾性応答や非制振建物を想定したものに限

られ，制振構造の評価までには至っていない。 

継続時間の定義は，地震動の継続時間を参考にすると様々な研究がなされており例えば82)~85)，以下

の(1) ～ (4)が挙げられる。(1)波形の自乗累積値を波形の全累積値で基準化された無次元化時刻歴

のある区間 86),87) (2)闘値（判定値）を超過した正味の時間 88) (3)振幅レベルを設定し振幅レベル

を最初に超過してから最後に下回るまでの時間や振幅レベルを超過した正味の時間 88),89) (4)地震

動の位相差分より得られる群遅れ時間の標準偏差を用いた継続時間 90) 

振動に対する不安，不快，知覚などの心理的な感覚に着目した判定値に関して，多くの研究が

なされている。振動実験によるアンケート方式の分析や生理反応計測結果の分析が主である。詳

細については付録 5Hによることとする。 
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1.4 制振構造の特徴と分類 

 現在の制振構造は，大きく分けて，パッシブ制振構造，アクティブ制振構造，セミアクティブ

（ハイブリッド）制振構造の 3 つに分類される。本論文では，パッシブ制振構造を対象とし各種

制振構造の特性を整理する。 

 

1.4.1 エネルギー吸収機構の特徴と分類 

 エネルギー吸収機構は，建物系の振動減衰性を高めるもので，一般には建物各層の層間変形に

対応して振動エネルギーの吸収を図る層間ダンパーが設置される。ダンパーは，鋼材・鉛・摩擦

材などの材料が力を受けて変形するときに描く履歴曲線を振動の吸収エネルギーとして利用する

変位依存型と，建物の減衰係数を大きくして地震入力エネルギーを粘性減衰エネルギーとして吸

収する速度依存型の 2つに大別される 91)。 

■変位依存型 

・鋼材ダンパー 

 鋼材ダンパーにはブレースのように軸方向降伏する軸降伏型と，パネルが面内せん断変形によ

り降伏するせん断降伏型などがある。いずれも鋼材の降伏，すなわち塑性変形により振動エネル

ギーを吸収する。塑性変形は粒子のすべりによって生じるため主に熱エネルギーとして吸収され，

大気へ消散されるといわれている 92）。鋼材ダンパーの利点は，製造が容易で，安価に大容量のダ

ンパーが得られることと，形状がコンパクトで大きなスペースが不要なことと，履歴特性が安定

しており，実験データに基づくモデル化が容易であることなどがある。 

・摩擦ダンパー 

 摩擦ダンパーには，摩擦材に面圧を作用させる仕組みとして，ボルトを締め付けたときの軸力

が圧縮力として摩擦面に作用するボルト機構，およびリングと芯棒の間に一定の締付け力が発生

するリング機構のものなどがある。接触する二つの物質に相対変位が生じ，接触部がすべること

によって摩擦力が発生する。その際，振動エネルギーは摩擦面の摺動により熱エネルギーとして

吸収され，大気へ消散される。実験結果から，熱エネルギーによりダンパー温度が上昇している

ことが確認されている。 

 

■速度依存型 

・オイルダンパー 

 オイルダンパーはシリンダー，ピストン，ロッドから構成され，シリンダー内部には比較的粘

度の低い作動油を充填している。ピストンの運動により，作動油が圧力室間の調圧弁を流れる。

そのときの抵抗によって，減衰力が発生する。減衰力により発生したエネルギーは作動油の分子

間の摩擦，接触壁との摩擦抵抗などにより熱エネルギーとして吸収され，大気へ消散される。実

験結果から，熱エネルギーによりダンパー温度が上昇していることが確認されている。 

・粘性ダンパー 

 粘性ダンパーには，オイルダンパー同様シリンダー内に粘性体を充填した流動抵抗式と，容器

内に粘性体を充填し内部鋼板を挿入したせん断抵抗型がある。前者はオイルダンパー同様のメカ

ニズムで抵抗力が発生し，後者は鋼板の水平移動によって粘性体にせん断変形が生じて，抵抗力
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が発生する。その際，粘性体を構成する分子間で摩擦が生じ，振動エネルギーは主に摩擦熱とし

て吸収され，大気へ消散される。実験結果から，熱エネルギーによりダンパー温度が上昇してい

ることが確認されている。 

・粘弾性ダンパー 

 粘弾性ダンパーは，高分子系の粘弾性体を複数枚の鋼板間に接着され構成されている。鋼板の

水平移動により粘弾性体にせん断変形が生じ，抵抗力が発生する。その際，粘弾性体を構成する

分子間で摩擦が生じ，主に摩擦熱としてエネルギーを吸収する。粘弾性体から鋼板への熱伝導，

粘弾性体および鋼板から大気への熱伝達によりエネルギーが消散される。実験結果から，熱エネ

ルギーによりダンパー温度が上昇していることが確認されている。 

 

■変位依存型と速度依存型を組み合わせたダンパー 

速度依存型ダンパーは小振幅域からエネルギー吸収し減衰性能を有するが，大振幅域ではダン

パー荷重が過大になり，もしくは使用限界速度を超える恐れがあり，取付部材および接合部が負

担する荷重を制限することが難しい。 

変位依存型ダンパーは大振幅域では鋼材の降伏または接触部のすべりによりダンパー荷重が頭

打ちとなり，取付部材および接合部が負担する荷重を制限できるが，小振幅域では弾性挙動を示

すため減衰性能を持たない。 

これらの点を改善するために，変位依存型と速度依存型を直列に結合したダンパーが開発され

ている 93)~ 98)。変位依存型には摩擦ダンパーを用い，速度依存型には粘弾性ダンパーを用いるケー

スが多い。直列に結合されたダンパーは，小振幅時（強風や中小地震）では速度依存型ダンパー

がエネルギーを吸収し（履歴曲線は楕円形），大振幅（大地震）時で変位依存型と速度依存型ダン

パー両方がエネルギー吸収し（履歴曲線は楕円上部が切除された形を示し，振幅が大きくなると

平行四辺形に近づく），居住性能と耐震性能をひとつのダンパーで改善することが可能となる（図

1.4.1）。また，大振幅時には変位依存型ダンパーの荷重が頭打ちとなり，速度依存型ダンパーおよ

び取付部材および接合部が負担する荷重を制限できる。 

 

 

 

 

 

 

図1.4.1 振幅の変化による履歴曲線の概念 
（文献63を基に作成） 

(a)振幅＜すべり変位  (b)振幅 ＝ すべり変位   (a)振幅＞すべり変位 

荷重 荷重 荷重 

変位 

すべり荷重 
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1.4.2 併用配置を採用した事例 

 変位依存型ダンパーと速度依存型ダンパーを同層または高さ方向に併用配置した制振建物の事

例を示し，併用配置の特徴を整理する。比較項目は ①所在地，②用途，③階数，④構造種別，⑤

ダンパーの種類，⑥制振構造の特徴 とする。 

 

(1) 郡山ビッグアイ（高さ方向に併用） 

 ①所在地：福島県   ②用途：店舗，事務所，学校等  ③階数：地上 24階，地下 1階 

④構造種別：S+SRC造  ⑤ダンパーの種類：鋼材（筋交型），粘弾性（筋交型） 

 ⑥特徴：履歴ダンパーと粘弾性ダンパーを直列連層配置とし，大地震時には下層部の履歴ダン

パーで集中的にエネルギーを吸収し，小振幅から付加減衰効果を期待できる高層部の粘

弾性ダンパーには強風に対する居住性の確保と地震時に付加減衰を期待する 36)。 

 

(2) 新中央合同庁舎第２号館（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：庁舎  ③階数：地上 21階，塔屋 1階，地下4 階 

 ④構造種別：S+SRC造  ⑤ダンパーの種類：鋼材（壁型），粘性（壁型） 

 ⑥特徴：同一平面内の各所に鋼材と粘性ダンパーを適切に併用配置し，互いの不確定要素を補

い，耐震性能とコストを満足する設計である。また，層間せん断変形成分を出来るだけ多

く確保できるように千鳥配置としている 35)。 

 

(3) 赤坂Bizタワー（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：集合住宅  ③階数：地上 39階，地下 3階 

 ④構造種別：S（CFT柱）+RC+SRC造  ⑤ダンパーの種類：粘性（筋交型），鋼材（筋交型） 

 ⑥特徴：平面的バランスと高さ方向の連続性に配慮して同一平面内の各所に鋼材と粘性ダンパ

ーを適切に併用配置している。暴風時や中小地震時には主に粘性ダンパーで抵抗し，大地

震時には粘性ダンパーと鋼材ダンパーで抵抗する 99)。 

 

(4) 大成札幌ビル（高さ方向に併用） 

 ①所在地：北海道  ②用途：事務所  ③階数：地上 8階，地下 1階 

 ④構造種別：S+RC造  ⑤ダンパーの種類：鋼材（境界梁），オイル（壁柱脚部） 

 ⑥特徴：制振装置は，剛性の高い壁柱と，これをつなぐ境界梁および壁柱脚部のオイルダンパ

ーより構成される。脚部をピンとした壁柱は，地震時の各層の変形を一様にする心棒の効

果と，境界梁の鋼材ダンパーに変形を集約させる効果を期待している 100)。 

 

(5) 新丸ビル（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所，商業施設  ③階数：地上 38階，地下 4階 

 ④構造種別：S（CFT柱）+SRC造  ⑤ダンパーの種類：鋼材（筋交型），粘性（壁型） 

 ⑥特徴：外周フレームは最大地震時でも弾性とし，コアフレームは水平剛性および耐力を確保

するため，同一平面内の各所に鋼材と粘性を併用は位置している 101)。 
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(6) 日建設計東京ビル（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所  ③階数：地上 14階，地下 1階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）+RC+SRC造 ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース，粘性（壁型） 

 ⑥特徴：座屈拘束ブレースに加え，粘性制振壁を連層配置（一部の通りに千鳥配置）とし，付加

減衰と耐力確保の両者を満たすものとなっている 102)。 

 

(7) 東京スクエアガーデン（高さ方向に併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗  ③階数：地上24階，地下 4階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S 造（CFT 柱） ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース，オイル（シアリンク型） 

 ⑥特徴：1～19階に座屈拘束ブレース（LY225）を設置し，1～4階の低層部にオイルダンパーを

集中的に配置している 103)。 

 

(8) 赤坂インターシティ（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・共同住宅  ③階数：地上 29階，地下 3階，塔屋1 階 

 ④構造種別： S造（CFT柱） 

⑤ダンパーの種類：せん断パネル（LY225），減衰こま（シアリンク型），HMD（屋上） 

 ⑥特徴：1～14階のオフィス階にせん断パネル（LY225）と減衰こまを同層に併用配置し，16回

以上の住宅階に減衰こまを設置している。住宅階の風に対する居住性能確保のために屋

上にHMDを設置している 104)。 

 

(9) 浜離宮インターシティ（高さ方向に併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・共同住宅  ③階数：地上 25階，地下 2階 

 ④構造種別：3階以上がS造（CFT柱），1~2階がSRC造 

⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース（LY225），減衰こま（シアリンク型），HMD（屋上） 

 ⑥特徴：3～11 階のオフィス階に座屈拘束ブレース（LY225）を設置し，13～24階の住宅階に減

衰こまを設置している。1～4 階の低層部にオイルダンパーを集中的に配置している。ダ

ンパー配置のケーススタディによりコストパフォーマンスおよび耐震性能のバランスよ

り上記の通り併用配置を採用している。片コアであるオフィス階において，座屈拘束ブレ

ースにより偏心を抑制している。さらに，上階の住宅の風に対する居住性能確保・地震後

の後揺れの早期収束のために屋上にHMD を設置している 105)。 

 

(10) JPタワー名古屋（同層併用・高さ方向に併用） 

 ①所在地：愛知県  ②用途：事務所・店舗  ③階数：地上40階，地下 3階，塔屋 1階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース・せん断パネル， 

粘性（壁型），FMS合金ダンパー，AMD（屋上） 

 ⑥特徴：塔状比 5 超えの短辺方向は剛性確保の座屈拘束ブレースとエネルギー吸収のための粘

性壁を同層に併用している。長辺方向は 1～4 階の低層部に疲労耐久性に優れた FMS 合

金ダンパーを配置し，5階以上は座屈拘束ブレースまたはせん断パネルと粘性壁を同層に

併用している。地震後の後揺れの早期収束のために屋上にAMDを設置している 106)。 
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(11) 虎ノ門・麻布台プロジェクトA街区（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・共同受託・店舗等  

③階数：地上64階，地下 5階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S造（CFT柱），SRC，RC ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース， 

粘性（壁型），オイル（2層跨ぎ，シアリンク型），AMD（屋上） 

 ⑥特徴：粘性系ダンパーを主体とし，地震時の層間変形が大きい 5～34 階に集中配置している。

強風時の居住性向上のために屋上にAMD を設置し，再現期間 1年の風に対してH-30以

下，5年再現期間の風に対してH-50以下を目標としている 107)。 

 

(12) なんばスカイオ（高さ方向併用） 

 ①所在地：大阪府  ②用途：事務所・店舗など  ③階数：地上 31階，地下 2階，塔屋1 階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）  ⑤ダンパーの種類：オイル（シアリンク），座屈拘束ブレース，

TMD（屋上，大質量） 

 ⑥特徴：下階～中間階にオイルダンパー，上階に座屈拘束ブレースを設置している。長周期地

震動対策として屋上に大質量 TMD を設置し最大層間変形角を約 25%低減している。最

上階（31階）および中間階（11階および12階）の機械室階にそれぞれハットトラスとベ

ルトトラスを設け曲げ変形を抑制している 108)。 

 

(13) サンシャインシティ オフィス棟（制振改修）（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗  ③階数：地上60階，地下 3階 

 ④構造種別：S造（一部SRC，RC） 

⑤ダンパーの種類：オイル（ブレース型），鋼板（ハニカム，梁中央），TMD（屋上，大質量） 

 ⑥特徴：短辺方向は，バルコニー外壁側のスペースを利用し 6～38 階の中央部にオイルダンパ

ーを設置し，その両サイドの 4～60 階に鋼板ダンパーを梁中央に設置している。長辺方

向は，既存のスリット壁（縦スリットを入りプレキャストRC壁に）間の境界梁に変形制

御ダンパーを設けエネルギーを吸収する計画としている。制振改修はダンパー等の設置

制限が新築より厳しいが，既存の梁にダンパーを設置しテナントへの影響を最小限にし

ている 109)。 

 

(14) 新橋一丁目ビル（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・ホテル  ③階数：地上27階，地下 2階 

 ④構造種別：S造（CFT）  ⑤ダンパーの種類：オイル（ブレース型・間柱型），ブレーキ（ブ

レース型・間柱型） 

 ⑥特徴：アスペクト比が約 6.8となる短辺方向は，オフィス階（2～16階）には微小振幅から大

地震まで減衰性能を発揮するオイルダンパーと剛性を確保するブレーキダンパーを併用

配置している。ホテル階（18～27 階）には地震時の損傷抑制に加えて強風時の居住性向

上を目的としてオイルダンパーを設置している 110)。 
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(15) 芝浦工業大学本部棟（同層併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：大学  ③階数：地上 14階，地下 1階 

 ④構造種別：S 造（一部 SRC）  ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース，オイル（M 形のシ

アリンク），粘弾性 

 ⑥特徴：座屈拘束ブレース，オイルダンパーおよび粘弾性ダンパーをそれぞれの役割に応じて

同層に併用配置している。座屈拘束ブレースは重量偏心による捩れの抑制・耐力の向上・

極稀地震時のエネルギー吸収に寄与し，オイルダンパーは吹抜けを有し剛性が小さい低

層階に 2 層跨ぎのV 形シアリンク型で集中配置し効率的にエネルギーを吸収させ，さら

に中間階には梁の曲げ変形を利用しダンパー変形を大きくするM形のシアリンク型を設

置し応答低減を図っている。粘弾性ダンパーは研究室階のロングスパン梁（支持スパン約

22～26）の中央部に上下階を繋ぐように設置し歩行振動抑制と地震時のエネルギー吸収

に寄与している 111)。 

 

(16) JR目黒MARCビル（高さ方向併用） 

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗  ③階数：地上13階，地下 1階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S造（一部SRC・RC）  ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース，粘性（同調粘

性）， 

 ⑥特徴：下層階に iRDT を設置し，上階に座屈拘束ブレースを設置し剛性を高めて下階に変形

を集中させた集中制振である。建物との共振によりダンパーの実効変形を増幅させる

iRDTの支持架構は，ピン接合を利用し幾何学的な変位増幅機構とし，ダンパー変形をよ

り増幅させダンパー効率を高めている 112)。 

 

(17) 大阪梅田ツインタワーズ・サウス（同層併用） 

 ①所在地：大阪府  ②用途：店舗・事務所  ③階数：地上38階，地下 3階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S造（一部CFT柱）  ⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース（LY225），オイル

（同調粘性），粘性壁 

 ⑥特徴：L形平面の基壇部と高さ 189ｍの高層オフィスを積層した計画である。コア部に座屈拘

束ブレースと粘性系ダンパーを同層に併用配置している。セットバックする高層部は高

次モードの変形抑制として大容量オイルダンパー（6000kN/基）を設置している。L 形平

面の基壇部は，高層棟がのる部分には座屈拘束ブレースを集中的に配置し，高層棟がのら

ない部分は剛性を小さくし高層棟部に位置する重心位置と剛心を近づけ偏心を抑制して

いる。また，高層棟がのらない部分にはねじれ変形を抑制するために粘性系ダンパーを集

中配置している（ダンピングテイルシステム）113)。 
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1.4.3 ダンパー配置によりダンパー効率を高めた事例 

 建物は，敷地特有の条件，用途特有の条件，関係者からの要望などさまざまな条件・制約の中

で計画される。それらの制約を利用した構造計画や構造計画を工夫し制約を解消するケースもみ

られる。本節ではダンパー配置の工夫によりダンパー効率を高めた事例を整理する（一部，研究

事例を含む）。比較項目は ①所在地，②用途，③階数，④構造種別，⑤ダンパーの種類，⑥制振

構造の特徴 とする。図1.4.2および図1.4.3 に事例(1)～(16)の概要をまとめて示す。 

(1) 寿一会ビル 

 ①所在地：東京都  ②用途：医療福祉  ③階数：地上 10階,地下 1階 

 ④構造種別：S造  ⑤ダンパーの種類：オイル（1 階のみ，筋交型） 

 ⑥特徴：ペンシルビルである建物の 1 階の軸剛性を高め，曲げ剛性を小さくすることで，変形

を 1 階に集中させ効率よくダンパーがエネルギーを吸収させる。上層の変形および加速

度を制御している 114),115)。 

 

(2) シティタワー大阪天満 

 ①所在地：大阪府  ②用途：集合住宅  ③階数：地上 45階，地下 1階 

 ④構造種別：RC造  ⑤ダンパーの種類：オイル（棟間連結） 

 ⑥特徴：中央部に吹き抜けを有する主体架構と剛性の高い連層耐震壁架構をオイルダンパーで

連結している。2 つの架構の変形モードの違いによる変形差を利用し制振ダンパーがエネ

ルギーを吸収する 116),117)。 

 

(3) 変形増幅機構を有する制振システム 

特徴：ダンパー設置梁の左右 2 か所にピン接合を設け，従来システムのダンパー効率（実効変形

比）を 2倍以上に高めている 118)。変形増幅機構を設けたスパンの両側に連層の耐震ブレース架構

を設け，よりダンパー効率を高めた事例もある 119)。 

 

(4) 大宮JPビルディング 

 ①所在地：埼玉県  ②用途：事務所・店舗・駐車場  ③階数：地上 20階，塔屋 1階 

 ④構造種別：S造（柱CFT），RC造 

⑤ダンパーの種類：粘性系（減衰こま，オイル）鋼材（1階のみ，筋交型） 

 ⑥特徴：制振部材を外端部に設置しているため柱の軸伸縮を抑制するためにダンパー設置梁に

ピン接合（NAP715を用いた鋳造ピン）を設けている 120)。 

 

(5) 新日鉄住金尼崎研究開発センター 

 ①所在地：兵庫県  ②用途：研究所  ③ －   ④構造種別：S造 

⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース鋼材（1階のみ） 

 ⑥特徴：1階柱に 1000kN/mm2級鋼材を使用し，弾性限変位を大きくした 1階に配置した座屈拘

束ブレースにより集中的にエネルギー吸収する。1階柱脚に降伏ヒンジができないようト

リガー機構と回転支承を使用している。レベル 2 の 2 倍に対しても 1 階柱が降伏しない

高い耐震性を確保している 121)。 
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(6) 虎ノ門・麻布台プロジェクト東棟 B2街区 

 ①所在地：東京都  ②用途：共同住宅・ホテル・店舗など 

③階数：地上54階，地下 5階，塔屋 2階  ④構造種別：RC造（一部S，SRC） 

⑤ダンパーの種類：粘性（壁型），オイル（筋交型），AMD（最上階） 

 ⑥特徴：コアに地震時の過大な変形を抑制するために L 形の壁（スプリットウォール）が配置

され，スプリットウォール間を筋交型のオイルダンパーで各階つないでいる。スプリット

ウォール間には動きを拘束する梁は設けない計画としている 122)。 

  

補足 毎田ら 123)は，RC 架構の梁は設けない吹抜け部に筋交型の座屈拘束ブレースを 2 層跨ぎ

でつなぎシステムについて地震応答解析により検討している。各階に連層で座屈拘束ブ

レースを配置したケースと比べて，ブレース本数を減らし・つなぎ梁を省略しながら同

等の耐震性能を有していることを確認している。 

 

(7) 三井住友銀行本店ビルディング  

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗  ③階数：地上23階，地下 4階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）  ⑤ダンパーの種類：鋼板壁（SN490B），座屈拘束ブレース（LY225），

制振梁（フランジはSN490B，ウェブはSN400B） 

 ⑥特徴：コアに心棒（損傷を各階に分散し変形を均質化）となる連層鋼板壁（極稀地震時に概

ね弾性）を配置している。東西方向は連層鋼板壁の境界梁を制振梁として稀地震時から先

行降伏させエネルギー吸収を行う。南北方向は連層鋼板壁の隣のスパンに連層で座屈拘

束ブレースを配置し稀地震時から先行降伏させエネルギー吸収を行う。居室内に柱形を

出さないよう外周柱からずらした位置で梁を接合する非交差型柱梁接合としている 124)。 

 

(8) 読売テレビ新社屋  

 ①所在地：大阪府  ②用途：テレビスタジオ・事務所   

③階数：地上17階，地下 1階，塔屋 1階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）, RC造（一部SRC）  ⑤ダンパーの種類：オイル（シアリンク） 

 ⑥特徴：基礎免震と基壇形状のセットバックする 9 階に免震層を設けたダブル免震と同等の性

能を確保するために，9 階の梁をピン接合とし，8,9 階に 2 層跨ぎのオイルダンパーを設

置する集中制振である。中間免震対応の特殊EVおよび基壇部の免震層を削減した 125)。 

 

(9) 中之島フェスティバルタワー・ウエスト  

 ①所在地：大阪府  ②用途：事務所・ホテル・店舗など   

③階数：地上41階，地下 4階，塔屋 2階 

 ④構造種別：S造（CFT柱），RC，SRC  ⑤ダンパーの種類：オイル（シアリンク2000kN,6000kN） 

 ⑥特徴：低層部の外壁面に集中的にオイルダンパーを設置した構造で，免震構造と同等の耐震

性を確保している。3 層分の SRC 自立壁の頂部に 6000kN の最大減衰力を持つオイルダ

ンパー設置し，3層分の変形を利用した高効率の制振架構である 126)。 
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(10) CHANEL GINZA NAMIKI  

 ①所在地：東京都  ②用途：店舗・事務所など  ③階数：地上 10階，地下 1階 

 ④構造種別：S造  

⑤ダンパーの種類：粘弾性と摩擦を直列結合したハイブリッド（梁端部），座屈拘束ブレース 

 ⑥特徴：下階に座屈拘束ブレース，上階にハイブリッドダンパーを設置している。避難経路確

保と曲げ変形に効かせるために，ドア開口を設け開口上部のまぐさ部分にハイブリッド

ダンパーを設置した「制振コアフレーム」を採用 127)。 

 

(11) 新宿住友ビルの制振改修  

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗など  ③階数：地上 54階，地下 4階   

④構造種別：S造，一部RC・SRC  ⑤ダンパーの種類：iRDT 

 ⑥特徴：三角形の平面形状を持つ既存建物は，塔状比 4 であり外周チューブ構造のため全体曲

げ変形が卓越する。三角形コーナーの設備メンテナンス空間にチューンドロッドと回転

慣性質量付きダンパーを組み合わせたチューンドマスダンピングロッドを設置し，曲げ

変形時の軸方向変形に作用された制振システムである 128)。 

 

(12) 田町タワー  

 ①所在地：東京都  ②用途：事務所・店舗など  ③階数：地上 29階，地下 2階   

④構造種別：S造（CFT柱・低層コアウォールSRC）  

⑤ダンパーの種類：座屈拘束ブレース，粘性 

 ⑥特徴：支点に低摩擦弾性すべり支承を設けたSRC造コアウォール（芯棒）を低層部に配置し，

その周りを囲む鉄骨ラーメンフレームと粘性ダンパーでつないだ芯棒制振構造を採用し

ている。129)。 

 

(13) センタラグランドホテル大阪  

 ①所在地：大阪府  ②用途：ホテル・店舗など  ③階数：地上 34階   

④構造種別：S造（CFT柱） ⑤ダンパーの種類：オイル（鉛直型・シアリンク），AMD（屋上） 

 ⑥特徴：オイルダンパーはコア中央の柱から持ち出した片持ち梁先端と隣の柱と鉛直方向につ

なぎダンパー効率を高めている。強風時の居住性向上を目的に配置した AMD は 1 年再

現期間の風荷重に対してH-30～50に抑える計画である 130)。 

 

(14) 日本テレビ番町スタジオ  

 ①所在地：東京都  ②用途：テレビスタジオ  ③階数：地上11 階，地下 5階，塔屋 1階 

 ④構造種別：S造（CFT柱）  ⑤ダンパーの種類：オイル（3層跨ぎ・シアリンク）， 

 ⑥特徴：最下部の 3 層分のスタジオ吹抜け空間の柔性を活かしたソフトファーストストーリー

集中制振構造を採用している。高層部（4～11 階）にブレースを設けて水平剛性を高め，

低層部（1～3階）にオイルダンパーを集中配置している 131。 
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(15) The Okura Tokyo 

 ①所在地：東京都 ②用途：ホテル・事務所など  

③階数：地上41階，地下 1階，塔屋 2階  ④構造種別：S造（CFT柱） 

⑤ダンパーの種類：オイル（3層跨ぎ・シアリンク），粘弾性摩擦（中層棟のみ），ATMD 

 ⑥特徴：上階部（ホテル客室）をブレースチューブ架構により水平剛性を高め，中低層部（オフ

ィス）のオイルダンパーに集中設置した集中制振構造を採用している。風揺れ（H-30）と

地震時の後揺れ対策としてATMD（高層棟は 25ton，振幅 100cm）を設置している 132)。 

 

(16) 読売新聞東京本社ビル  

 ①所在地：東京都 ②用途：事務所・ホールなど  ③階数：地上 33階，地下 2階   

④構造種別：S造（CFT柱），SRC（一部RC） ⑤ダンパーの種類：粘性壁，AMD 

 ⑥特徴：鋼板耐震壁と耐震ブレースにより低層部の水平剛性を高め，中間部に粘性壁を集中設

置した集中制振構造を採用している。高層部は耐震ブレースによる弾性心棒により変形

を均等に分散している。中間部の粘性壁は片持ち梁の先端のフレーム上に取付け，ダンパ

ー変形を確保し，架構抵抗剛性が小さいためダンパー効率が下がらないようサイズの小

さいダンパーを分散配置している 133),134)。 
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ブレース構造 

オイルダンパー 

(1)ソフトファースト 

ストーリー制振構造 

（文献114を基に作成） 
(2)デュアル・フレーム・システムの概要（文献116） 

(3)変形増幅機構 

（文献118を基に作成） 

(6) スプリットウォール（文献122） 

(4)大梁端部ピン接合（文献120） (5)1000N級鋼柱（文献121） 

(8)基礎免震+中間階収集制振（文献125） 
(9)ビッグウォール架構（文献126） 

(7) 心棒となる連層鋼板壁（文献124） 

(10) 制振コアフレーム 

（文献127） 

図1.4.2 ダンパー効率を高めた事例(1) 
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(11)チューンドマスダンピングロッド（文献128） (12) 芯棒制振構造（文献129） 

(13)制振コアフレーム（文献130） 

(15)ブレーススチューブ構造（文献132） 

(14)ダンパー取付フレーム（文献131） (16)持ち出し梁先端に設置する粘性体制振壁（文献134） 

図1.4.3 ダンパー効率を高めた事例(2) 
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1.5 本論文の構成 

本論文は，併用制振建物の性能評価法の提案に加え，それに必要な応答特性の分析，簡易モデ

ル作成法，応答予測法について一連の研究をまとめる。各章の構成は下記の通りである。位置づ

けを図 1.5.1に示す。 

 第 1 章では本研究の背景，目的および既往研究について述べる。また，制振構造の分類および

履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用した建物を中心に制振構造の実建物例を示す。既往研究とし

て，まず併用制振建物を中心に制振構造の特徴，簡易モデルの作成法，応答予測法を整理する。 

 第 2章では，地上30階の超高層鋼構造建物を対象として，部材モデルを用いた固有値解析およ

び時刻歴応答解析により併用配置の応答特性を分析する。時刻歴応答解析により，全体曲げ変形

による中層から上層に見られる制振性能の低下が改善され，併用配置のエネルギー吸収効率が履

歴ダンパーを単独で用いたときよりも高くなることを示す。また，境界層，履歴ダンパーの量お

よび粘性ダンパーの量が制振効果に与える影響を示す。 

 第 3章では，「骨組特性値」を用いた簡易モデルの作成手法を拡張し，併用制振建物に対して有

用な簡易モデルの作成手法を示した。既往手法では考慮できない，問題点①：粘性ダンパー設置

層の実効変形比の上限値が減少する。問題点②：履歴ダンパーの負担せん断力と粘性ダンパーの

負担せん断力との間の位相差により全体曲げ変形が緩和される。の 2 点を改善するために，既往

手法（状態 N・R 解析）に，状態 pN 解析および状態 pR 解析を加えた手法を提案した。また，4

ケースから算出される「骨組特性値」は併用制振建物の特徴を把握できる重要な指標となること

を示した。限定された例題建物による検証であるが，様々なダンパー配置，ダンパー量および地

震波に対して，精度検証を示した。 

 第 4 章では，等価線形化法に基づく最大応答予測法を示す。既往の方法を適用するものである

が，併用制振建物に対して適用できる応答予測に関する研究は無く，適用範囲の拡大につながる

重要な研究成果である。地震層せん断力係数分布（Ai 分布）を利用して，1 質点系で展開した応

答評価法を拡張し多質点系における応答を直接評価する実務向けの簡易手法であり，設計初期段

階のダンパー計画時に十分有効な精度であることを示す。 

 第 5 章では，等価線形化法に基づく知覚時間（地震動による建物の応答中に居住者が不安や不

快を感じ続ける時間）の予測法を示す。2011 年東北地方太平洋沖地震において，長周期・長時間

の揺れが居住者に大きな恐怖を与え，居住者の振動感覚を最大応答で評価する従来の評価に加え，

揺れの長さに着目した評価の重要性が顕在化した。本論文では，今後想定される地震動による知

覚時間を事前に把握するために，時刻歴応答解析結果から得た分析結果を基に，超高層鋼構造制

振建物の知覚時間を弾性 1 質点系による知覚時間と固有周期の関係を表した知覚時間スペクトル

を用いて周期変動を評価し，知覚時間補正係数を導入し減衰変動を評価する手法を提案する。 

 第 6 章では，ダンパーを併用配置した制振建物の制振性能評価について示す。第 4,5 章に示し

た最大応答および知覚時間の予測法の過程で求まる性能曲線について示した。構造安全性の評価

において重要な指標である層せん断力および変位に着目した従来の性能曲線に加え，居住性評価

において重要な指標となる加速度と知覚時間を評価軸とした性能曲線を新たに提案した。応答予

測の過程で得られる評価指標（等価減衰および等価剛性）と応答の関係から制振性能が可視化さ

れ，ダンパー種および配置の異なる建物同士を同一尺度で定量的に評価できることを示す。 
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 第 7章では，各章で得られた知見を総括し，本論文の結論と今後の課題について示す。 

 

 

 

図1.5.1 本研究の構成と位置づけ 
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第 2章 

詳細モデルによる応答特性の分析 

 

2.1 はじめに 

1995年の阪神大震災以降，建築主の対地震安全性に対する意識の高揚により建物に制振ダンパ

ーを組み込む件数が増加してきた 1)。制振ダンパーは主架構のせん断変形（以後，実効変形δdと称

す）に対して有効に稼働するが，曲げ変形が卓越する超高層建物では，中層から上層にかけて実

効変形を多く確保することができないため，ダンパーが有効に稼働しないことが知られている。 

制振ダンパーは変位依存型の履歴ダンパーと速度依存型の粘性ダンパーの 2 つに大きく分類さ

れる。履歴ダンパーを単独で用いる建物は，粘性ダンパーを単独で用いる建物に比べて変形制御

能力が高いという特徴がある一方で，剛性増大により応答加速度の増大を招いてしまう。また，

ある入力レベルに対して最適なダンパー量が存在し，それ以上の制振効果が得られない。粘性ダ

ンパーを単独で用いる建物はエネルギー吸収効率が高く，減衰効果による応答加速度の低下が見

込める。しかし，履歴ダンパーを単独で用いる建物に比べて変形制御能力が低く，コストが高い

という特徴がある。 

2000 年以降，履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用する建物が増加してきたが 2)，併用する場合

の研究は少なく例えば 3)-6)，特に高さ方向に履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用した研究は僅かであ

る 5),6)。文献6)では，40階鋼構造建物を対象として，下層に履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを

併用する制振構造を提案し，時刻歴応答解析から，履歴ダンパーおよび粘性ダンパーをそれぞれ

単独で用いた場合に比べ上層のダンパー効率が改善され，制振効果が向上することを確認してい

る。しかし，履歴ダンパーと粘性ダンパーの配置が切替わる層（以後，境界層と称す）や履歴ダン

パーの量と粘性ダンパーの量が制振効果に与える影響について明確にされていない。 

本章では，下層に履歴ダンパーを設置し，上層に粘性ダンパーを配置した建物（以後，併用制

振建物と称す）の応答特性，ならびに履歴ダンパーおよび粘性ダンパーをそれぞれ単独に用いた

場合に比べダンパーのエネルギー吸収効率が高くなることを部材モデルにおける時刻歴応答解析

結果から示す。また，境界層，履歴ダンパーの量および粘性ダンパーの量が制振効果に与える影

響を示す。 
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2.2解析概要およびダンパーの性能設計 

2.2.1建物概要および入力地震動 

検討対象建物を設定するにあたり，まず，既存超高層建物に関する既往研究 2),7) ~ 11)を調査する。

既往研究から得た知見は下記である。なお，文献 2)は JSCA 会員から回答を基に作成したデータ

ベース，文献 7)~10)は日本建築センター発行の性能評定シートに基づくデータベースを用いてい

る。文献 11)は日本建築センターおよび日本建築総合試験所発行の性能評定シートに基づくデータ

ベースを用いていて，大阪市域に立地する建物に限定している。 

 超高層建物が多く，制振構造が多く適用された用途は事務所と共同住宅であり 2),11)，建設地は関

東地区が大半を占め，次いで中部と近畿が多い 11)。 

 事務所のコアタイプに着目すると（図2.2.1），センターコア形式が最も多く，次いで片コアが多

く採用されている 7)。 

 

 建物棟数が多い 1次固有周期は 4.0以上 5.0未満である。文献 11)のように 2011～2013年に着目

すると 1.5～2.5sが最も多い。 

 鉄骨系の建物において，建物高さH（m）と建物の 1次固有周期T（s）の関係はT=0.025H～0.03H

を示す 2),8)~10)。 

 建物周期と 1 次設計用ベースシア係数の関係は，ダンパーの種類にかかわらず新耐震設計法の

ベースシア係数 0.192/Tを上回り 2)。0.3 / Tに多く分布している 8),9)。 

 2011 年東日本大震災以降では，殆どが地震時の応答制御を意図して制振構造または免震構造を

採用している 11)。 

 制振ダンパーの種別は，2011 年東日本大震災以前には鋼材系の比率が高かったが，2011年東日

本大震災以降には粘性系の比率が増えている。都心部の超高層建築で長い継続時間の揺れを経

験したことが要因と考えられている 11)。 

 

以上を踏まえ，検討対象建物は，センターコア形式の事務所とし，規模は地上30階，高さ121.5 

mの超高層鋼構造建物とする。図 2.2.1に示すように階高は 1階のみが 5.5 m，他の階は 4 mであ

る。平面形状は基本スパンが長辺方向（X 方向）では6.4 m，短辺方向（Y方向）では中央部で6 

m，その他で12.8 mから構成された 32 m×38.4 mの矩形であり，各階同一とする。部材断面は標

準せん断力係数C0 = 0.2の設計用地震力に対して許容応力度設計を行い決定した。1 階の設計用層

せん断力係数C1は，建物 1次固有周期Tは 0.03H （=0.03×121.5=3.645s）とすると，C1 = Z・Rt・

Ai・C0=1.0×(1.6×0.6 / T )×1.0×0.2=0.192/T = 0.0527 ≧ 0.05である。検討対象建物の柱および梁の

部材断面を表2.2.1に示す。 

主架構の弾性1 次固有周期Tf 1は 4.46 sec（≒0.037 H）である。履歴ダンパーを全層に設置する

ことを想定した主架構であること，変形を大きくし制振効果の向上を図るために，Tf 1は比較的長

めに設定している。なお，後述するが，履歴ダンパーを全層に設置した場合の弾性周期で 0.03H 

(a) センターコア (b) 片コア 

図2.2.1 コアタイプ 



 

31 

である。 

解析モデルは，静的解析および動的解析ともに，各節点に並進 3 自由度・回転 3 自由度をもつ

立体部材モデル（骨組モデル）とする。解析条件は，①柱および梁は線材置換とする，②主架構の

部材は弾性とする，③床はその面内でＸ,Ｙ,θの 3自由度を持つ剛床とする，④梁の曲げ剛性には

床スラブによる剛性増大を考慮する，④柱梁が交わる接合部パネルは剛域として表現する（詳細

は付録 2F），⑤最下階となる 1 階に支点を設け，支点の拘束条件は，水平（X・Y 方向）が固定，

鉛直方向（Z方向）には杭を想定した鉛直ばねを設ける。振動解析における構造減衰は主架構のTf 

1に対して 2 %となる剛性比例型とする。解析方向はX方向のみを対象とする。 

超高層建物の安全性を評価するための入力地震動として，告示波が用いられている。本章では，

建物周期のばらつきに対する影響の少ない解放工学的基盤における告示波を用いることにし，そ

の位相特性として，設計で用いられていることが多いHACHINOHE 1968 EWを採用する（以後，

ART-HACHI）。図2.2.3に入力地震動の加速度時刻歴波形，速度応答スペクトルSV（h = 5 %）およ

びエネルギースペクトルVE（h = 10 %）を示す。 

 

 

図2.2.2 検討対象建物の伏図，軸組図 
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(a) 入力地震動の加速度時刻歴波形 

(b) 速度応答スペクトル 
図2.2.3 入力地震動のスペクトル 

(c) エネルギースペクトル 
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表 2.2.1  部材断面一覧 

内柱 □ 600 ×600 ×22 ～ □ 600 ×600 ×50

外柱 □ 550 ×550 ×22 ～ □ 550 ×550 ×50

大梁 H 600 ×200 ×12 × 19 ～ H 600 ×250 ×12 ×25
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2.2.2 ダンパーの概要 

図 2.2.4 のようにダンパーの配置は Y2 および Y3 通りに連層配置とし，履歴ダンパーを全層に

配置したモデルHD30，粘性ダンパーを全層に配置したモデルVD30，下層に履歴ダンパー・上層

に粘性ダンパーを配置し境界層を 25層，20層，15層，10層および 5層とした併用制振建物 5種

（それぞれHD25，HD20，HD15，HD10，HD05 と表記する）の計 7 種の配置を用いる（図 2.2.4

（c））。併用制振建物はHD30 とVD30の各ダンパーを組み合わせる。なお，ダンパーを配置した

各モデルの柱および梁の部材断面は主架構と同じとする（以降も同様）。 

 

 

 

本論文で使用する座屈拘束ブレース（以後，履歴ダンパーと称す）は，図2.2.5で示すように塑

性化部と弾性部で構成される。塑性化部にはLY225材（σ y = 225 N/mm2）としてその長さは節点

間距離（材長）Lの 1/3とし，履歴性状は完全弾塑性型を用いて表現する。ここで，「^」は軸方向

を示す。 

解析上では，付加系を等価なヤング係数E eqを用いて 1 要素（一様断面）でモデル化した。E eq

は後述の方法で示す。付加系の軸方向の等価剛性���は，次式で算出される。 
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さらに，��� � �⋅���
��  および ��� � �⋅����

�

� �

����� !
�⋅���

�  を式（2-2）に代入すると， 

��� � �
�������!� ⋅ �⋅���

� � �"#⋅���
�  (2-3) 

となる。 

ここで，α ：部材長さに対する塑性化部長さの比，β：塑性化部断面積に対する弾性部断面積の比，

γ：部材長さに対する両端剛域長さの比 

よって，等価なヤング係数Eeqは次式で表せる。 

図2.2.4 対象制振建物の伏図，軸組図，ダンパー配置図 
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$%& � �
�������!� ⋅ $ (2-4) 

本解析では，α = 1/3，β = 2.0，γ = 0の条件のもとEeq = 1.5 Eとする。 

 

 

 

各層のダンパーの降伏せん断力 Qdyi は，図 2.2.6 に示すように第 1 層のダンパー降伏せん断力

Qdy1 を基準とし，地震層せん断力係数の高さ方向分布（Ai 分布）に基づく設計用層せん断力分布

をもとに 5層毎の 6段階とした。Qdy1と第 1層のダンパーの降伏せん断力係数α dy1の関係は次式で

表される。 

'�(� � )�(� ∑ +,-./,��  (2-5) 

ここで，mi：i層の質量，g：重力加速度である。α dy1はHD30にART HACHIを入力した時の最

大層間変形角が極小となるα dy1=0.025を採用する（図2.2.7）。 

 

 

 

本論文で使用する粘性ダンパーは，図 2.2.8 で示すよ

うに線形粘性ダッシュポットと弾性バネを直列結合し

たMaxwellモデルで構成する。各層の粘性係数Cd（水平

方向）は Ai 分布に基づき 5 層毎の分布とし，各層の直

列結合するバネ剛性���は，長周期建物用ダンパーとして

��� � 4.5 ⋅ 34�を採用する 12)。なお，実際に用いられてい

る製品のダンパーの内部剛性については付録 2A に整理

して示す。 

各層の粘性係数 Cdiは Ai 分布に基づき 5 層毎の 6 段階とし（図 2.2.6），第 1 層の粘性係数 Cd1
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図2.2.6 ダンパーの耐力比と粘性係数比分布 
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図2.2.7 α dy1と最大層間変形角の関係 

図2.2.5 履歴ダンパーのモデル化 
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は，ダンパーによるエネルギー吸収効率に着目し HD30 と VD30 の入力エネルギーに対する各層

のダンパーによるエネルギー吸収量の総和Wd /Eが等しくなるように設計する。 

今回，HD30とVD30両者の入力エネルギーEが等しいという仮定のもと，ダンパーによるエネ

ルギー吸収量Wdが等しくなるようなCd1をエネルギーの釣合に基づいて設計する。設計手順を以

下に示す。 

1) VD30の粘性ダンパーが吸収すべきエネルギー吸収量 VD30Wd，許容最大層間変形角Riとダン

パーの最大せん断力係数分布を設定する。今回，設計方針に基づき VD30Wdは，α dy1= 0.025の

履歴ダンパーを設置した HD30 モデルにおけるダンパーによるエネルギー吸収量 HD30Wdと

する。各層の許容最大層間変形角は 1/120，ダンパーの最大せん断力係数分布 Vαdiは Ai 分

布とする。 

2) ダンパーの実効変形の最大値δdは，全体曲げ変形の影響を考慮するために，実効変形比αeと

最大層間変形δを掛け合わせることで算出する。付録 3B に示すように，粘性ダンパー設置

時の実効変形比は Cdに依存するため，適切な実効変形比を設定できない。そこで，一般に

VD30の実効変形比はHD30 の実効変形比を上回るため，安全側であるHD30の応答値を用

いる。 

3) 1 サイクルで吸収できるエネルギー量 ediを次式から算出する。今回，ω 1は主架構の弾性 1

次円振動数を用いる。 

  5�, � 6 ⋅ )7⬚ �, ⋅ 3�� ⋅ 9� ⋅ :�,;  (2-6) 

4) ediを等価繰返し数 13) neqi回の総和で VD30Wdを吸収するとし，Cd1は次式から求める。neqiは検

討対象建物に対してART HACHI入力時に平均値となる neqi= 4.0を用いる。 

3�� � <=>?@⬚ �
∑ A"#B⋅%�B?@BCD

 (2-7) 

1)～4)で得られたCd1は 56015 kN･s/m であった。応答解析を行い VD30Wd /VD30 E が HD30Wd /HD30 E

となるように調整を行った結果，Cd1は 57876 kN･s/mとなった。以後，修正値Cd1=57876 kN･s/m

を用いる。 

 

2.2.3固有値 

主架構の s次の弾性固有周期Tsおよび刺激関数β s･u s（β s：s次の刺激係数，u s：s次の弾性固有モ

ード)，各制振構造の粘性ダンパーを設置しない部分配置モデルにおける弾性時の固有周期Tsおよ

び刺激関数β s･u sを表 2.2.2 および図 2.2.9 に示す。表 2.2.2 には，α dy1= 0.005，0.015，0.025，0.035

に相当する履歴ダンパーを設置した全モデルの固有周期を示す。下層に粘性ダンパー・上層に履

歴ダンパーを配置し境界層を 25 層，20 層，15 層，10 層，5 層とした併用制振建物 5 種（それぞ

れVD25，VD20，VD15，VD10，VD05）（詳細は 3.3 節参照），履歴ダンパーと粘性ダンパーを 3

層毎に交互に配置したモデル AD（詳細は 3.3 節参照）についても検討する。図 2.2.9 には，主架

構，HD30，HD20，HD10，VD20，VD10 および AD を示す（履歴ダンパーのダンパー量はα dy1= 

0.025とする）。HD05～HD30の弾性固有 1次周期は，主架構の弾性固有1 次周期に対して 6～17 % 

小さく，VD05～VD25の弾性固有 1次周期は，主架構の弾性固有 1次周期に対して 1～11 % 小さ
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く，ADの弾性固有 1次周期は，主架構の弾性固有 1次周期に対して 12 % 小さい。刺激関数ベク

トルの分布において， 

1) 1 次：下層から上層に着目すると，全層に履歴ダンパーを設置したHD30と比べて，下層に

履歴ダンパーを設置した HD20 および HD10 の方が小さく，上層に履歴ダンパーを設置し

たVD20およびVD10の方が大きい。AD はHD30と差は見られない。 

2) 2 次～ 5次：全層に履歴ダンパーを設置したHD30と比べて，下層に履歴ダンパーを設置し

たHD20およびHD10の方が大きく，上層に履歴ダンパーを設置したVD20およびVD10の

方が小さい傾向が確認できる。ADはHD30と差は見られない。 

次に，弾性時における各モデルの刺激係数を図 2.2.10 に示す。横軸にモデル，縦軸に刺激係数

を表す。全てのモデルで 3次までで 90 %を占める。図より，下層に履歴ダンパーを設置したモデ

ルにおいて，境界層が下層であるほどβ1が小さくなるのではなく，HD10で極小値を示す。また，

β2はHD15およびHD10で極大値を示す。3～5次は変動が小さい。上層に履歴ダンパーを設置し

たモデルにおいて，境界層が下層であるほどβ1が大きくなるのではなく，VD10で極大値を示す。

また，β2はVD15およびVD10で極小値を示す。3～5次は変動が小さい。以上より，弾性時では

下層に履歴ダンパーを設置したモデルは 2 次の影響が増大し，上層に履歴ダンパーを設置したモ

デルは 2 次の影響が減少することを確認した。また今回対象とする制振構造でのβ2の増大（高次

の影響）は中間層免震に比べると小さい 14)。 

 

 

α dy 1=0.035 T 1 T 2 T 3 T 4 T 5

HD30 3.64 1.37 0.85 0.62 0.48

HD25 3.64 1.38 0.86 0.62 0.48

HD20 3.67 1.43 0.86 0.63 0.49

HD15 3.75 1.46 0.89 0.64 0.51

HD10 3.91 1.46 0.92 0.66 0.51

HD05 4.13 1.51 0.92 0.67 0.53

VD25 4.45 1.60 0.96 0.69 0.54

VD20 4.39 1.52 0.94 0.69 0.53

VD15 4.28 1.49 0.93 0.66 0.53

VD10 4.12 1.50 0.90 0.66 0.52

VD05 3.92 1.48 0.90 0.64 0.50

AD 3.87 1.44 0.88 0.63 0.51

α dy 1=0.025 T 1 T 2 T 3 T 4 T 5

HD30 3.71 1.40 0.86 0.62 0.49

HD25 3.72 1.40 0.87 0.63 0.49

HD20 3.74 1.45 0.88 0.64 0.50

HD15 3.82 1.48 0.90 0.65 0.51

HD10 3.96 1.48 0.93 0.67 0.52

HD05 4.17 1.52 0.93 0.68 0.54

VD25 4.45 1.61 0.97 0.69 0.55

VD20 4.40 1.53 0.95 0.69 0.53

VD15 4.30 1.50 0.94 0.67 0.53

VD10 4.15 1.51 0.90 0.66 0.52

VD05 3.96 1.49 0.90 0.64 0.50

AD 3.93 1.46 0.89 0.64 0.51

α dy 1=0.015 T 1 T 2 T 3 T 4 T 5

HD30 3.84 1.44 0.88 0.64 0.50

HD25 3.84 1.44 0.89 0.64 0.50

HD20 3.86 1.49 0.90 0.65 0.51

HD15 3.93 1.51 0.92 0.66 0.52

HD10 4.06 1.51 0.94 0.68 0.53

HD05 4.24 1.55 0.95 0.69 0.54

VD25 4.45 1.61 0.97 0.70 0.55

VD20 4.41 1.55 0.95 0.69 0.54

VD15 4.32 1.52 0.95 0.67 0.53

VD10 4.20 1.52 0.91 0.67 0.52

VD05 4.03 1.51 0.91 0.65 0.51

AD 4.04 1.50 0.91 0.66 0.52

α dy 1=0.005 T 1 T 2 T 3 T 4 T 5

HD30 4.12 1.52 0.93 0.67 0.52

HD25 4.12 1.53 0.94 0.67 0.53

HD20 4.13 1.56 0.94 0.68 0.53

HD15 4.18 1.57 0.95 0.69 0.54

HD10 4.25 1.58 0.97 0.70 0.54

HD05 4.35 1.59 0.97 0.70 0.55

VD25 4.46 1.62 0.98 0.71 0.55

VD20 4.43 1.59 0.97 0.70 0.55

VD15 4.38 1.57 0.96 0.69 0.54

VD10 4.31 1.57 0.95 0.68 0.54

VD05 4.21 1.56 0.94 0.68 0.53

AD 4.25 1.56 0.95 0.68 0.54

表2.2.2 弾性固有周期 

T 1 T 2 T 3 T 4 T 5

frame 4.46 1.63 0.99 0.71 0.56

(a) 主架構 

(b) α dy1=0.005 (c) α dy1=0.015 

(d) α dy1=0.025 (e) α dy1=0.035 
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同様に，主架構および各制振構造の粘性ダンパーを設置しない部分配置モデルにおける弾性時

の固有周期および層間刺激関数β s･∆ us（∆ us：s次の層間モード）を図2.2.11に示す。 

層間刺激関数の分布において， 

1) 1 次：HD30と比べてダンパー非設置層のβ 1･∆ u1が大きく，弾性ブレース設置層で小さい傾

向が確認できる。また，その傾向は，HD10 と比べてHD20 の方が大きく，VD10 と比べて

VD20の方が大きい。 

2) 2 次～5次：1から 5層に着目すると，HD30と比べて下層に履歴ダンパーを設置したHD20
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図2.2.9 刺激関数 
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および HD10 の方が小さく，上層に履歴ダンパーを設置した VD20 および VD10 の方が大

きい。上層に着目すると，HD30 と比べてHD20 およびHD10 の方が大きく，VD20 および

VD10の方が大きい。層間モードの節は，下層に弾性ブレースを設置することで上層に移り，

上層に弾性ブレースを設置することで下層に移ることが確認できる。 

以上より，下層に弾性ブレースを設置することで，全層に弾性ブレースを設置したときに比べ，

下層の層間刺激関数は減少し，上層の層間刺激関数は増加することが確認できた。上層に弾性ブ

レースを設置することで，全層に弾性ブレースを設置したときに比べ，下層の層間刺激関数は増

加し，上層の層間刺激関数は減少することが確認できた。 
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図2.2.11 層間刺激関数 
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2.3 併用制振建物の応答特性 

2.3.1 高さ方向分布 

図 2.3.1 に履歴ダンパーおよび粘性ダンパーを単独配置したモデルと併用制振建物における各

層の最大層間変形角R，最大応答加速度A，層せん断力Q，ダンパーによるエネルギー吸収量wd，

実効変形比α eおよび等価繰返し数 neqを示す。図には主架構のみ（ダンパー非設置）の応答も併記

している。ダンパー非設置時のα eは節点変位から算出した。i層の履歴ダンパーの等価繰返し数H 

neqiと粘性ダンパーの等価繰返し数 V neqiは次式で表される。 

EF⬚ %&, � FG�B
H IJ⬚ �B� KJ⬚ �B� KJ⬚ �LB!， E7⬚ %&, � 7G�B

M⋅ I=⬚ �B⋅ K=⬚ �B
 (2-8a , b) 

ここで，Qdi：ダンパーの最大負担せん断力，δdyi：ダンパーの降伏変形である。添え字Hは履歴

ダンパーを，Vは粘性ダンパーを表す。 

図 2.3.1(a)より，層間変形角に着目すると，VD30 に比べて HD30 の層間変形角が小さいことが

確認できる。ダンパー非設置時では最大で 1/80，HD30 では1/140以内に収まっている。VD30で

はダンパーの設計通り概ね 1/120 程度となっている。併用制振建物における境界層付近および粘

性ダンパー設置層ではHD30の応答を上回るが，履歴ダンパー設置層ではHD30の応答を下回る。 

図 2.3.1(b)の応答加速度に着目すると，ダンパー非設置時に比べ VD30 は頂部で 30 %低減して

いる。一方，HD30は20層以下で応答加速度が大きく増大している。併用制振建物では 20層以下

において，HD30 ほど応答加速度は増大せず，21 層以上ではダンパー非設置時と比べても応答が

低減している。また，境界層が下層のモデルほど上層の応答加速度が小さいことが確認できる。 

図 2.3.1(c)より，併用制振建物にすることで，HD30 および VD30 よりも層せん断力が小さくな

ることが分かる。 

図 2.3.1(d)のダンパーによるエネルギー吸収量に着目すると，HD30 では下層のダンパーが集中

的に吸収し上層ではダンパーがエネルギーを吸収していないことが分かる。VD30 では下層から

上層へ比例的にダンパーによるエネルギー吸収量が減少し，全層で大きな偏りのない吸収をして

いることが確認できる。併用制振建物では，HD30で見られたような上層のダンパーがエネルギー

を吸収しない傾向が改善され，中層から上層で粘性ダンパーがエネルギーを吸収し，下層の負担

を減少させている。境界層が下層に移るほど全層で均一にエネルギーを吸収する傾向を示す。 

図 2.3.1(e)の実効変形比は，ダンパーによるエネルギー吸収量の分布（図 2.3.1(d)）と同様の傾向

を示している。HD30 はVD30 を下回り，特に上層で差が大きく，HD30 においては 0.5 以下を示

している。併用配置にすることで，粘性ダンパー設置層である中・上層において実効変形比は改

善されている。特にHD15，HD10およびHD05においてはVD30を上回る。これは併用配置の大

きな特徴と言える。 

図 2.3.1( f )の等価繰返し数に着目すると，HD30 は下層で平均 2.0，中層で 0.8，上層で 0.1 と上

層ほど小さい。一方，VD30 は各層でほぼ 4.0 を示している。併用制振建物における VneqiはVD30

よりも増加していることが確認できる。これは，併用制振建物の粘性ダンパーによるエネルギー

吸収量 vwdiがVD30に比べて大きくなり（図2.3.1(d)），さらに併用制振建物における最大変形が小

さな値となった（図 2.3.1(a)）ためである。 
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HD25およびHD20のように，中・上層のα eおよび neqがHD30に比べ上昇しているにもかかわ

らず応答低減が小さい要因として，上層は地震時のダンパーの負担せん断力が下層に比べて小さ

く，ダンパーによるエネルギー吸収能力は潜在的に小さいことが考えられる。 

 

 

 

2.3.2 境界層と応答の関係 

併用制振建物における履歴ダンパーと粘性ダンパーの境界層が応答に与える影響を示す。図

2.3.2に各モデルと応答の関係を示す。図2.3.2(a)には，入力エネルギーに対する各層のダンパーに

よるエネルギー吸収量の総和の比 Wd /E，各層のダンパーによるエネルギー吸収量の総和に対す

る履歴ダンパーによるエネルギー吸収量の総和の比 HWd /Wd，各層のダンパーによるエネルギー

吸収量の総和に対する粘性ダンパーによるエネルギー吸収量の総和の比 VWd /Wd，図 2.3.2(b)～(e)

には，実効変形比αe，応答加速度 A，層せん断力係数C，層間変形角 R を示す。また，図 2.3.2(f)

には，HD30 におけるダンパーコストの総和に対する各モデルのダンパーコストの総和の比 

Χ/HD30Χ（コスト比）について示す。αe，A，C および R においては上・中・下層に対して評価を

行う。また，ダンパーのコストは各ダンパーの最大減衰力に対して履歴ダンパーの単価を減衰力

0 2 4 6 8

0

5

10

15

20

25

30
FL

neq

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

0

5

10

15

20

25

30
FL

αe

0 500 1000 1500 2000

0

5

10

15

20

25

30
FL

[kN.m]

0 10000 20000 30000 40000

0

5

10

15

20

25

30
FL

[kN]

0 0.004 0.008 0.012

0

5

10

15

20

25

30
FL

[rad]

0 1 2 3 4

0

5

10

15

20

25

30
FL

[m/s2]

図2.3.1 高さ方向分布（α dy1=0.025） 
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あたり p円/kN，粘性ダンパーの単価を減衰力あたりβ･p円/kNとして算出した。 

図 2.3.2(a)より，Wd /Eは2.1節で述べた設定通りHD30とVD30 のWd /Eが等しいことが確認で

きる。併用制振建物にすることで HD30 および VD30 に比べて Wd /E が増加し，制振効果が向上

することが確認できる。その傾向は，境界層が下層であるほどWd /Eが大きい。HWd /Wd，VWd /Wd

に着目すると，境界層が下層に移るほど単調に増減し，HD10 で HWd /Wdと VWd /Wdが等しくなる

のが確認できる。上層の粘性ダンパーが多くのエネルギーを吸収するためには境界層の位置が重

要となると考えられる。 

図 2.3.2(b)より，HD25 の 28FL で HD30 に比べαeが低下しているが，その他は HD30 に比べαe

が増加し，ダンパー効率が改善されることが確認できる。特に中層（17FL）における増加傾向は

顕著である。併用制振建物による制振効果の向上は実効変形比からも確認できる。 

図 2.3.2(c)のAに着目すると，併用配置にすることでHD30のAに比べて小さく，境界層が下層

に移るほど単調減少しているのが確認できる。図 2.3.2(d)の C も同様で，併用配置にすることで

HD30 に比べて応答は小さく，1FL のC ではHD15 で極小値を示すことが確認できる。図 2.3.2(e)

のRに着目すると，下層（5FL）ではHD30 よりも併用制振建物の応答は小さいが，粘性ダンパー

設置層である上層（28FL）および中層（16FL）では併用制振建物の応答がHD30に比べ大きくな

るので注意が必要である。これは，履歴ダンパー設置層に比べ粘性ダンパー設置層の層剛性が小

さいためだと考えられる。 

図 2.3.2( f )のΧ/HD30Χ については，一般的に履歴ダンパーの単価に比べ粘性ダンパーの単価が高

いことから，β = 2，3，4の 3つについて検討する。β = 3 において，Χ/HD30Χ は各モデルの間に大

きな差は生じない。β = 2 および 4 において，併用制振建物のΧ/HD30Χ はHD30 およびVD30 の間

に収まり，β = 2 では粘性ダンパー設置層が多いほどコストは安く，β = 4 では粘性ダンパー設置層

が多いほどコストは高くなる。設計時には，クライテリアとコストによる制約を伴うが，併用制

振建物はクライテリアおよびコストの両者を調整しやすくなると考える。 
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2.4 ダンパー量と制振効果の関係 

2.4.1 履歴ダンパー量と応答の関係 

履歴ダンパー量を変化させたとき，前節同様，併用による制振効果の向上を示すかを確認する。

履歴ダンパー量はαdy1 = 0.005～0.035とし，VD30の粘性ダンパー量は各α dy1に対してHD30とVD30

両者の Wd /E が等しくなるように設定した。なお，各ダンパー量における，高さ方向分布の比較

は付録 2Bに示す。 

図 2.4.1にα dy1と応答の関係を示す。図 2.4.1(a)より，入力エネルギーに対する各層のダンパーに

よるエネルギー吸収量の総和の比Wd /Eは，設定（2.1節）通りHD30 とVD30のWd /Eが等しい

ことが確認できる。併用制振建物のWd /E は，いずれのαdy1に対してもHD30 およびVD30 のWd 

/E以上となり，併用配置によりダンパーのエネルギー吸収効率が向上することが確認できる。 

図 2.4.1(b)の 17 層の実効変形比αe17に着目すると，αdy1= 0.005では併用制振建物とHD30との差

は小さいが，αdy1が 0.015 以上で併用制振建物のαe17は HD30 のαe17を上回り，併用配置によって

ダンパー効率が改善されることが確認できる。αe は履歴ダンパーの量が多いほど低下するが，塑

図2.3.2 境界層と応答の関係 

（ (a) ダンパーによるエネルギー吸収率,(b) 実効変形比,(c) 応答加速度, 

(d) 層せん断力係数,(e) 層間変形角,(f) コスト比 ） 
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性化の程度が大きいほど上昇する。ダンパー量が少ないαdy1= 0.005では，塑性化の程度が大きいた

めVD30 のαeと比べてHD30 のαeが上回り，併用配置にしてもダンパー効率は改善しなかったの

だと思われる。 

図 2.4.1(c)，(d)の 16 層および 5 層の層間変形角R16，R5に着目すると，αdy1= 0.015 まではR16お

よび R5 の両者で併用制振建物と HD30 との差は小さく，α dy1 が 0.015 以上では併用制振建物は

HD30に比べR16が増大し，R5は減少する。VD30とHD30 のWd /Eが等しいとき，VD30は併用制

振建物と HD30 に比べて変形制御能力が劣ることが図 2.4.1 からわかる。図 2.4.1(e)の頂部の応答

加速度 A30に着目すると，併用制振建物の A30は，いずれのα dy1に対しても HD30 の A30を下回る

ことが確認できる。また境界層が下層であるほどα dy1の増加に伴うA30の増加は緩やかである。図

2.4.1( f )の 10 層の応答加速度 A10に着目すると，併用制振建物の A10は，いずれのα dy1に対しても

HD30のA10を下回るが，境界層が下層であるほどA10が小さくなるとは限らない。また，VD30モ

デルは HD30 および併用制振建物よりも応答が小さい。図 2.4.1(g)の最下層の層せん断力係数 C1

に着目すると，併用制振建物のC1は，いずれのα dy1に対してもHD30 のC1と同等もしくは下回る

ことが確認できる。また，α dy1が大きいほど併用制振建物とHD30の差は大きい。 

 

 

 

図2.4.1 α dy1と応答の関係 
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2.4.2 粘性ダンパー量と応答の関係 

本節では HD30 と VD30 両者の Wd /E が等しい条件を考慮せず，粘性ダンパー量を変化させた

ときに応答特性にどのような影響を与えるか示す。履歴ダンパーの量は設定値（α dy1 = 0.025）とし，

粘性ダンパーの量は設定値の粘性係数Cdiおよび直列結合するバネ剛性Kdiを各層一律に0.5，0.75，

1.0，1.5，2.0，2.5，3.0倍する。図2.4.2に粘性ダンパーの量を設定値に対して 0.5～3.0 倍に変化さ

せたときの応答結果を示す。また，横軸に倍率γ，縦軸に応答を示す。なお，各ダンパー量におけ

る，高さ方向分布の比較は付録 2Cに示す。 

図2.4.2(a)より，併用制振建物およびVD30のWd /Eはダンパー量が増加するほど単調に増加し，

2.0倍以上で収束傾向を示す。収束する値は境界層が下層であるほど大きい。 

図 2.4.2(b)，(c)の頂部の応答加速度A30および 10 層の応答加速度A10に着目すると，併用制振建

物はいずれのダンパー量においても HD30 を下回り，ダンパー量が増加してもほとんど変化は見

られない。VD30 の A30はダンパー量が増加するほど単調に減少し，2.0 倍以上で収束傾向を示す

が，A10はダンパー量が増加してもほとんど変化は見られない。また，VD30のA10は併用制振建物

よりも応答が小さくなる。図 2.4.2(d)の 16 層の層間変形角R16に着目すると，ダンパー量が増加す

るほど単調に減少し，粘性ダンパーを設置した層の層間変形角の増大を防ぐことができる。粘性

ダンパー量を 3.0 倍に増加させても層間変形角は HD30 の場合と同程度である。粘性ダンパー量

の増加に対する層間変形角の低減には極値を示す傾向が見られるため，層間変形角を HD30 より

も抑えることは困難であると思われる。 

図 2.4.2(e)のHD30のダンパーのコスト比 Χ/HD30Χ（β = 2）において，全てのモデルで粘性ダンパ

ー量が増えるほど Χ/HD30Χ は高くなり，設定値に対して約 2.0倍でHD30と等しくなる。粘性ダン

パーの量を増やすことで，粘性ダンパー設置層の層間変形角の増大を防ぐことはできるが，コス

トが高くなることを伴ってしまう。 
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図2.4.2  粘性ダンパー量と応答の関係（α dy1 = 0.025） 
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2.5 まとめ 

地上 30階の超高層鋼構造建物を対象に，下層に履歴ダンパーを設置し，上層に粘性ダンパーを

配置した建物（併用制振建物）の応答特性を時刻歴応答解析より示した。また，履歴ダンパーと

粘性ダンパーの配置が切替わる層（境界層），履歴ダンパーと粘性ダンパーの量が，制振効果に与

える影響について示した。得られた知見を以下に示す。 

(1) 超高層制振建物は一般に中層から上層にかけてダンパーが有効に稼働しないが，併用制振建

物は粘性ダンパー設置層でダンパー効率が改善されるため，履歴ダンパーおよび粘性ダンパ

ーをそれぞれ単独に用いたときよりもエネルギー吸収効率が高くなる。また，その傾向は境

界層が下層であるほど大きい。 

(2) 併用制振建物は頂部の応答加速度，層せん断力および下層の層間変形角に対して応答低減が

大きく，履歴ダンパーの量が増加しても，履歴ダンパー単独に用いたときに比べ応答加速度

の増大およびダンパー効率の減少が小さく，履歴ダンパー単独使用時の欠点が改善される。 

(3) 併用制振建物に対して粘性ダンパーの量を増加すると，ダンパーによるエネルギー吸収量は

増加し，粘性ダンパー設置層の最大層間変形角は減少するため，境界層付近における変形増

大を抑制することが可能である。しかし，一定量以上で収束傾向を示し，それ以上の制振効果

は得られない。 
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付録2A ダンパーの内部剛性について 

 実際の製品のダンパーの内部剛性について確認する。各諸元は複数社のカタログ値を用いた。

調査対象は実設計で採用の多い最大減衰力 1000kNおよび 1500kNとする。片方向のストロークは

60～120mmを対象とする。 

・ブレース剛性を考慮しない場合：Kd / Cd = 4.1 ~ 56［4.1 ~ 22.5］ 

・ブレース剛性を考慮した場合（取付け長さが 5mの時）：Kb
* / Cd = 3.6 ~ 35.3［4.1 ~ 12.5］ 

※［ ］内はCd ≧ 200 [kN・s/cm]の製品の数値を示す。 

 

 

付録2B 履歴ダンパー量と応答の関係（高さ方向分布） 

 2.3.1節では，履歴ダンパー量をαdy1 = 0.005～0.035と変化させ，VD30の粘性ダンパー量は各α dy1

に対して HD30 とVD30 両者の Wd /E が等しくなるように設定したときの応答特性を示した。本

節では，各ダンパー量における高さ方向分布の比較を示す。高さ方向分布を図2B.1～2B.3に示す。 

αdy1 = 0.005において，層間変形角，応答加速度，層せん断力に着目すると，併用制振建物とHD30

との差は小さく，併用配置による制振効果の向上は小さいことがわかる。ダンパーによるエネル

ギー吸収量に着目すると，併用制振建物は，エネルギー吸収量の小さい上層で粘性ダンパーがエ

ネルギーを吸収していることが確認できる。実効変形比に着目すると，HD30と比べて併用制振建

物の方が小さな値を示している。これは粘性ダンパー設置層の等価剛性が HD30 の等価剛性より

も大きいためだと考えられる。等価繰返し数に着目すると，HD30 は下・中層で平均 3.0，上層で

1.0と上層ほど小さい。一方，VD30は各層でほぼ 4.0を示している。αdy1 = 0.025と同様，併用制振

建物における Vneqiは VD30 よりも増加していることが確認できる。併用制振建物の粘性ダンパー

によるエネルギー吸収量 vwdiがVD30に比べて大きくなり（(d)），さらに併用制振建物における最

大変形が小さな値となった（(a)）ためである。 

αdy1 = 0.015において，αdy1 = 0.005と同様，層間変形角，応答加速度，層せん断力に着目すると，

併用制振建物とHD30との差は小さく，併用配置による制振効果の向上は小さい。 

αdy1 = 0.035において，層間変形角に着目すると，併用制振建物における，境界層付近および粘性

ダンパー設置層では HD30 の応答を上回り，履歴ダンパー設置層では HD30 の応答を下回る傾向

は，αdy1 = 0.025 とよりも顕著である。粘性ダンパー設置層と履歴ダンパー設置層との等価剛性の

偏りが大きいほど，粘性ダンパーを設置した層の層間変形角の増大が顕著になるため，境界層付

近の主架構の塑性化に対して十分な注意が必要である。粘性ダンパーの量を多くすることで，コ

ストはかかってしまうが，履歴ダンパーを設置する場合と比べてエネルギー吸収効率を低下させ

ることなく，応答の偏りを防止することができることを 2.3.2節で確認している。応答加速度着目

すると，併用制振建物では HD30 ほど応答加速度は増大せず，境界層が下層のモデルほど上層の

応答加速度が小さいことが確認できる。層せん断力に着目すると，併用制振建物は HD30 および

VD30よりも層せん断力が小さい。ダンパーによるエネルギー吸収量に着目すると，HD30では下

層のダンパーが集中的に吸収し上層ではダンパーがエネルギーを吸収していないことが分かる。

併用制振建物では，HD30 で見られたような上層のダンパーがエネルギーを吸収しない傾向が改
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善され，中層から上層で粘性ダンパーがエネルギーを吸収し，下層の負担を減少させている。実

効変形比に着目すると，HD30の上層で極端に小さくダンパー効率が悪いことが確認できる。併用

配置にすることで，粘性ダンパー設置層である中・上層において実効変形比は改善されている。

等価繰返し数に着目すると，HD30は中・上層でほぼ 0であるが，併用制振建物の粘性ダンパー設

置層では，概ね 4.0を超えている 
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図2B.2 高さ方向分布（αdy1 = 0.015，HD30 とVD30両者のWd /Eが等しい） 
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付録2C 粘性ダンパー量と応答の関係（高さ方向分布） 

2.3.2 節では，HD30 と VD30 両者の Wd /E が等しいという条件を考慮せず，履歴ダンパーの量

は設定値（α dy1 = 0.025）とし，粘性ダンパーの量は設定値の粘性係数Cdiおよび直列結合するバネ

剛性Kdiを各層一律に 0.5 ～ 3.0 倍に変化させたときの応答結果を示した。本節では，各ダンパー

量における高さ方向分布の比較を示す。高さ方向分布を図 2C.1～2C.4 に示す。 

VD30において，粘性ダンパー量の増加に伴い層間変形角，応答加速度，層せん断力が低下して

いることが確認できる。また，粘性ダンパー量の増加に伴い実効変形比は低下するが，ダンパー

によるエネルギー吸収量は全層で増加している。HD25，HD20 およびHD15 において，粘性ダン

パー量が増加しても層間変形角，応答加速度，層せん断力の低下は小さい。HD10およびHD05に

おいて，粘性ダンパー量の増加に伴い層間変形角，層せん断力の低下が確認できる。特にHD05で

は，全層で層間変形角，層せん断力が低下している。粘性ダンパー量の増加に伴い実効変形比は

低下するが，ダンパーによるエネルギー吸収量は増加している。さらに，中・上層の粘性ダンパ

ーによるエネルギー吸収量が履歴ダンパーによるエネルギー吸収量を上回ることが確認できる。 

 粘性ダンパーによる最大値応答の低下および上層の粘性ダンパーが多くのエネルギーを吸収す

るためには，境界層の位置が重要であると考えられる。 
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第 3章 

静的解析に基づく簡易モデル作成手法 

 

3.1 はじめに 

応答予測手法や応答予測手法の過程で得られる指標に基づく制振性能評価法を展開する上で簡

易モデルを必要とするが，併用制振建物に対する簡易モデルの作成手法に関する研究は無く，特

にエネルギーなどの累積値を評価した研究は無い。併用制振建物に対しても既往の簡易モデルを

そのまま用いる場合や，精度は高いが計算負荷も高い骨組モデルを用いているのが現状である。

しかし，併用制振建物に対して既往の簡易モデルを適用した場合，骨組モデルによる時刻歴応答

解析結果（ダンパーによるエネルギー吸収量）を再現できないことが指摘されている 1)。 

これらの問題点を踏まえ，本論文は併用制振建物に対して有用な簡易モデル（以後，本モデル

と称す。）の作成手法を示す。本論文で提案する簡易モデルの作成手法は，笠井・岩崎 2)により 1

層構造について提案され，石井・笠井 3)により多層構造について提案された「骨組特性値」を用い

た手法（以後，既往手法と称す。既往手法を用いて作成したモデルを既往モデルと称す。）を，併

用制振建物に適用できるよう改良するものである。なお，筆者らが簡易モデルに重要性を置く理

由は，柱・梁・制振ダンパーなどの膨大な部材からなる骨組モデルが質点系のように少数な特性

値に縮約されるだけではなく，得られた特性値が制振性能を可視化し，同一尺度で定量的に評価

できるからである。 

本論文での用語の定義・表現を以下に列記する。 

・ i層の諸元には，左添え字 iを付ける。 

・ 簡易モデル（バネ系）の諸元には，右添え字 sを付ける。 

・ ダンパー部の諸元には，右添え字 d を付ける。また，斜め軸方向に配置するブレースタイプ

の諸元は，水平方向の換算値として示す。 

 

3.2 既往手法の問題点の抽出 

本節では，地上 30 層の超高層鋼構造建物を用い，応答結果から既往モデルの問題点を確認し，

原因がどこにあるか応答結果を用いて分析する。 

3.2.1 既往手法の概要 2),3) 

図 3.2.1に示すように，既往モデル（図 3.2.1(b)）は，擬似フレーム（Pseudo-frame），擬似ブレー

ス（Pseudo-brace）および擬似ダンパー（Pseudo-damper）から構成される。擬似ブレースと擬似ダ

ンパーは直列結合される。各諸元の設定手順について，図3.2.2を用いて詳しく述べる。図3.2.2(a)

に併用制振建物のモデル図を示し，図 3.2.2(b)および図 3.2.2(c)に既往手法である状態 N 解析およ
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びR解析の概念図を示し，図 3.2.2(d)および図 3.2.2(e)に本手法である状態pN解析およびpR解析

の概念図（3.4節，後述）を示す。 

擬似フレーム剛性 iKfsおよび骨組特性値 iα Nは，主架構のみの弾性骨組モデル（図3.2.2（b）：状

態N (No-damper)）を用い，擬似ブレース剛性 iKbsは主架構の制振ダンパー設置位置に剛性が極端

に高い（ダンパー部の変形が限りなく0）弾性バネを挿入したモデル（図 3.2.2（c）：状態R (Rigid-

damper) ）を用い，2ケースの静的弾性解析結果から得られ，式 (3- 1 ) によって算出される。なお，

本論文では文献 11)に倣い，静的解析時の荷重はAi分布に基づくものとする。 

��⬚ � � ��⬚ �� ��⬚ ��  , 	�⬚ 
� � ��⬚ � ⋅ 	�⬚ �
  , 	�⬚ �
 � ��⬚ �
 ��⬚ 
�       ( 3-1a , b , c ) 

ここで，iKdR：ダンパー設置箇所の架構剛性，iδd：ダンパー設置箇所の相対変形の水平成分，iδ：

架構の層間変形，iFd：ダンパー設置箇所の弾性バネが負担する軸力の水平成分，右下の添え字 N

およびRは状態Nおよび状態Rの計算値であることを示す。 

これらの特性値を用いて擬似フレーム，擬似ブレース，擬似付加系の諸元を設定する。各層の

ダンパーの骨組特性値，擬似ブレース剛性および擬似ダンパー部の諸元の設定を以下に示す。ま

た，簡易モデルと骨組モデルの対応関係についても以下に示す。 

◆主架構： 

・擬似フレーム剛性 iKfs = iKN          (3-2) 

・対応関係 iFs = iF , iδs = iδ     (3-3a,b) 

◆履歴ダンパー設置層： 

・骨組特性値 iα N ，擬似ブレース剛性 iKbs = iα N iKdR          (3-4) 

・諸元 iKd1s = (iαN)2
iKd1 , iKd2s = (iαN)2

iKd2 , iFdys = iαN iFdy    (3-5a,b,c) 

ここで，iFdy：履歴ダンパーの降伏せん断力 

・対応関係 iFds = iαN iFd , iδds = iδd /iαN      (3-6a,b) 

◆粘性ダンパー設置層： 

・骨組特性値 iα N ，擬似ブレース剛性 iKbs = iα N iKdR         (3-7) 

・諸元 iCds = (iαN)2
iCd , iKds = (iαN)2

iKd      (3-8a,b) 

・対応関係 iFds = iαN iFd , iδds = iδd /iαNi      (3-9a,b) 

 
図3.2.1 部材モデルとせん断モデルの対応 

(b) せん断モデル 

擬似ブレース 
iKds，iCds 

擬似フレーム iKfs 

擬似ダンパー 

iFds，iδ ds iFbs，iδ bs 

iKbs 

iFd，iδd 

(a) 骨組みモデル 

i F，iδ i Fs，iδs 

ダンパー 

梁 
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55 

 

α Nは層間変形に対するダンパー変形の水平成分（以後，実効変形比と称す。）の上限値 2)を示し，

Kbsは簡易モデルにおけるダンパー設置箇所の架構剛性 3)を示す。擬似ブレースと擬似ダンパーを

直列結合した要素に正弦波変形を与えた時の擬似ダンパー部の履歴曲線を図 3.2.3 に示す。図

3.2.3(a)より，粘性ダンパー（VD）は α N が小さくなると粘性ダンパーの負担荷重にロスが生じ，

履歴曲線の高さが小さくなる。また，擬似ブレース剛性が高くなると粘性ダンパーの変形のロス

が小さくなり，履歴曲線の幅は大きくなる。図 3.2.3(b)より，履歴ダンパー（HD）も同様の傾向を

示す。骨組特性値α Nおよび擬似ブレース剛性 Kbsが高いほど履歴曲線を囲む面積は大きくなり，

高い制振効果を得られる。 

 

 

(a) 併用制振建物 

Viscous (VD) 

Hysteretic (HD) 

i-1 FdpN = 0 

i-1δdpN 

図3.2.2  (a)併用制振建物の概要,(b)状態N,(c)状態R,(d)状態pN,(e)状態pR 

(c)状態R 
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図3.2.3 ダンパー部の履歴曲線 
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3.2.2 検討用建物の概要，入力地震動の概要および応答解析結果 

検討対象建物は，2 章と同様，図 3.2.4 に示す地上 30 階の超高層鋼構造建物であり，解析は X

方向のみを対象とする。主架構の弾性 1次固有周期Tf 1は 4.46 sである。なお，主架構は弾性状態

を保つものとし，構造減衰は架構のTf 1に対して 2 %となる剛性比例型とする。 

 

ダンパーの配置はY2およびY3通りに連層配置とする（ 図 3.2.4

（b））。本論文では，上下層間で位相差が極端に大きくなる，ブレ

ース型の履歴ダンパーと粘性ダンパーを連層配置した場合を想定

する。近年，ダンパー効率を上げるために様々なダンパー配置計画

がなされていることを鑑み，履歴ダンパーを全層に配置したモデル

HD30，粘性ダンパーを全層に配置したモデル VD30，下層に履歴

ダンパー・上層に粘性ダンパーを配置し境界層を 25層，20層，15

層，10層，5層としたモデル 5種（それぞれHD25，HD20，HD15，

HD10，HD05），下層に粘性ダンパー・上層に履歴ダンパーを配置

し境界層を25層，20層，15層，10層，5層としたモデル 5種（そ

れぞれVD25，VD20，VD15，VD10，VD05），履歴ダンパーと粘性

ダンパーを 3 層毎に交互に配置したモデルAD の計 13 種の様々な

パターンの配置を用いる（ 図 3.2.4(c)）。併用制振建物の各層のダンパーは，HD30で決めたダンパ

ーの各階の降伏せん断力と VD30 で決めた各階のダンパーの粘性係数をその階の値として，併用

制振建物に適用する。履歴ダンパーには，LY225 材からなる座屈拘束ブレースを用い，第 1 層の

降伏せん断力係数 1α dy = 0.025 を採用する。また，HD30 による各層の履歴ダンパーの降伏せん断

力 iFdyは，図3.2.4（d）に示すように，第 1層のダンパー降伏せん断力 1Fdyを基準とし，Ai分布に

基づく設計用層せん断力分布をもとに 5 層ごとの 6 段階とした。粘性ダンパーは，線形粘性ダッ

シュポットと弾性バネを直列結合したモデルを用いる。各層の弾性バネ剛性 iKdと粘性係数 iCdと

の関係は長周期建物用ダンパーとして iKd = 4.5iCdとする。第 1 層の線形粘性ダッシュポットの粘

性係数 1Cdは，後述するART HACHI入力時によるHD30およびVD30の入力エネルギーEに対す

3 章で扱うモデル 

本論文で評価対象とする併用制振建物 適用範囲拡大のための追加建物 

図3.2.4 対象制振建物の伏図，軸組図，ダンパー配置図 
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るダンパーによるエネルギー吸収量 iwdの総和の比Σiwd / Eが等しくなるように設定する。なお，1

層の付加粘性減衰定数 1hd = 1Cd ωf 1 / (2 1Kf ) = 5.0%である。また，VD30 による各層の粘性ダンパー

の粘性係数 iCdは，図 3.2.4（d）に示すように，第 1 層の粘性係数 1Cdを基準とし，Ai 分布に基づ

く設計用層せん断力分布をもとに 5層ごとの 6段階とした。 

検討用入力地震動は，速度応答スペクトルを SV = 0.8 m/s（h = 5 %）とした模擬波 3波および最大

速度を0.5 m/sに基準化した観測波2波の計5波を用いる。模擬波の位相特性はHACHINOHE 1968 

EW（以降ART HACHI），JMA KOBE 1995 NS（以降ART KOBE），TOMAKOMAI 2003 NS（以降

ART TOMA）を採用する。観測波は， EL CENTRO 1940 NS波（以降EL CENTRO），JMA KOBE 

1995 NS 波（以降 JMA KOBE）を採用する。図 3.2.5 に加速度時刻歴波形，図 3.2.6 に擬似速度応

答スペクトルpSV（h = 5 %）およびエネルギースペクトルVE（h = 10 %）を示す。 
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図3.2.5 入力地震動の加速度時刻歴波形 



 

 

58 

 

 

図 3.2.7 に HD15 の ART HACHI 波による各階の最大層間変形角 iR，各階の最大層せん断力 iQ

およびダンパーによるエネルギー吸収量 iwdを示す。最大層間変形角（図3.2.7(a)）および最大層せ

ん断力（図 3.2.7(b)）に着目すると，既往モデル（Previous）は骨組モデル（Member）を概ね再現

できているが，ダンパーによるエネルギー吸収量（図3.2.7(c)）は境界層付近で骨組モデルを再現

できていない。粘性ダンパー部分の iwdは骨組モデルと比べて既往モデルが大きく，履歴ダンパー

部分の iwdは骨組モデルと比べて既往モデルが小さいことが確認できる。以上の傾向は，他のダン

パー配置においても同様であった。 

以降の分析結果は，紙幅の都合上HD15のART HACHI 波による応答結果のみ示す。 

 

 

 

 

 

図3.2.6 入力地震動のスペクトル 
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3.2.3 問題点の原因分析 

前節で示した，既往モデルが骨組モデルのダンパーによるエネルギー吸収量を再現できないと

いう問題点を，まずダンパー部の履歴曲線から分析する。既往モデルと骨組モデルにおけるエネ

ルギー吸収量の乖離が大きいHD15 の 16 層および 15 層（粘性ダンパーと履歴ダンパーとの境界

層）に設置したダンパー部の履歴曲線を図 3.2.8に示す。なお，時間軸は単位時間あたりのダンパ

ーによるエネルギー吸収量が大きい部分を含む 19～28 sとする。 

 

まず，粘性ダンパーを設置した 16 層について示す（図 3.2.8(a)）。履歴曲線の高さ（最大荷重）

に着目すると，既往モデル（Previous）は骨組モデル（Member）を再現できていないことが確認で

きる。これは 2.2 節で示したように，α Nが過大評価されていると考えられる。履歴曲線の幅（最

大変位）についても，既往モデルは骨組モデルを再現できていないことが確認でき，Kbsが過小評

価されていると考えられる。(3-7)式より，α Nが小さくなるとKbs (=α N iKdR)も小さくなるため，総

じてα Nが適切に評価されていないと考えられる。 

次に，履歴ダンパーを設置した 15 層について示す（図 3.2.8(b)）。履歴曲線の高さ（最大荷重）

に着目すると，既往モデルは骨組モデルを再現できていることが確認できる。これはα Nが適切に

評価できていると考えられる。一方，履歴曲線の幅（最大変位）に着目すると，既往モデルは履歴

ダンパーの変形のロスが大きく，骨組モデルを再現できていないことが確認できる。これは 2.2節

で示したように，Kbsが過小評価されていると考えられる。 

適切に評価されていないと考えられる，粘性ダンパー設置層のα Nについて示す。先述した通り

α N は実効変形比の上限値であることから，粘性ダンパー設置層の実効変形比の上限値がα N と一

致するか確認する。HD15による粘性ダンパーの量を 0とし，履歴ダンパーのみを部分的に配置し

た状態の実効変形比（Effective deformation ratio）αeの高さ方向分布を図3.2.9に示す。全層にダン

パーを設置していない主架構モデル（Frame）の見かけの実効変形比（ダンパー非設置層の見かけ

のダンパー変形の水平成分の最大値／層間変形の最大値）も重ねて示す。なお，HD15および主架

構モデルによるダンパー非設置層の見かけのダンパー変形は，ダンパー剛性を限りなく 0 とした

見かけの弾性バネの変形から算出する。図 3.2.9 から，HD15 において粘性ダンパーを設置するこ

とを想定している，ダンパー非設置層（16～30層）の実効変形比は，主架構モデルの実効変形比

よりも小さくなっている。履歴ダンパー設置層においては，付加剛性に伴い曲げ変形が誘発され

実効変形比が減少している。以上のことから，履歴ダンパーを高さ方向に部分的に配置すると，
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主架構の実効変形比と比べてダンパー非設置層の実効変形比が減少することがわかる。つまり，

併用制振建物による，粘性ダンパー設置層の実効変形比の上限値が減少することとなり，α Nを改

良する必要がある。 

 

次に，履歴ダンパー設置層のKbsについて示す。先述した通りKbsはダンパー設置箇所の架構剛

性であることから，履歴ダンパーおよび粘性ダンパー設置層における曲げ変形の性状を確認する。

図 3.2.10にHD30，HD15による層間変形 iδ，ダンパーの水平変形 iδd，曲げ変形 iδm (=iδ − iδd) ，ダ

ンパーの負担せん断力 iFdの時刻歴波形を示す。代表して 15層（履歴ダンパー設置層）および16

層（粘性ダンパー設置層）を示す。ただし，iδ，iδdおよび iδmは各層の層間変形の最大値 iδ (max)で

基準化し，iFdは最大値 iFd (max)で基準化したものを示す。 

図 3.2.10(a)に示す全層に履歴ダンパーを設置した HD30 において，ダンパー変形が最大時に，

15 層および 16 層ともにダンパー荷重が最大を示していることが確認できる。また，曲げ変形は

ダンパーの負担せん断力と概ね同位相である。架構が変形することでダンパーがせん断力を負担

し，その反力により柱の負担軸力（柱の軸伸縮）が誘発され，層間変形に対する全体曲げ変形の

割合が大きくなる 4)。一方，図 3.2.10(b)に示すHD15において，ダンパー変形が最大時に，履歴ダ

ンパーが負担するせん断力は最大を示すが，ダンパー荷重が速度に比例する粘性ダンパーでは，

ダンパー変形が最大時に負担せん断力はほぼ 0を示していることが確認できる。また，HD15にお

ける 15 層の曲げ変形はHD30 と概ね同位相であるが，曲げ変形の振幅はHD30 と比べて小さい。

図 3.2.11 に示す層間変形の最大値に対する曲げ変形の最大値（曲げ変形比）の高さ方向分布から

も確認できる。履歴ダンパーが負担するせん断力と粘性ダンパーが負担するせん断力との間に位

相差が生じ，HD15 による境界層付近（10～15 層）の曲げ変形比が HD30 と比べて減少し曲げ剛

性が高くなっている。つまり，併用制振建物による履歴ダンパー設置箇所の架構剛性Kbsを改良す

る必要がある。 
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3.3 問題点に対する改良方法の提案 

既往の手法 2), 3)は，状態N・Rを満たす骨組モデルの剛性マトリクスと簡易モデルの剛性マトリ

クスが対応するよう各諸元（Kf，αN，KdR，Kbs）を導出している。併用制振建物にも対応できる各

諸元を数式により厳密に導出することはできないため，本論文は，状態 N・R 解析から得られる

指標を補正する手法を提案する。本手法について，図3.2.2を用いて述べる。 

既往手法である状態N解析（図 3.2.2(b)）および状態R解析（図 3.2.2(c)）に加え，図 3.2.2(d)お

よび図 3.2.2(e)示す 2 ケースの静的解析（状態 pN・pR解析）を追加で行い，各種の骨組特性値を

計算し，これらの特性値を用いて既往の特性値を補正する。前節で示した問題点 2 つを改良する

状態 pNおよび状態 pRの概要について以下に示す。 

まず，問題点①（履歴ダンパーを高さ方向に部分的に配置するとダンパー非設置層の実効変形

比が減少すること）の影響を考慮する方法については，既往モデルの粘性ダンパー設置層の骨組

特性値 iα N を状態 pN から得られる特性値を用いて補正することで上記の影響を考慮する。状態

pN（図3.2.2 (d) , partial-No-damper ）は，履歴ダンパー設置層のみに，弾性バネを挿入したモデルの

各層に Ai 分布などの外力を作用させるものであり，i 層の粘性ダンパー設置層による骨組特性値

の補正値 iα pNは式(3-10)から求められる。なお，弾性バネの剛性は使用する履歴ダンパーの初期剛

性とする。 

��⬚ ��(	�) � ��⬚ ��� ��⬚ ���       (3-10) 

ここで，右下の添え字 pNは状態 pNの計算値であることを示し，( Kd )は履歴ダンパーの初期剛性

Kdによって変化する値であることを意味する（付録 3A）。iα pNは履歴ダンパーの量および設置層

数に依存するものである（4.1節，付録3A に示す）。 

次に，問題点②（履歴ダンパーが負担するせん断力と粘性ダンパーが負担するせん断力との間

に位相差が生じることから，全層に履歴ダンパーを設置したときに比べて併用制振建物における

履歴ダンパー設置箇所の架構剛性が増加すること）の影響を考慮する方法については，既往モデ

ルの履歴ダンパー設置箇所の架構剛性 iKdR を状態 pR から得られる特性値を用いて補正すること

で上記の影響を考慮する。状態 pR（ 図3.2.2(e)，partial-Rigid-damper）は，粘性ダンパー設置層の

ダンパーを外し，履歴ダンパー設置層のみに剛性が極端に高い弾性バネを挿入したモデルに，Ai

分布などの外力を作用させるものであり，i 層の履歴ダンパー設置箇所の架構剛性の補正値 iKdpR

は式(3-11)から求められる。 

	�⬚ ��
 � ��⬚ ��
 ��⬚ �
�       (3-11) 

ここで，右下の添え字 pRは，状態 pRの計算値であることを示す。iKdpRはダンパー量に依存せず，

粘性ダンパー設置層数に依存する。 

図 3.3.1に骨組モデルから簡易モデルへの変換手続きを示す。各種（状態N，R，pN，pR）の静

的弾性解析を行うことから特性値を計算し，これらの特性値を用いて擬似フレーム，擬似ブレー

ス，擬似付加系の諸元を設定する。各層のダンパーの骨組特性値，擬似ブレース剛性および擬似

ダンパー部の諸元の設定を以下に示す。また，簡易モデルと骨組モデルの対応関係についても以

下に示す。 

◆主架構： 

・擬似フレーム剛性 iKfs = iKN        (3-12) 
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・対応関係 iFs = iF , iδs = iδ                (3-13a,b) 

◆履歴ダンパー設置層： 

・骨組特性値 iα N ，擬似ブレース剛性 iKbs = iα N iKdpR         (3-14) 

・諸元 iKd1s = (iαN)2
iKd1 , iKd2s = (iαN)2

iKd2 , iFdys = iαN iFdy   (3-15a,b,c) 

・対応関係 iFds = iαN iFd , iδds = iδd /iαN     (3-16a,b) 

◆粘性ダンパー設置層： 

・骨組特性値 iα pN ，擬似ブレース剛性 iKbs = iα pN iKdR        (3-17) 

・諸元 iCds = (iαpN)2
iCd , iKds = (iαpN)2

iKd     (3-18a,b) 

・対応関係 iFds = iαpN iFd , iδds = iδd /iαpNi      (3-19a,b) 

 

 

 

【変換手続き】 

図3.3.1 骨組モデルから簡易モデルへの変換手続き 

擬似フレーム: Kfs 
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3.4 提案手法の適用と精度検証 

3.4.1  iαpNおよび iK bsの性状 

ダンパー配置を変えた計 13 種のモデルによる iαpNおよび iKbsの高さ方向分布を図 3.4.1 に示す。

なお，iKbsは iKfsで基準化したものを示す。iαpNの算出には，1α dy = 0.025 の時の初期剛性に相当す

る弾性バネを設置する。履歴ダンパー設置層の iαpNは補正を行わないため iαNを示す。図 3.4.1(a)

から，併用制振建物による粘性ダンパー設置層の iαpNはHD30の iαNよりも小さな値を示すことが

確認できる。つまり，状態pN は，粘性ダンパー設置層による実効変形比の上限値を減少する（問

題点①）効果を持つことが確認できる。また，併用制振建物による粘性ダンパー設置層の iαpN は

履歴ダンパー設置層が多いほど低下することが確認できる。これは，2.3節で示したように，履歴

ダンパーがせん断力を負担することで，層間変形に対する全体曲げ変形の割合が大きくなり，履

歴ダンパー量が多いほど，また集中的に連層配置した場合に顕著となるためである 4)。履歴ダンパ

ー量が多いほど，iαpNが減少することについては付録3A で確認している。 

図 3.4.1(b)から，併用制振建物による履歴ダンパー設置層の iKbsは，全層に同一種類のダンパー

を配置したときと比べて増加することが確認できる。特に境界層で突出している。状態pRは履歴

ダンパー設置箇所の架構剛性を増加する（問題点②）効果を持つ。 
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3.4.2 時刻歴解析による精度検証 

骨組モデルの応答（Member）を精算値として提案手法の精度検証を行う。図 3.4.2，図 3.4.3 に

ART HACHI 波による各階の最大層間変形角 iR およびダンパーによるエネルギー吸収量 iwd を示

す。また，状態N および状態R のみを用いたモデルの応答（既往モデル：Previous），状態 pN お

よび状態pRを用いたモデルの応答（本モデル：Proposed）を重ねて示す。図 3.4.2の層間変形角 iR

に着目すると，ダンパー配置を変えた13種いずれにおいても，本モデルおよび既往モデルとの間

に大きな差は見られない。中間層から上層にかけて本モデルは骨組モデルに対して安全側の評価

を得ているが，他の地震波では危険側の評価を得る場合も確認できている。本モデルの応答は骨

組モデルの応答と概ね一致していることから，設計段階のパラメトリックスタディに対して十分

有効である。 
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図 3.4.3のダンパーによるエネルギー吸収量 iwdに着目すると，ダンパー配置の異なる 13種のモ

デルいずれにおいても，既往モデルは境界層付近で骨組モデルを再現できていない。一方，本モ

デルは境界層付近の iwdが改善され，骨組モデルの iwdを精度良く再現している。この原因を分析

するために，図 3.4.4 にHD15 およびVD15 による15層および 16層（履歴ダンパーと粘性ダンパ

ーとの境界層）のダンパー荷重および変形の時刻歴波形を示す。入力地震動は ART HACHI であ

る。HD15およびVD15において，いずれも既往モデルは骨組モデルの最大荷重および位相を再現

していないが，本モデルは骨組モデルの振幅および位相を精度良く再現している。ダンパー荷重

による最大値の再現性から，iα Nおよび iα pNが適切に評価されているといえる。ダンパー変形によ

る最大値の再現性から，iKdR および iKdpRが適切に評価されているといえる。図3.4.5に示すダンパ

ーの履歴曲線からも，既往モデルと比べて提案モデルの再現性が高いことが確認できる。 

応答加速度および層せん断力においても本モデルの応答は骨組モデルの応答と概ね一致してい

る（図 3.4.6，図 3.4.7）。 
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図3.4.4 ダンパー荷重とダンパー変位の時刻歴波形(ART HACHI) 
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次に，JMA KOBE 入力時の骨組モデルと簡易モデルの応答の比較を図 3.4.8，図 3.4.9 に示す。

代表してHD15，VD15およびADについて示す。層間変形角Rに着目すると，いずれも高次モー

ドの影響を受け，上層で大きな層間変形が生じており，本モデルおよび既往モデルともに精度は

確保できていない。ダンパーによるエネルギー吸収量 iwdに着目すると，本モデルは骨組モデルの

分布形状を概ね再現しているが，ART HACHI 入力時と比べると精度は劣る。 

図3.4.10にダンパー配置13種かつ入力地震動5波の全てのケースおける各層の骨組モデルと本

モデルの応答比較を示す。層間変形角Rは，前述したように JMA KOBEでばらつきが大きく，精
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図3.4.7 層せん断力Q（α dy1 = 0.025，ART HACHI） 
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度が劣るが，他の位相特性では概ね誤差±15 % 以内に収まることが確認できる。ダンパーによる

エネルギー吸収量 wd は，概ね±15 % 以内に収まり精度は良好である。履歴ダンパーの降伏せん

断力係数 1α dy =0.005，0.015，0.035についても同様の結果を得られていることを付録3Cで確認し

ている。また，付録 3Dに示すように，地上 8階の中低層鋼構造建物に対しても本モデルの有用性

を確認している。 
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図3.4.8 最大応答の比較 (JMA KOBE) 
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3.5 まとめ 

骨組特性値を用いた簡易モデルの作成手法を拡張し，履歴ダンパーと粘性ダンパーを直列連層

配置した建物（併用制振建物）に対して有用な簡易モデルの作成手法を示した。精度検証には，

履歴ダンパーおよび粘性ダンパーをブレース型に設置した地上 30 階の超高層鋼構造建物を用い

た。以下に得られた知見を示す。 

1) 既往手法は，問題点①：粘性ダンパー設置層の実効変形比（ダンパー変形の水平成分の最大

値／層間変形の最大値）の上限値が減少する。問題点②：履歴ダンパーの負担せん断力と粘

性ダンパーの負担せん断力との間に位相差が生じるため，併用制振建物の全体曲げ変形が緩

和される。を考慮できない。 

2) 1)の問題点を改善するために，既往手法（状態N・R解析）に，状態 pN 解析および状態pR

解析を加える手法を提案した。状態 pN は，粘性ダンパー設置層による実効変形比の上限値

を減少する（問題点①）効果があり，状態 pR は履歴ダンパー設置箇所の架構剛性を増加す

る（問題点②）効果がある。 

3) 提案する簡易モデルは，限定された例題建物による検証であるが，様々なダンパー配置，ダ

ンパー量および地震波に対して，骨組モデルの応答を精度良く再現できる。 

本モデルは，ダンパーの変形が最大時に粘性ダンパーの負担荷重が小さい場合に適用されるも

のである。したがって，大きく傾いた楕円の履歴曲線を示す粘性系のダンパーに対しての適用可

能かどうかの検証は今後の課題とする。 

 

 

 

 

図3.4.10 部材モデルと本モデルの応答比較 
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付録3A αPNとダンパー剛性の関係 

図 3A.1 に，HD15 における弾性バネの剛性を変化させたときの iα pNを示す。弾性バネは 1α dy = 

0.005,0.015,0.025,0.1,2.5 の初期剛性とする。図 3A.1 から，弾性バネの剛性の増加に伴い，各層の

iα pN は減少することが確認できる。また，各層の iα pN は弾性バネ剛性が一定値を超えると頭打ち

を示すことも確認できる。 

なお，ダンパー量α dy1とダンパー軸剛性	��との関係について示す。	��は弾性部と塑性化部との

等価断面におけるヤング係数Eeqと塑性化部面積Adを用いて，次式で算出できる。 

	�� � ���⋅��
�� � ���⋅��

��⋅��� ��� � �� !，"� �
#��$⋅��
��� ��� � (3A-1a,b) 

ここで，Ldは部材長さ，σdy：塑性化部のダンパーの降伏応力度，Mg：建物総重量である。式(3A-

1）より	��とα dy1との間には比例関係がある。この関係を利用し，検証時には，各ケースにおいて

ブレースの断面を変更するのではなく，静的解析上の「解析条件」でブレースの軸断面積に倍数

を掛ける方法を採った。 

 

 

付録3B 実効変形比の下限値の算出と精度検証 

簡易モデルから得られる実効変形比 iαesは，層間変形 iδsがダンパー変形の水平成分 iδdsと擬似

ブレース変形の水平成分 iδbsとの和である関係から，履歴ダンパー設置層では履歴ダンパーが弾

性時，粘性ダンパー設置層（線形粘性）では，円振動数ω の定常振動時と仮定したとき，次式よ

り算出できる 5),6)。式(3B-1)および式(3B-2)から算出した iαNおよび iαpNが実効変形比の上限値を示

し，iKbsが高いほどダンパー量の増加に伴う実効変形比の減少が小さいことがわかる。 

・履歴ダンパー設置層（弾性時）： 

��⬚ %� � &'⬚ �
&'⬚
� #'⬚ (⋅ &'⬚ �)

&'⬚ �)* &'⬚ +)
� #'⬚ (

!*( ,'⬚ �$) ,'⬚ +),./� )， 	�⬚ �!� � ��⬚ �0 ⋅ 	�⬚ �!    (3B-1a,b) 

・粘性ダンパー設置層（線形粘性時）： 

��⬚ %� � &'⬚ �
&'⬚
� #'⬚ .(⋅ &'⬚ �)

&'⬚ )
� #'⬚ .(

1!*( 2'⬚ �)⋅3 ,'⬚ +)∗� )5
， 
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No-damper 

Elastic- spring 



 

73 

6�⬚ �� � ��⬚ 7�0 ⋅ 6�⬚ �， 	�⬚ �� � ��⬚ 7�0 ⋅ 	�⬚ �， 	�⬚ 
�∗ � ,'⬚ +),/⋅ ,'⬚ �)
,'⬚ +),/* ,'⬚ �)

 (3B-2a,b,c,d) 

ここで，ω は主架構の 1次固有円振動数とする。 

図 3B.1に式(3B-1)および式(3B-2)から算出した iαes (理論値)と骨組モデルの応答結果 iαeの高さ方

向分布の比較を示す。また，状態Nおよび状態Rのみを用いたモデルの iαes (既往モデル：

Previous) ，状態pNおよび状態 pRを用いたモデルの iαes (本モデル：Proposed)を重ねて示す。検

討モデルはHD15とし，履歴ダンパーを弾性とする。検討用入力地震動はART HACHIである。

本モデルから得られた iαes (Proposed)は，時刻歴解析結果から得られた iαe (Response)を精度良く

再現していることが確認できる。以上のことから，各種の骨組特性値を適切に評価できているこ

とが確認できる。 

 

 

 

 

付録3C 履歴ダンパーのダンパー量を変えた場合の精度検証結果 

履歴ダンパーのダンパー量のみ 1αdy=0.005，0.015および 0.035に変えた場合について，精度検

証結果を示す。HD15によるART HACHI 入力時の骨組モデルと簡易モデルの応答分布の比較を

図 3C.1に示す。1αdy=0.005において，既往モデルと本モデルとの間に大きな差は見られず，簡易

モデルは骨組モデルの応答を精度良く再現している。0.015および0.035において，本モデルは境

界層付近の iwdが改善され，骨組モデルの iwdを精度良く再現している。ダンパー量が大きいほど

既往モデルの再現性は低く，本モデルの有用性は高いと考える。 

ダンパー配置3 種（HD15，VD15，AD），ダンパー量 4種（1αdy=0.005～0.035），地震波 5波に

よる全てのケースの精度検証結果を図3C.2 に示す。層間変形角（図3C.2(a)）は JMAKobeで精

度誤差が大きいことが確認できるが，他の位相特性では概ね誤差±15 %以内に収まる。ダンパー

によるエネルギー吸収量（図 3C.2(b)）は，概ね±15 %以内に収まることが確認できる。 
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図3B.1 αes とαeの比較（HD15:弾性, ART HACHI） 
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付録3D 地上8階の中低層鋼構造建物での精度検証結果 

図 3D.1 に示す地上 8 階，高さ 33 m の中低層鋼構造建物 7)に対しても簡易モデル作成手法を適

用し，精度検証を行う。階高は 1階のみが 5 m，他の階は 4 mである。平面形状は基本スパンが長

辺方向（X方向）では中央部で 6 m，その他で 8 m，短辺方向（Y方向）では 8 mから構成された

32 m×46 mの矩形であり，各階同一とする。部材断面は，建物の 1次固有周期が0.049 H（≒1.62 

sec，H：建物高さ）となるように決定した。なお，部材断面は標準せん断力係数C0 = 0.2の設計用

地震力に対して許容応力度設計（設計用の建物 1次固有周期は 1.62 secとした）を満足する。架構

の弾性 1次固有周期Tf 1は1.54 sec（≒0.047 H ）である。検討対象建物の柱および梁の部材断面を

表 3.4.1に示す。解析はX方向を対象とし，剛床を仮定した立体部材モデルで行う。なお，主架構

は弾性状態を保つものとし，構造減衰は架構のTf 1に対して 2 %となる剛性比例型とする。ダンパ

ーの配置はY1 およびY5通りに連層配置とする（ 図 3D.1(b)）。併用制振建物は，下層に履歴ダン

パー・上層に粘性ダンパーを配置し境界層を 4層としたHD4，下層に粘性ダンパー・上層に履歴

ダンパーを配置し境界層を4 層としたVD4 の 2種の配置を用いる（ 図 3D.1(c)）。履歴ダンパーに

は，LY225 材からなる座屈拘束型ブレースを用い，第 1 層のダンパーの降伏せん断力係数 1 α dy= 

0.025を採用する。2～8層には，第 1層と等しいダンパーを使用する。粘性ダンパーは，線形粘性

ダッシュポットと弾性バネを直列結合したモデルを用いる。第 1 層のダッシュポットの粘性係数
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図3C.1 ダンパーによるエネルギー吸収量の比較（HD15 , ART HACHI） 

(a) 1αdy=0.005     (b) 1αdy=0.015     (c) 1αdy=0.035 

Proposed 
Previous 

Member 

0 10000 20000 30000 40000

0

10000

20000

30000

40000

Q [kN]

Q [kN]

ART HACHI ART KOBE ART TOMA EL CENTRO JMA KOBE 

0 0.004 0.008 0.012

0

0.004

0.008

0.012

R [rad]

R [rad]

本モデル +15% 

-15% 

+15% 
本モデル 本モデル 

0 1000 2000 3000 4000 5000

0

1000

2000

3000

4000

5000

wd [kN.m]

wd [kN.m]
+15% 

-15% 
-15% 

部材モデル 部材モデル 部材モデル 

(a)層間変形角 (b)層せん断力 (c) ダンパーによる 
   エネルギー吸収量 

図3C.2 部材モデルと本モデルの応答比較 



 

75 

に対する i 層のダッシュポットの粘性係数の比 Vαdyi (= Cdi/Cd1)は全層一律とした（図 3D.2）。第 1

層の粘性ダンパー（線形）による付加粘性減衰定数は 1hd =1Cd･ω f1/(2･1K f ) = 5%とする。粘性ダンパ

ーにおける直列結合するバネ剛性 iKdは，短周期建物用ダンパーとして iKd = 18iCdを採用する 1)。2

～8 層の履歴ダンパーおよび粘性ダンパーは第 1 層と等しいダンパーを使用する。ここに，18 

(1/sec) は内部剛性係数である。検討用入力地震動は，3.3 節と同様，模擬波 3波と観測波 2波を用

いる。 

各モデルの iαpNおよび iKbs / iKfの高さ方向分布を図 3D.3に示す。iαpNの算出には，1αdy = 0.025の

時の初期剛性に相当する弾性バネを設置する。図 3D.3 から，地上 30 階の超高層鋼構造建物と同

様の傾向を示すことが確認できる。 

 

 

ART HACHI，ART TOMA，ELCENRTO，JMA KOBE入力時のHD4およびVD4における部材

モデルとせん断モデルの応答分布の比較を図 3D.4 および図 3D.5 に示す。また，状態N および状

態 R のみを用いたモデルの応答（ 既往モデル ），状態 PN および状態 PR を用いたモデルの応答

（ 本モデル ）を重ねて示す。応答加速度，層間変形角および層せん断力の最大値は，HD4および

VD4両モデルにおいて，いずれの地震波でも既往モデルと本モデルに大きな差は見られず，せん

断モデルは部材モデルの応答を精度良く再現していることが確認できる。ダンパーによるエネル

ギー吸収量wdに着目すると，HD4 およびVD4 両モデルにおいて，いずれの地震波でも，既往モ

デルは境界層付近で部材モデルの wd を再現できていない。一方，本モデルは境界層付近の wd が

改善され，部材モデルのwdを精度良く再現している。中低層建物に対して本手法の有用性を確認

した。
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図3D.1 地上8 階建物の伏図，軸組図，ダンパー配置図 
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部材 本モデル 既往モデル 

図3D.4 高さ方向分布の比較（α dy1 = 0.025） 
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部材 本モデル 既往モデル 

図3D.5 高さ方向分布の比較（α dy1 = 0.025） 
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第 4章 

等価線形化法に基づく最大応答予測法 

 

4.1 はじめに 

ダンパー配置計画において，主架構の特性に応じてダンパーの種類・量を適切に配置すること

が重要であり，近年，高い耐震性能の確保，ダンパー効率の向上，コストバランスなどの観点か

らダンパーを部分的に配置した計画や，履歴ダンパーと粘性ダンパーを併用配置した計画がみら

れる 1)。設計者は，敷地条件・建物条件が異なる個々の建物に応じて試行錯誤的に特解を見つけて

いる。しかし，時刻歴応答解析のみに頼り過ぎると初期設定の見当違いにより発散に陥ることが

あり，安全性・居住性の向上まで見失ってしまう恐れがある 2)。このような状況を避けるために，

ダンパーと応答の関係を包括的に把握できる簡易な応答予測法を用いて概略設計を行い，その過

程で得られる指標から制振性能を評価することが必要である。 

本論文は，竹内ら 3)の等価線形化法に基づく応答予測法を適用する。竹内ら 3)は，速度応答スペ

クトル一定となる地震動を対象とし，地震層せん断力係数分布（Ai 分布）を利用して，1 質点系

で展開した応答評価法を拡張し多質点系における応答を直接評価する実務向けの予測法を提案し，

10層および15層建物の全層に弾塑性ダンパーおよび粘弾性ダンパーをそれぞれ配置したモデル，

弾塑性ダンパーおよび粘弾性ダンパーを高さ方向に部分配置したモデルに適用している。竹内ら

3)の応答予測法は，20 層および 50 層建物の全層に間柱型粘弾性ダンパーを配置したモデル 4)や，

弾塑性架構に支持されたラチスドーム 5)にも適用されている。本論文では，ダンパーを高さ方向に

部分配置した建物のダンパー非設置層に異なる種類のダンパーを設置したケースを対象とする点

が文献 3)と異なり（図 4.1.1），適用範囲の拡大につながる。 

 

図4.1.1 本章で対象とするモデル 

  

本章で対象とするモデル
（超高層建物+高さ方向に併用配置）
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4.2 等価線形化法による応答予測法の手順 

既往の応答予測法 3)の概要を以下に示す。なお，本論文では各層にダンパーを n 本設置したシ

ステムに拡張した算出式を示す。応答予測法のフローを図 4.2.1(a)に，システムの構成と履歴モデ

ルを図 4.2.1(b)に示す。本論文で扱うシステムは 3 章で示した等価せん断モデルであり，主架構，

ダンパーおよびブレースから構成される。ダンパーとブレースの直列系を合わせて「付加系」，主

架構と付加系の並列系を合わせて「システム」と称する。 

・ダンパー諸元は，骨組特性値を用いてバネ系に変換した諸元を用いる。 

・収斂計算回数 kの諸元には，右添え字 ( k )を付ける。 

 

 

Step0-1. 建物全体のMeq
(0) , Teq

(0)を算定 

Step0-2. 各層の層せん断力Qi
(0) , 層間変形δ i

(0)を算出 

Step2. 各層のKeqi 
(k)およびheqi 

(k)を算出 

Step3. 建物全体のheq
(k) , Meq

(k)およびTeq
(k)を算出 

Step6. 各層のQi
 (k)

 , δ i
 (k)を算出 

OK 

NG 

k = k+1 

(a)応答予測法のフロー 

Step4. heq
(k)の判定 : heq

(k) ≈ heq
(k-1) 

主架構 

制振構造 

Step1 , Step5. 履歴ダンパー設置層のµ 
ai

(k)を算出 

(b)システムの構成と履歴曲線 

図4.2.1 応答予測法の概要 

(b) 粘性ダンパー(VD) 
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(a) 履歴ダンパー(HD) 
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Q 

ダンパー ブレース 

n本 

主架構Kf 

Cd Kb 

付加系Ka 
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本章で示した予測法を用いるための仮定条件および適用範囲を以下に列挙する。 

① 主架構は弾性範囲内であること 

（レベル 2地震動に対して弾性限以内とする設計が増えているため） 

② 対象とする地震動は速度応答スペクトル一定領域を持ち，ダンパー設置前後の建物全体の等

価周期が速度応答スペクトル一定領域であること 

（設計でほぼ採用される告示波は上記に該当し，超高層建物の等価周期は速度応答スペクトル一

定領域に位置する。スペクトル形状が限定される予測法ではあるが，最大応答の特性を把握する

点において有効性が高い） 

③ 地震時の層せん断力分布がAi分布に基づく分布から大きく外れないこと 

（対象とする告示波の最大層せん断力分布は，ダンパーの種類および部分配置に対して比較的鈍

感 3), 4), 6)であり，Ai分布に基づく分布と対応が良い。文献 4)では高次モードを考慮した外力分布を

提案しているが，影響のある層が最上部である。最上部は最も応答が大きくなる低層部～中層部

と比べてダンパー計画において影響が小さいことから本論文では採用しない。） 

 

Step0-1. 建物全体のMeq
(0)，Teq

(0)を算定 

地上N層建物，各階質量mi，層剛性Kfiの主架構における等価 1質点系の等価質量Meq
(0)(=M f )お

よび等価周期Teq
(0)(=T f )を算定する。 

�������= �	
 = �∑ 
����� �������
∑ 
����� ������ = �∑ 
����� ∑ �� ���⁄���� ��

∑ 
����� �∑ �� ���⁄���� ��    (4-1) 

�������= �	
 = 2��∑ 
������
 !"#$%   = 2�&∑ '(# ∑ �����#)$% *"#$%    (4-2) 

ここで，Biは外力分布をAi 分布としたときの各層のせん断力Qi
(0)のベースシヤーQB

(0)に対する割

合（+#��� = ,#+����
），ui

(0)は i層の相対変位（-#��� = ∑ .#���#)$% = ∑ ,) /	)⁄#)$% ）を表す。 

 

Step0-2. 各層の層せん断力Qi
(0)，層間変形δ i

(0)を算出 

等価周期Teq
(0)と主架構のみの減衰定数hf ( = heq

(0)
 )に対応する擬似加速度応答スペクトル 

Spa (Teq
(0), hf )（= (2π /Teq

(0) )2・Sd (Teq
(0), hf )）を用いて，主架構のみのベースシヤーQB

(0)（= Spa(Teq
(0), hf )・

Mf）および各層の層間変形δi
(0)

 = Bi QB
(0)/Kfiを求める。 

 

Step1. 履歴ダンパー設置層のµ ai
(1)を算出 

主架構にダンパーを付加した制振構造において，付加系の変形δai
(1)を Step0-2.で求めたδi

(0)
 と仮

定すると，履歴ダンパー降伏時の付加系変形δayi を用いて履歴ダンパー設置層の付加系の塑性率

01#�%� = .1#�%� .12#3 = .#��� .12#3 が求まる。 

 

Step2. 各層のKeqi
(k)およびheqi

(k)を算出 

制振構造のシステムにおいて，各層の等価剛性Keqi
(k)および等価減衰定数heqi

(k)を次式より求める。

ダンパーは各層に n本設置する。 

・履歴ダンパー設置層： 
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/��#�4� = /	# + 6 �8�98��:�  , /1# = %% �;�<% �=�⁄⁄     (4-3a,b) 

ℎ��#�4� = ?@A�:B��
?� ℎ	 + C98��:�DE FG %<E�98��:�H%�

�98��:��I  , J = %%<6 �8� ���⁄    (4-4a,b) 

ここで，heqi
(k)は応答のランダム性を考慮するために，Newmark-Rosenbluethの「平均減衰法」の考

え方を適用する 7),8),。 

 

・粘性ダンパー設置層： 

/��#�4� = /	# + G K�%<K�� LM# N , O# = P;� Q�=�∗  , /S#∗ = %% �;�<% �=�⁄⁄    (4-5a,b,c) 

ℎ��#�4� = ?@A�:B��
?� ℎ	 + 0.8 ⋅ %C ⋅ 6⋅P;�⋅Q ���⁄%<�%<6⋅�=�∗ ���3 �K��   (4-6) 

ここで，ω は建物全体の固有円振動数を表し，本論文では主架構の弾性1 次固有円振動数とする。

heqi
(k)は応答のランダム性を考慮するために係数 0.8の低減係数を用いる 9)。 

 

Step3. 建物全体のheq
(k)，Meq

(k)およびTeq
(k)を算出 

建物全体（非比例減衰形）の等価減衰定数 heq
(k)はBiggs の略算 10) の考え方を適用し，次式の通

り，各層の等価減衰定数heqi
(k)を各層の弾性歪みエネルギーWei

(k) により重み付ける。 

ℎ���4� = ∑ X@A��:� ⋅Y@��:�����∑ Y@��:�����  , [�#�6� = ���⋅ !�:B����
C�@A��:�    (4-7a,b) 

また，heq
(k) は次式の通り履歴ダンパーによる等価減衰 hHD

(k) および粘性ダンパーによる減衰 hVD
(k)

で表現でき，各項の寄与分が把握できる。 

ℎ���4� = ∑ X@A��:� ⋅Y@��:�����∑ Y@��:����� = ?@A�:B��
?� ℎ	 + ∑ X@A��:� ⋅Y@��:�⬚]^ <∑ X@A��:� ⋅Y@��:�⬚_^∑ Y@��:����� = ?@A�:B��

?� ℎ	 + ℎ`a�4� + ℎba�4�
 (4-8) 

ℎ`a�4� = ∑ X@A��:� ⋅Y@��:�⬚]^∑ Y@��:�����  , ℎba�6� = ∑ X@A��:� ⋅Y@��:�⬚_^∑ Y@��:�����    (4-9a,b) 

ダンパー剛性を考慮した等価 1 質点系の等価質量 Meq
(k)および固有周期 Teq

(k)を次式より算出する。 

����4� = �∑ (#"#$% ∑ ,) /��)�4�⁄#)$% 
C ∑ (#"#$% �∑ ,) /��)�4�⁄#)$% 
C3    (4-10) 

����4� = 2�&∑ �(# ∑ ,) /��)�4�3#)$% �"#$%    (4-11) 

 

Step4. heq
(n)の判定 

収斂を必要とする履歴ダンパーについては，収斂計算 k 回目における建物全体の等価減衰 heq
(k) 

が(k-1)回目の 等価減衰 heq
(k-1)と概ね一致しているか判定する。概ね一致した場合Step6.より最大応

答を算出する。一致しない場合，k = k+1 とし Step5.で新たなµ ai
(k+1)を求め，一致するまで Step2~5.

を繰り返す。文献 3)では収斂計算の判定に各層のµ ai
(k)を用いているが，本論文では判定の簡易性

に重点を置き，建物に対して 1つ定まるheq
(k) を用いる。 

 



 

83 

Step5. 履歴ダンパー設置層のµ ai
 (k)を算出 

heq
(k)≠heq

(k-1)の場合，次式で新たなµ ai
(k)を求める。減衰効果係数Dh

(k)には笠井式 8)を用い，β は地

震波によって定まる係数を表し，基準となる初期減衰は hfとする。 

01#�4� = 01#��� ⋅ cX�4� ?@A�:�
?�    (4-12) 

cX�4� = &�1 + e ℎ	� �1 + e ℎ���4��⁄    (4-13) 

 

Step6. 各層のQi
 (k)，δ i

 (k)を算出 

速度応答スペクトル一定領域においてダンパー付加により低減された各層のせん断力 Qi
(k)およ

び層間変形δ i
(k)は履歴ダンパー設置層および粘性ダンパー設置層それぞれ次式より算出する。 

◆履歴ダンパー設置層： 

+#�4� = ,#+��4� = �,#+����
cX�4� ?�?@A�:� f@A�:�
f�    (4-14) 

.#�4� = gh+#�4� − G /1#.12#j /	#     3 �+#�4� > +2#�+#�4� /��#�4�3                          �+#�4� ≤ +2#�    (4-15) 

 

◆粘性ダンパー設置層： 

最大層せん断力は最大変形との位相差を考慮した次式とする。 

+#�4� = ,# ⋅ +��4� = �,#+����
cX�4� ?�?@A�:� f@A�:�
f� �1 + m6 �8�n

�@A��:� oC
   (4-16) 

/1#p = %%<K�� LM#N     (4-17) 

.#�4� = �,# ⋅ +��4�� /��#�4�3      (4-18) 
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4.3 応答予測法の精度検証 

検討対象建物は，3.3 節と同様，地上 30 階の超高層鋼構造建物である。ダンパー配置について

も 3.3 節と同様，計 13 種の配置を用いる（図 4.3.1）。検討用入力地震動は，速度応答スペクトル

を SV = 0.8 m/s（ h = 5 % ）とした模擬波 3波を用いる。模擬波の位相特性はHACHINOHE 1968 EW

（以降，告示H ），JMA KOBE 1995 NS（以降，告示K），TOMAKOMAI 2003 NS（以降，告示T ）

を採用する。図 4.3.2に入力地震動の変位応答スペクトル SD（h = 5 %），速度応答スペクトル SV（h 

= 5 %）および加速度応答スペクトル SA（h = 5 %）を示す。高次モードが卓越するようなケースは，

3章で示したように本予測法で扱う等価せん断モデルの適用範囲外であるため検討対象外とする。 

 

 

 

 

図 4.3.3 に収斂計算回数 k と等価減衰定数 heqの関係を示す。HD15，VD15 およびAD の 3 ケー

スを重ねて示す。概ね k = 3 以降で一定値を示し，概ね k = 3 以降で概ね収束傾向にある。よって，

以降は，収斂計算 3回目の結果を示す。 

4 章で扱うモデル 

図4.3.1 対象制振建物の伏図，軸組図，ダンパー配置図 
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図4.3.3 kとheqの関係 

 

 図4.3.4～4.3.6に各地震波における各層の最大層せん断力および最大層間変形角の応答予測結果

（予測値）時刻歴解析結果（時刻歴）の比較を示す。予測値算出の際，α Nおよび Kbsは，計算の

簡略化のために各層に設置される n本の平均値を用いる。またDh（式(4-13)）におけるβ は告示H

および告示T で 75，告示K で 25 を用いる。層せん断力および層間変形角ともに，予測値が時刻

歴解析結果を概ね精度良く再現していることが確認できる。HD25およびHD20の中層部，VD25，

VD20 およびVD15 の下層部のように，Ai 分布から外れる部分は予測精度が劣る。Ai 分布から外

れるケースに対する改善方法については今後の課題とする。 

 

 

       

図4.3.4(i)  最大層せん断力の高さ方向分布（告示H，α dy1 = 0.025） 
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図4.3.4(ii)  最大層間変形角の高さ方向分布（告示H，α dy1 = 0.025） 
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図4.3.5(i)  最大層せん断力の高さ方向分布（告示K，α dy1 = 0.025） 
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図4.3.5(ii)  最大層間変形角の高さ方向分布（告示K，α dy1 = 0.025） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(e) HD05(d) HD10(c) HD15(b) HD20(a) HD25

(j) VD05(i) VD10(h) VD15(g) VD20(f) VD25

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(k) AD

時刻歴 

予測値 



 

89 

       

図4.3.6(i)  最大層せん断力の高さ方向分布（告示T，α dy1 = 0.025） 
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図4.3.6(ii)  最大層間変形角の高さ方向分布（告示T，α dy1 = 0.025） 
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4.4 履歴ダンパーのダンパー量を変えた場合の精度検証 

履歴ダンパーのダンパー量をαdy1 = 0.5 %，1.5 %および 3.5 %に変えた場合について，精度検証結

果を示す。図 4.4.1にHD15，VD15およびADモデル（αdy1 = 0.5～3.5 %，告示 3波）における各層

の時刻歴解析結果（時刻歴）と予測値の比較を示す。図 4.4.1より，層せん断力Qおよび層間変形

角Rともに，概ね誤差±15 %以内に収まり精度は良好である。図4.4.2 に高さ方向分布を示す。ダ

ンパー計画時に制振性能評価をする上で十分有効である。 

 

 

図4.4.1  HD15，VD15，AD における時刻歴解析結果と応答予測結果の応答比較 

 

 

(1)αdy1 = 0.005 

 

(2)αdy1 = 0.035 
図4.4.2 RおよびQの高さ方向分布（告示H）    

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(c) AD

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(b) VD15

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(a) HD15

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(c) AD

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(b) VD15

0 10000 20000 30000
Q [kN]

0

5

10

15

20

25

30
FL

0 0.005 0.01
R [rad]

0

5

10

15

20

25

30
FL

(a) HD15

0 0.005 0.01 0.015

0

0.005

0.01

0.015

R [rad]

R [rad]

+15%

-15%

0 10000 20000 30000 40000

0

10000

20000

30000

40000

Q [kN]

Q [kN]

+15%

-15%

(a) 層せん断力Q                      (b) 層間変形角R 

予測値 予測値 

時刻歴時刻歴

αdy1=0.5%   1.5%   2.5%   3.5%  凡例 

告示H 

告示K 

告示T 

時刻歴 予測値 



 

92 

4.5 まとめ 

履歴ダンパーと粘性ダンパーを高さ方向に併用配置した制振構造（併用制振建物）を対象に，

利便性の高い文献 3)の等価線形化法に基づく予測法を適用し，適用範囲拡大を試みた。限定され

た例題建物による検証ではあるが，様々なダンパー配置，ダンパー量，地震波に対して応答予測

法を適用し，時刻歴応答解析結果と比較することで精度検証を行った。層せん断力分布がAi分布

に基づく分布から外れるケースでは予測精度が劣るが，設計初期段階のダンパー計画時に十分有

効な精度であることを確認した。 

なお，適用範囲拡大のために，地上 16階，23階および38階の 3つの建物に対して精度検証を

行った（付録4A）。 

 

 

付録4A 複数の建物を用いた応答予測法の精度検証 

検討対象建物は，付録 3D に示した地上 8 階の超高層鋼構造建物（F8）に加え，16 階（F16），

23 階（F23）および 38 階 建物（F38）を用いる。地上 8 階建物については，ダンパー配置につい

ても付録 3Dと同様 2種の配置を用いる（図 4A.1）。16 階，23階および 38階 建物については下記

の条件に基づき設定する図4A.2）。なお，主架構の層剛性は下記の条件を用いて付録 4Bの方法で

設定する。 

・ 主架構の 1次固有周期 1Tf：2.5s（F16），3.5s（F23），5.5s（F38） 

・ 建物高さH (m)と 1Tfの関係：1Tf ≒ 0.035H 

・ 平面形状およびダンパーの配置位置：地上 30階に同じ 

・ 階高：4.0 m（1 階は5.0 m） 

・ 層剛性：第 1層目を 1.0，最上層を 0.33とする直線分布 

・ 各階重量：基準階 8.0 kN/m2，最上階 10 kN/m2 

・ ダンパー配置：階数の半分を境界層として下層に履歴・上層に粘性（HD8，HD12，HD19），階

数の半分を境界層として下層に粘性・上層に履歴（VD8，VD12，VD19） 

・ ダンパー量：履歴ダンパーは第 1層の降伏せん断力係数を 3 %，粘性ダンパーは第 1層の付加

粘性減衰定数を 5%とし，Ai分布に基づく設計用層せん断力分布をもとに最下層から 5層ごと

に設定する。粘性ダンパーは，線形粘性ダッシュポットと弾性バネを直列結合したモデルとし，

各層の弾性バネ剛性Kdと粘性係数Cdとの関係はKd = 4.5Cdとする。 

・ 骨組特性値α N（図 4A.2(b)）：第 1 層目を 1.0，最上層をF16 が 0.6，F23 が 0.55，F38 が 0.4 と

する直線分布 

・ Kb /Kf（図4A.2(b)）：Kb /Kfが第 1層目を1.0，約 0.2Hの層を 0.2，最上層を 0.1とする直線分布 

 

検討用入力地震動は，4.3節と同様，模擬波 3波を用いる。 
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付図 4A.3 にすべてのケースにおける各層の時刻歴解析結果（時刻歴）と予測値の結果を示す。

付図 4A.3より，層せん断力および層間変形角ともに概ね誤差±15 %以内に収まる。 

 

 

付図4A.3 時刻歴解析結果と予測値の比較 

 

 図 4A.4に高さ方向分布の比較を示す。代表して告示H の結果を示す。層せん断力および層間変

形角ともに，予測値が時刻歴解析結果を概ね精度良く再現していることが確認できる。Ai分布か

ら外れる部分は予測精度が劣る。 
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図4A.1 地上8 階中低層鋼構造建物の伏図，軸組図，ダンパー配置図 
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(1) F8 

 
(2) F16 

 
(3) F23 

 

(4) F38 

図4A.4 高さ方向分布の比較（告示H）  
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第 5章 

等価線形化法に基づく知覚時間予測法 

 

5.1 はじめに 

2011年東北地方太平洋沖地震において，首都圏に建つ超高層鋼構造建物の多くが大きな揺れを

経験し，建物の長周期・長時間の揺れが建物に滞在する者（以後，居住者）に大きな恐怖を与えた

1)。大地震や想定を超える地震に対しても建物の変形・損傷を低減することを目的としてパッシブ

制振構造を用いることが一般的となった超高層鋼構造建物の構造安全性は，建物に生じる最大変

形・最大応力を用いて評価されているが，居住者に大きな恐怖を与えないとは言い切れない。ま

た，揺れの継続時間が事前に把握できると心理・生理的影響が軽減され安心につながることが示

唆されており 2)，建物の揺れの継続時間を用いた建物評価の重要性は増している。 

これらを踏まえ，本論文の目的は，今後想定される長周期かつ長時間継続する地震動（以後，

長周期地震動）による建物の応答中に居住者が不安や不快を感じ続けた時間（以後，知覚時間 tP）

を事前に把握することであり，制振構造の新しい制振性能の評価指標の 1 つとして，制振性能を

把握することである。これらを展開する上で，本章では知覚時間を簡易的に予測する手法を提案

する。 

建物応答を簡易的に予測する手法として応答スペクトルが用いられる。応答スペクトルは，1組

の減衰定数と固有周期からなる 1質点系で表現した建物に対して，地震波が与える影響を表現し，

建物の非減衰周期と応答の関係を示す 3)。様々なダンパー種・配置により変化する減衰定数 h・固

有周期 T に対して，包括的に制振性能を評価できる応答スペクトルは有用であり，最大応答に着

目した研究は多くの研究者らにより行われ，制振構造においては笠井ら例えば4)により精力的に行わ

れてきた。しかし，建物応答の継続時間に着目した制振性能評価までには至っていない。 

本論文は，文献 5）で提案されている闘値超過継続時間スペクトルに倣い，知覚時間の周期特性

を把握するために，さまざまな周期をもつ 1 質点系から求めた知覚時間（以後，知覚時間スペク

トル）を用いるが，予測手法を提案する上で課題となるポイントは以下である。 

(1) 知覚時間の定義 

(2) 知覚時間に影響する要因 

(3) 1 質点系による応答スペクトルを用いる上で，高次モードが知覚時間に与える影響 

(4) 応答スペクトルを用いる上で，1組の等価減衰・等価周期の設定 

これらを整理し，以下の構成で示す。5.2節では，知覚時間について既往研究を参考に設定する。

5.3節では，まず，超高層鋼構造制振建物における知覚時間の傾向を時刻歴応答解析結果により分

析する。様々なダンパー配置・種類を試みた地上 30階建物を用い，減衰の影響について分析する。

次に，5.4節の予測手法の提案に先立ち，高次モードや終盤応答が知覚時間に与える影響について
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分析する。5.4節において，弾性 1質点系を用いた知覚時間の予測手法を提案する。また，地上 30

階建物に対して提案手法を適用し，時刻歴応答解析結果と比較することで精度検証を行う。なお，

適用範囲拡大のために，地上 16階，23階および 38階の 3つの建物に対して精度検証を行い，そ

の結果は付録に示す。 

 

5.2 知覚時間の設定 

本論文で示す知覚時間を設定するうえで，継続時間および判定値の2 点について言及する。 

まず，継続時間について示す。地震動の継続時間を参考にすると，3 つが考えられる 5)。 

(1) 波形の自乗累積値を波形の全累積値で基準化された無次元化時刻歴のある区間 

これまで継続時間は地震動評価例えば6)や建物評価例えば7)に用いた研究があるが，全累積値で基準

化され，振幅レベルが明示できないため，知覚判定などの評価には適さないことが指摘され

ている 5)。また，基準化に用いる全累積値が特定の条件から算出されたものであり，地震動や

建物条件が変化したときに同一尺度で比較できない。 

(2) 闘値（判定値）を超過した正味の時間 

図 5.2-1に示すように地震応答中に闘値を下回る区間が評価されないため，知覚時間が過小評

価となる。 

(3) 振幅レベルを設定し振幅レベルを最初に超過してから最後に下回るまでの時間や振幅レベル

を超過した正味の時間 

図 5.2-1に示すように地震応答中に闘値を下回る区間も評価される 
 

能島 5)は揺れの影響評価を目的とする場合，(2)または(3)を推奨している。本論文で示す知覚時間

tPは建物の応答中に居住者が不安や不快を感じ続けた時間であるため，図5.2-1に示すように，継

続時間は応答値の絶対値が判定値を最初に超えた時 tPstart（開始時間）から最後に下回る時 tPend（終

了時間）までの時間（= tPend - tPstart）と定義する。なお，地震応答の途中で判定値を下回る時間が長

くなる場合についても，本論文ではその時間は知覚時間に含むものとする。 

 

図 5.2-1 知覚時間の定義 

 

次に，判定値について示す。判定値はこれまでに多くの研究が行われている。本研究で比較し

た代表する 4 つの性能評価基準を表 5.2-1 および図 5.2.2 に示す。比較項目は，評価基準の対象，

設定方法，評価値，対象周期，代表判定値 とする。代表判定値は，採用する判定値と同等のレベ

ルを推定し，後述する地上30階建物の弾性 1次固有周期における判定値を示す。4 つの性能評価

基準以外に調査した既往文献については付録 5Hに示す。 
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tPend
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Vel.[cm/s]

判定値

判定値
0
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(1) 高橋ら 8)の評価基準は，強震時の避難行動限界の評価を対象とし，長周期地震動までを対象

とした振動台実験（様々な振動数・振幅の正弦波で水平 1 方向に加振）によるアンケート結

果に基づき設定されている。代表判定値は他の 3つと比べて大きな数値を示す。 

 

(2) 肥田・永野 9)の評価基準は，2011 年東北地方太平洋沖地震において関東・関西地域の超高層

集合住宅 14 棟の居住者を対象としたアンケート結果に基づき設定された不安度評価曲線で

ある。RC造の応答が主である。また，他の評価基準と異なり，判定値は周期に対して右肩下

がりの傾向を示す。高橋ら 8)の不安度の評価曲線についての分析も行っている。 

(3) 長周期地震動階級 10)は，(2)肥田・永野の知見を含む実地震および加振実験結果に基づき設定

され，固有周期 1.6～7.8sの高層ビルの揺れの大きさの指標として用いられている。他の評価

基準と異なり，判定値は周期に対して一定である。 

 

(4) 居住指針 11)の評価基準は，風など様々な振動源による水平振動を評価する場合に用いられ，

長周期地震動による建物の揺れも対象とされている。居住指針では1.5Hz～10Hz以外の範囲

の振動は非定常的な振動でも定常的な振動とみなされるため，本論文でも定常的な振動に関

する性能評価図を対象とする。多くの既往研究のレビューに加え，文献 11)で引用される多く

の加振実験によるアンケート結果に基づき設定され，実務設計では風揺れの居住性評価に多

く用いられている。判定値は周期 1.3s以上に対して右肩上がりの傾向を示す。 

 

表 5.2-1 性能評価基準の比較 

 

 

 

種類 (1) 高橋ら (2) 肥田・永野

対象 強震時の避難行動限界の評価
2011年東北地方太平洋沖地震における

居住者の不安度と建物の揺れの関係

設定方法
長周期地震動を想定した1軸正弦波加振

実験によるアンケート結果に基づき設定

2011年東北地方太平洋沖地震

によるアンケート結果に基づき設定

評価値 速度 速度

対象周期 0.2～10s 約0.8～5.0s

約65cm/s 約5cm/s（不安度2.5）
(1：やや不安を感じる) 少し怖かったと怖かったの中間レベル

・振動台実験結果のみの判定値 ・1つの地震波およびRC造の応答が主

・周期に対して概ね右肩上がり ・周期に対して概ね右肩下がり

代表判定値
(T=4.46)

特徴

種類 (3) 長周期地震動階級 (4) 居住指針

対象
固有周期1.6～7.8s程度の高層ビルの

揺れの大きさの指標

定常的な水平振動（戸建住宅～超高層建物、

風・長周期地震動・交通振動などによる振動）

を対象とした居住性評価に適用

設定方法
2011年東北地方太平洋沖地震、

兵庫県南部地震、加振実験に基づき設定

多くの加振実験によるアンケート結果

に基づき設定

評価値 速度 加速度

対象周期 1.6～7.8s 0.03～10s

5cm/s(長周期地震動階級1の下限値) 6.9gal（擬似速度換算すると4.9cm/s）

ほとんどの人が揺れを感じる。 Ⅳ-Ⅴ：ほとんどの人が知覚しだすランク

驚く人もいる。

・RC造の応答が主 ・主に振動台実験による結果が用いられている

・周期に対して一定 ・周期1.3s以降において周期に対して右肩上がり

代表判定値
(T=4.46)

特徴



 

 

99 

 

付録 5Hの既往研究も含めると，評価には変位・速度・加速度が用いられている。最近の長周期

地震動に関する研究では，振動感覚と相関性のある速度が用いられている 8),9),10)。 

本論文では，既往研究を幅広く網羅し・実務設計や竣工建物を用いた加振実験による居住性評

価に多く用いられている居住指針の評価基準を判定値とする。また，定常的な振動とみなすこと，

他の評価基準と比較できるよう，建物の弾性固有周期における加速度値から算出した擬似速度を

判定値として用いる（図5.2.3）。判定値は，定常的な水平振動の評価レベルのうち，知覚確率79％

（大半の人が知覚し，あまり不快でない・あまり不安を感じないレベル）を示す H-IV と H-V の

境界とする。後述する地上30階建物の 1次固有周期 1Tf = 4.46sにおける擬似速度に着目すると居

住指針の擬似速度は 4.9cm/s であり，(3) 長周期地震動階級 1 と同程度の判定値を示す。また，本

(1)単調加振に対する不安度の評価曲線（平均値）8) (2)アンケート調査と強震記録に基づく不安度評価曲線 9) 

(3)長周期地震動階級 10) 

(4)定常的な水平振動に関する性能評価図 11) 

図5.2.2 本研究で比較した4つの性能評価基準 
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論文は応答評価の容易さを重視し，相対速度を用いて評価する。なお，知覚時間に着目した絶対

速度および相対速度については付録 5Aに示す。 

 

図 5.2.3 性能評価曲線 

 

5.3 時刻歴応答解析による知覚時間の分析 

5.4節に示す知覚時間の予測手法の提案に先立ち，本章では超高層建物における知覚時間の傾向

を時刻歴応答解析結果より概観する。検討は，高次モードの影響も考慮するために 1 質点系に限

定せず多層建物を想定し，建物の周期・減衰の影響を把握するために様々なダンパー配置を想定

する。検討対象階は，居住者が存在する階のうち速度応答の大きい最上階とする。以降の分析結

果も最上階について示す。 

 

5.3.1 検討用建物の概要および入力地震動の概要 

本章で対象とする建物は，3.3 節と同様，図 5.3.1 に示す地上 30 階，高さ 121.5 m の超高層鋼構

造建物である。ダンパー配置は，履歴ダンパーおよび粘性ダンパーをそれぞれ全層に配置した

HD30 および VD30 に加え，近年ダンパー効率を上げるために様々なダンパー配置計画がなされ

ていることを鑑み，下層に履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを配置し境界層を25層，20層，15

層，10層，5層としたモデル 5種（それぞれHD25，HD20，HD15，HD10，HD05），下層に粘性

ダンパー・上層に履歴ダンパーを配置し境界層を 25 層，20 層，15 層，10 層，5 層としたモデル

5 種（それぞれVD25，VD20，VD15，VD10，VD05），各層に履歴ダンパーおよび粘性ダンパー

をそれぞれ 4 台ずつ配置した HV30 の計 13 ケースとする。履歴ダンパーは LY225 材からなる座

屈拘束ブレースを用い，HD30における履歴ダンパーの第1層の降伏せん断力係数は2.5 %である。

粘性ダンパーは，線形粘性ダッシュポットと弾性バネを直列結合したモデルを用い，VD30におけ

る粘性ダンパーの第 1層の付加粘性減衰定数は 3.3%である。 

解析モデルは 3 章で示した等価せん断モデルとする。本解析モデルは，擬似フレーム，擬似ブ

レースおよび擬似ダンパーから構成され，ダンパー配置の違いによるダンパーの実効変形への影

響を表現できる（図 5.3.2）。擬似ブレースと擬似ダンパーの直列系を合わせて付加系，擬似フレ

ームと付加系の並列系を合わせてシステムと称する。ダンパー設置箇所の架構剛性を示す擬似ブ

レースKb，骨組特性値α Nを用いて変換された擬似ダンパーおよび各諸元についても 3章のモデル

と同じとする。解析はX方向のみを対象とし，主架構は弾性状態を保つものとする。居住性評価

を対象としているため，構造減衰は主架構のみの 1次固有周期 1Tf（=4.46s）に対して hf =1%12)とな
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る剛性比例型とする。履歴ダンパーのみの弾性剛性を考慮したシステムの1次固有周期 eT （以後，

弾性周期）および等価減衰 eh を図 5.3.3 および図 5.3.4 に示す。各ダンパー配置における弾性周期

に対応する判定値（5.2節）も併せて示す。なお，等価減衰は，4.2節に示すように，各層の等価減

衰を弾性歪エネルギーで重み平均することにより算出する。履歴ダンパー設置層が多いほど弾性

周期は短く，履歴ダンパーを上層に設置したケースと比べて下層に設置した方が弾性周期は短い。

粘性ダンパー設置層が多いほど等価減衰は大きく，粘性ダンパーを上層に設置したケースと比べ

て下層に設置した方が等価減衰は大きい。 

 

 

 

図5.3.3 弾性周期eTと等価減衰eh    図5.3.4 弾性周期eTと判定値 

 

表 5.3.1に入力地震動の諸元を示す。実効継続時間は加速度の自乗累積値を全累積値で基準化し

た無次元化時刻歴の 5%から 95%までの時間 13)である。検討用地震動は，国内の被害地震および

設計で用いられる長周期地震動の中から選択した観測波 2 波，模擬波 3 波の計 5 波とする。観測

波は，Hachinohe 1968 NS波14)（以後，HACHI）および2011年東北地方太平洋沖地震の新宿TKY00715)

（以後，TOHOKU）を用いる。TOHOKUについては，入力時間 600 sの波形についても検討して

いる（付録 5D）。なお，観測波の最大速度は基準化せずに使用する。模擬波は，南海トラフ地震
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の関東圏 16)（以後，KA1），大正関東地震の東京都庁 17)（以後，TA），位相特性がHACHINOHE 

1968 NSの告示波（以後，告示H）を採用する。図5.3.5に加速度波形，擬似速度応答スペクトル

p SV（h =5%）およびエネルギースペクトル 18)VE（h =10%）を示す。なお，入力時間 t0後の自由振

動区間として各地震動の後ろに約 150秒間の 0 cm/s2のデータを追加する。 

 
表5.3.1 入力地震動の諸元 

 

 

 
(a) 加速度波形 

 

(b) 擬似速度応答スペクトルp SV   (c) エネルギースペクトルVE 

図5.3.5 検討用地震動の概要 
 

5.3.2 ダンパー配置が速度応答に与える影響 

ダンパー配置が速度応答に与える影響をダンパーによるエネルギー吸収と合わせて確認する。

図 8 に TOHOKU および KA1 における 30 階床の相対速度とエネルギーの時刻歴波形を示す。下

層に履歴ダンパーを配置したケースは代表して HD30 および HD15，下層に粘性ダンパーを配置

したケースは代表して VD30 および VD15 の時刻歴波形を示す。全層にダンパーを設置していな

最大加速度 最大速度 入力時間 実効継続時間

(cm/s
2
) (cm/s) (s) (s)

Hachinohe 1968 NS波 231 33 234 66

2011年東北太平洋沖NS 192 17 300 81

南海トラフ 46 22 655 241

大正関東NS 72 34 400 134

告示波 Hachinohe 1968 NS位相 385 56 234 96

観測波

地震波

模擬波

-400

-200

0

200

400

0 100 200 300 400 500 600 700

Time[s]

Acc. [cm/s2]

(4) TA

-400

-200

0

200

400

0 100 200 300 400 500 600 700

Time[s]
Acc. [cm/s2]

(1) HACHI

-400
-200

0
200
400

0 100 200 300 400 500 600 700

Time[s]
Acc. [cm/s2]

(3) KA1

-400
-200

0
200
400

0 100 200 300 400 500 600 700

Time[s]

Acc. [cm/s2]

(2) TOHOKU

-400
-200

0

200

400

0 100 200 300 400 500 600 700

Time[s]

Acc. [cm/s2]

(5) 告示H

HACHI TOHOKU KA1 TA 告示H

0

50

100

150

200

250

300

0 2 4 6 8 10

T [s]

VE[cm/s]              (h=10%)

0

50

100

150

200

0 2 4 6 8 10

T [s]

pSv[cm/s]          (h=5%)



 

 

103 

い主架構モデル（Frame）の判定値（±4.9cm/s）および知覚時間 tPfを図中に重ねて示す。 

図 5.3.6(i)の TOHOKU に着目すると，下層に履歴ダンパーを配置した HD30 および HD15 にお

いて（図5.3.6 (i)(1)），履歴ダンパーによりエネルギー吸収される時間帯は速度応答が大きい 150s

付近および250s付近であり，その他の序盤および終盤以降の時間帯は履歴ダンパーによりエネル

ギー吸収されず弾性応答を示す。一方，HD15の粘性ダンパーは全時間でエネルギーを吸収する。

弾性応答を示す終盤以降においてHD15 における速度応答の収束は Frame およびHD30 と比べて

早い。下層に粘性ダンパーを配置したVD30およびVD15において（図5.3.6 (i)(2)），履歴ダンパ

ーはエネルギーを吸収せず弾性応答を示しているが，粘性ダンパーは全時間に渡ってエネルギー

を吸収し速度応答の低減に寄与している。特に，終盤の応答低減および自由振動区間の速度応答

の早期収束に大きく寄与している。 

 

図 5.3.6 (ii)のKA1に着目すると，いずれのダンパー配置もFrameと比べて，300s付近を除き序

盤から長時間に渡って速度応答が小さい。HD30においてTOHOKUと比べて応答低減が大きいの

は，ダンパーによるエネルギー吸収率が高いためと考えられる。ただし，HD30において終盤以降

の速度応答は小さいが，履歴ダンパーによるエネルギー吸収が期待できず，他のダンパー配置と

比べて等価減衰が小さいため，速度応答の収束に時間を要している。一方，粘性ダンパーを配置

した HD15，VD30 および VD15 において，粘性ダンパーは全時間に渡ってエネルギーを吸収し，

終盤の応答低減および自由振動区間の速度応答の早期収束に大きく寄与している。 

図5.3.6(i) TOHOKUにおける相対速度（30階床）およびエネルギーの時刻歴波形 
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5.3.3 ダンパー配置が知覚時間tPに与える影響 

各ダンパー配置における知覚時間 tPの分析に先立ち，各ケースの知覚時間 tP，知覚時間の開始

時間 tPstartおよび知覚時間の終了時間 tPendを付録 5Bに示す。 

まず，各ダンパー配置における知覚時間 tPについて分析する。Frame の知覚時間 tPfに対する各

ダンパー配置における知覚時間 tPの比率 tP /tPf を図 5.3.7 に示す。上層に粘性ダンパーを配置した

HD05～HD25 および下層に粘性ダンパーを配置した VD05～VD30 に着目すると，粘性ダンパー

設置層が多いほど等価減衰が大きく（図 5.3.7），知覚時間が短い。HD30 および HD25 に着目す

ると，知覚時間の短縮効果は他のダンパー配置と比べて小さい。図5.3.6からも確認できるように，

終盤以降の履歴ダンパーの変形は弾性域であり弾性時の等価減衰が他のダンパー配置と比べて小

さいため，終盤で収束しきれないことが要因である。知覚時間をより短くするためには，終盤時

の等価減衰をどれだけ大きくできるかが重要となる。 

TA に着目すると，各ダンパー配置における tP /tPfの傾向が他の地震波と異なり，Frameと比べて

知覚時間が長いケースもみられる。これについて分析するために，図 5.3.8に，応答値を用いて式

(5-1)より算出した入力エネルギーの速度換算値VEをエネルギースペクトル上にプロットした結果

を示す。 

�� � �2� �⁄     (5-1) 

ここで，Eは入力エネルギー，Mは建物の総質量である。 

図5.3.6(ii) KA1における相対速度（30階床）およびエネルギーの時刻歴波形 
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TA におけるダンパーを配置したモデル（VD10およびVD15を除く）の入力エネルギーがFrame

と比べて 3～22%大きいため，Frameと比べて速度応答が大きくなったと考えられる。それがFrame

と比べて知覚時間が長いことの原因である。 

 

図5.3.7 各ダンパー配置におけるtP /tPf 

 

図5.3.8 エネルギースペクトル（h=10%）と応答値の比較 

図 5.3.9に等価減衰 ehと tP /tPf の関係を示す。図5.3.9より，地震波の違いによりばらつきはある

ものの，総じて等価減衰に対して tP /tPfは減少傾向を示し，等価減衰が 3%を超えると tP /tPfの減少

傾向は鈍いことが確認できる。 

 

図5.3.9 等価減衰ehとtP/tPfの関係 

 

次に，知覚時間算出時の開始時間および終了時間が知覚時間に与える影響を分析する。各ダン

パー配置における知覚時間の開始時間 tPstartと Frame における開始時間 tPf startとの差分∆tPstart ( = tPstart 

－tPf start )，各ダンパー配置における知覚時間の終了時間 tPendとFrameにおける終了時間 tPf endとの差

分∆tPend ( = tPend －tPf end )を図 5.3.10 に示す。図 5.3.10 (a)より，等価減衰 eh に対して∆tPstartの変化は小

さく，ダンパー配置による∆tPstartの差は小さい。図 5.3.10 (b)より，地震波の違いによりばらつきは

あるものの，総じて等価減衰の増加に伴い∆tPendは減少傾向を示す。特に，告示HおよびTOHOKU

において，等価減衰が 1～3%の範囲では∆tPendの変化が大きく，h が 3%以上の範囲では∆tPendの減

少傾向は鈍い。 
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知覚時間の終了時間について，さらに，地震終了時から判定値を下回るまでの時間 tFree（以後，

後揺れ時間）に着目し分析を加える。図 5.3.11に弾性周期に対する等価減衰 eh /eTと主架構の知覚

時間に対する後揺れ時間 tFree /tPfの関係を示す。地震波の違いにより地震終了時の速度応答（自由

振動開始時の初期速度）の大きさが異なるものの，総じて eh /eTの増加に伴い tFreeは減少傾向を示

す。付録5Cに示すように tFreeが固有周期に比例し，減衰定数に反比例の関係にあることが確認で

きる。等価減衰の増加に伴い∆ tPend が大きく減少した告示 H，KA1 および TOHOKU に着目する

と，eh /eT の増加に伴い tFreeも大きく減少している。等価減衰 に対して∆ tPendの減少が緩やかであ

ったHACHIおよびTAに着目すると，tFreeは概ね 0 sであり，地震終了前の継続時間中に速度応答

が判定値以下に収束している。 

以上より，知覚時間は終了時間に大きく影響を受け，知覚時間 tPを短くするためには知覚時間

の終了時間を早めること，特に後揺れ時間を短縮することが重要である。 

 

 

(a) 等価減衰 eh とD tPstartの関係    (b) 等価減衰 ehとD tPendの関係 

図5.3.10 知覚時間算出時の開始時間および終了時間 

 

 

図5.3.11 eh/eTと後揺れ時間tFree/tPfの関係 

 

5.3.4 1次モードが知覚時間に与える影響 

30 階床の応答波形をモード分解し，1 次モードが知覚時間に与える影響を確認する。履歴ダン

パーが塑性化しているケースもあるため，バンドパスフィルターを用いて 1次，2次，3次モード

およびそれ以外に分解する 19)（付録 5G）。カットオフ周波数は各次の弾性固有振動数の中間値と

する。代表して，TOHOKUのHD15およびVD15，KA1 のHD15およびVD15におけるモード分

解された相対速度波形を図 5.3.12 に示す。いずれも，序盤および中盤では 2 次および 3 次モード

の寄与率が高い部分が見られるが，知覚時間に影響のある終盤および自由振動区間では 1 次モー

ドの寄与率が非常に高い。 
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(1) TOHOKU 

 

 

(2) KA1 

図5.3.12 モード分解された相対速度波形（30階床） 

 

図 5.3.13 に全モードを考慮した波形から求めた知覚時間 tPと 1 次モード波形から求めた知覚時

間 1tPの関係を示す。知覚時間に影響のある終盤および自由振動区間において 1次モードの寄与率

が高いため，1次モードのみで評価した知覚時間は，全モードを考慮した時の知覚時間に対して概

ね±10％以内である。よって，知覚時間は，1次モードのみで評価できると考える。 

 

図5.3.13 全モードを考慮した波形から求めた知覚時間と 

1次モード波形から求めた知覚時間の比較 

 

5.3.5 知覚時間の終了時間tPendの分析 

5.3.2節および5.3.3節において，知覚時間を評価する際，知覚時間の終了時間 tPendの評価が重要

であること，tPendは弾性応答を示す地震動の終盤または自由振動区間に位置することを確認した。

本節では，tPend時の応答速度について分析する。5.3.4 節で示したように知覚時間は 1 次モードの
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みで評価できると考えられるため，1質点系について言及する。本節では，弾性1質点系に関する

記号に左添え字 eを付け，弾塑性 1質点系に関する記号に左添え字p を付ける。 

図 5.3.14 に入力時間 t0の地震動に対する応答波形（全時間入力），地震動を前半と後半に分割

し前半部分の地震動に対する応答波形（前半入力）および前半部分の地震動に対する応答波形（後

半入力）の概略図を示す。説明の都合上，波形は絶対値の包絡線を示す。まず，弾性 1 質点系の

応答について示す（図 5.3.14(a)）。地震動をインパルス外力の連続と捉え，時刻 etPendにおける応答

速度 	
�⬚ 
 ������⬚ �は，力積 ������のインパルスによって生じる自由振動の重ね合わせで表現でき

る 3), 20)。 

  	
�⬚ 
 ������⬚ � � � �
 ������⬚ � ��������������⬚      (5-2) 

ここで，�は力積を加えた時刻，��� � ��は力積を加えてから�� � ��だけ経過したときのインパル

ス応答，����は� � �時の外力を示す。 

外力����を�!���| #�$�% & �'���|�(�%のように t = t1で分割し，前半の�!���および後半の�'���により

生じる応答速度をそれぞれ 	
!�⬚ ���および 	
'�⬚ ���とすると，時刻 etPendにおける応答速度は線形性よ

り次式となる。 

  	
�⬚ 
 ������⬚ � � 	
!�⬚ 
 ������⬚ � & 	
'�⬚ 
 ������⬚ �    (5-3) 

同様に，弾塑性 1質点系において，t1以降（t≧t1）では弾性応答を示す場合，時刻 ptPendにおける応

答速度は弾塑性応答 	
!)⬚ 
 �����)⬚ �と弾性応答 	
')⬚ 
 �����)⬚ �（� 	
'�⬚ 
 ������⬚ �）の和で表現できる

（図 5.3.14 (b)）。 

  	
)⬚ 
 �����)⬚ � � 	
!)⬚ 
 �����)⬚ � & 	
')⬚ 
 �����)⬚ �    (5-4) 

時刻 etPendおよび ptPendが t1以降であり，t1から地震終了時 t0までの時間(t0 - t1)（以後，弾性応答区間

と称す。）が十分に長く，t≧t1 範囲で自由振動を示す 	
!�⬚ 
 ������⬚ �および 	
!)⬚ 
 �����)⬚ �が	
')⬚ 
 �����)⬚ �と比べて十分に収束する場合， 	
!)⬚ 
 �����)⬚ � * 	
!�⬚ 
 ������⬚ � ≪ 	
')⬚ 
 �����)⬚ �    (5-5) 

となり，t =ptPendにおける応答速度 	
)⬚ 
 �����)⬚ �は次式となる。 	
)⬚ 
 �����)⬚ � � 	
!)⬚ 
 �����)⬚ � & 	
')⬚ 
 �����)⬚ �   * 	
!�⬚ 
 ������⬚ � & 	
'�⬚ 
 ������⬚ � � 	
�⬚ 
 ������⬚ �    (5-6) 

 

上記の関係より，弾塑性1質点系における t = ptPend時の応答速度は弾性 1質点系で模擬できると

考えられる。 

以上の内容を地上 30 階建物における 30 階床の応答速度を用いて確認する。図 5.3.15 に塑性化

の程度が大きかった告示HのHD10 における弾塑性系と弾性系の相対速度波形を重ねて示す。な

お，弾性系は，履歴ダンパーを初期剛性の弾性バネに置き換えたモデルとする。図 5.3.15(a)に各層

の等価剛性Keqi (t)を用いて算出した等価周期Teq (t)（4.2節の式 (4-2)）の時刻歴波形，図 5.3.15(b)お

よび図 5.3.15(c)に分割入力による応答波形を示す。なお，時々刻々の等価周期Teq (t)を算出する際，

傾向を簡易的に把握することに主眼を置き，Bi分布はAi分布に基づく設計用層せん断力分布に固

定した。 

 

十分に収束      弾性応答のため等しい 
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全てのケースにおける弾塑性系の知覚時間 ptPと弾性系の知覚時間 etPの比較を図 5.3.16 に示す。

弾性系の知覚時間は，弾塑性系の知覚時間に対して概ね±10％以内である。よって，弾性応答区

間（= t0 - t1）が十分に長い場合，弾塑性系の知覚時間は弾性系を用いて評価できる。なお，本検討

における弾性応答区間は，(t0 - t1)/eT > 20であった。後述する地上 16階，23階，38階においても同

様の結果であることを確認している。また，付録5Eでは様々なケースの弾塑性 1質点系について

確認している。 

 

図5.3.16 30階床における弾塑性系と弾性系の知覚時間の比較 

 

5.4 弾性1質点系を用いた知覚時間の予測手法 

本章では，超高層制振建物の知覚時間に関する制振性能を簡易的かつ包括的に評価するために，

5.3節で示した分析結果をもとに，知覚時間を予測する手法を提案する。また，主架構の 1次固有

周期が異なる 4 つの建物に対して提案手法を適用し，時刻歴応答解析結果と比較することで本手

法の妥当性を確認する。 

 

5.4.1 予測手法の概要 

図 5.4.1に本手法の概要を示す。本手法は弾塑性多質点系の最上階床における知覚時間を，弾性

1 質点系（詳細は 5.4.2節）を用いて予測する（図5.4.1(a)）。なお，弾性周期 eTおよび等価減衰 eh

の弾性 1質点系における最上階（n - 1階）の知覚時間 1tPは，最上階における 1次の刺激関数 1β 1φ 

n-1と応答 -
!⬚ ���の積から求まる最上階床の速度応答より算出する（図 5.4.1(a)）。 

本論文で提案する予測手法は応答スペクトル法と同様の手順であり，以下に示す（図 5.4.1(b)）。本

手法は，応答スペクトルに知覚時間スペクトルを用い，減衰補正式に知覚時間補正係数 Ch (h , T )

（詳細は 5.4.3節に示す）を導入する。 

Step1：弾性 1 質点系の知覚時間と弾性周期の関係を表した知覚時間スペクトル StP (h0 , T )を用い

て，主架構の1 次固有周期 1Tfにおける知覚時間を求める。ここで，h0は基準となる減衰定数を示

す。 

Step2：知覚時間スペクトル StP (h0 , T )を用いて，想定するダンパー配置の弾性周期 eT における知

覚時間 StP (h0 , eT )を求め，ダンパー付加による周期変動を評価する。 

Step3：知覚時間補正係数Ch (h , T )を用いて，想定するダンパー配置の等価減衰 ehにおける知覚時

間 StP (eh , eT )を求め，ダンパー付加による減衰変動を評価する。 

以上より，弾塑性多質点系の最上階床における知覚時間 tPは，弾性1 質点系の知覚時間 StP (eh, eT )
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に近似され，知覚時間短縮係数Ch (h , T )を用いて次式で表現できる。 �� * .��
 ℎ�⬚ , 1�⬚ � * 23� ℎ�⬚ , 1�⬚ � ∙ .���ℎ , 1�⬚ �      (5-7) 

知覚時間スペクトルは能島の闘値超過継続時間スペクトル 5), 21)と類似するが下記の特徴を持つ。 

(1) 評価の目的：闘値超過継続時間スペクトルは，主に地震動の評価に用いられるのに対して，

知覚時間スペクトルは制振構造の制振性能評価に用いる。 

(2) 判定値：闘値超過継続時間スペクトルは高橋ら 8)の評価基準や長周期地震動階級 10)を用いて

いるのに対して，知覚時間スペクトルは居住指針 11)の評価基準を用いる。 

(3) 減衰定数：闘値超過継続時間スペクトルは慣習的に使用されている減衰 5%に限定されるの

に対して，基準となる減衰定数 h0を用いて設定した知覚時間スペクトル StP (h0, T )は，知覚時

間補正係数Ch (h , T )（後述）を用いて減衰定数の影響を簡易的に考慮できる。 

 

 

5.4.2 弾性１質点系による知覚時間 

弾塑性多質点系の地震による知覚時間を模擬する等価 1 質点系について示す。地震における等

価 1 質点系に関して，エネルギーに着目した秋山の研究 22)や最大応答に着目した笠井らの研究 4)

がある。簡易的に応答を評価するために，1組の等価減衰・等価周期を持つ等価 1質点系が用いら

れるが，弾塑性多質点系の応答波形を時々刻々再現することは不可能である 4)。 

知覚時間に着目すると，下記①～③の特徴を持つことを確認した。 

① 知覚時間は 1次モードのみで評価可能である（5.3.4節）。 

② 知覚時間の終点時間が弾性応答を示す終盤区間または自由振動区間内である（5.3.3 節）。 

③ 終盤における地震終了までの弾性応答区間が十分に長い場合，弾性多質点系が弾塑性多質点

系の知覚時間を模擬できる（5.3.5節）。 

以上より，本論文では，弾性時の等価減衰 eh・弾性周期 eTを持つ弾性 1質点系を用いて弾塑性

多質点系の知覚時間を予測する。弾性 1質点系は，4章に示す等価線形化法に基づき作成する。 

図5.4.1 本手法の概要 
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図 5.4.2 に弾塑性 30 質点系および弾性１質点系の速度波形を示す。代表して，履歴ダンパーの

塑性化の程度が最も大きい告示Hの結果を示す。最大応答（最大層せん断力，最大層間変形およ

び最大相対変位）を用いて等価線形化法に基づき作成した等価 1質点系の応答結果も重ねて示す。

最大応答を示す 100s 付近に着目すると，HD15 およびVD15 ともに，最大応答を用いて作成した

等価 1質点系の応答結果は，弾塑性30質点系の最大速度応答を概ね捉えているが，知覚時間に大

きく影響を与える終盤に着目すると，最大応答を用いて作成した等価 1 質点系の応答結果は，弾

塑性 30質点系の速度応答を捉えていない。これは，ダンパー変形が降伏変形以下となる終盤以降

の時間帯において，最大応答を用いて作成した等価 1 質点系では等価減衰および等価周期を大き

く見込みすぎているためと考えられる。一方，弾性１質点系は，ダンパー変形が降伏する中盤で

は弾塑性 30 質点系の応答を上回っているが，終盤に着目すると位相・振幅ともに弾塑性 30 質点

系の応答を概ね模擬できている。 

図 5.4.3 に30質点系の知覚時間と等価 1質点系の知覚時間の比較を示す。図5.4.3(a)に示すよう

に，最大応答を用いて作成した等価 1質点系の知覚時間は，30質点系の知覚時間を大きく外れる

ケースがあるが，図 5.4.3(b)に示すように，弾性 1質点系の知覚時間は概ね±10 %以内であり，知

覚時間を用いた制振性能評価をする上で十分有効である。 

 

5.4.3 知覚時間補正係数Chの提案 

次に，減衰定数 h が知覚時間に与える影響について示す。3 章で示した制振構造における弾性時

の等価減衰 eh は約 1.0～4.6 %程度である。弾性時に 5 %を超えるのは制振効率の高い架構に粘性

系ダンパーを主に配置したケースに限られ，一律 5 %のスペクトルを用いて知覚時間を評価する

ことは危険側の評価となり得る。そこで，減衰定数 h が知覚時間に与える影響を簡易的に評価で

きるよう，本手法は知覚時間補正係数Ch (h , T )を導入する。また，Ch (h , T )は様々なケースの 1質

点系の応答結果に適合する式を提案する。 

知覚時間補正係数Ch (h , T )は，次式の通り，基準となる減衰定数h0（本論文ではh0 = 2 %とする）

における知覚時間スペクトルStP (h0 , T )に対する減衰定数hにおける知覚時間StP (h , T )と定義する。 23�ℎ, 1� � .���ℎ, 1� .���ℎ , 1�⁄       (5-8) 

適合式を設定するために用いる 1 質点系は，様々なダンパー配置を想定した超高層建物を対象と

し，周期Tは1.6～6.0秒（0.2 秒刻み），減衰定数 hは1.0, 1.25, 1.5, 1.75, 2.0, 2.25, 2.5, 2.75, 3.0, 4.0, 5.0

および 10 %とする。検討用入力地震動は，5.3節に示す 5波とする。 

 

 

 

図 5.4.2 30質点系と 1質点系の相対速度波形（30階床，告示H） 
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(a) 最大応答を等価          (b) 弾性 1質点系 

図5.4.3 30質点系の知覚時間と等価1質点系の知覚時間の比較 

 

上記の条件における応答解析結果から求めたCh (h , T )の 5 波平均と周期 T および減衰定数 h の

関係を図 5.4.4 に示す。代表して，h は 1.0, 1.5, 2.0, 5.0 および 10 %，T は 2.0, 4.0 および 5.0 秒を示

し，提案式（後述）も重ねて示す。図5.4.4(a)より，ばらつきはあるもののCh (h , T )はTに対して

概ね比例関係となり，h < 2 %の場合に右肩上がり，h > 2 %の場合に右肩下がりの傾向を示す。図

5.4.4(b)より，Ch (h , T )は hに対して減少傾向を示し，h≧2 %では傾きが小さくなる。また，Tが短

いほど hに対するCh (h , T )の変化は鈍い傾向を示す。 

以上の傾向を踏まえ，各周期において 5 波平均の Ch (h , T )に可能な限り適合するように設定し

た提案式は下式で表現する。 

23�ℎ, 1� � 50.761ℎ; . < � =0.258 & 0.065 ln�ℎ�B�1 � 1.6�       �ℎ C 0.02�1                                                                                            �ℎ � 0.02�0.761ℎ; . < � =0.0291 & 0.0074 ln�ℎ�B�1 � 1.6�  �ℎ F 0.02�     (5-9) 

第一項がT = 1.6s における減衰定数依存を表す。第二項が周期依存を表し，減衰定数による傾き

の変化を表現する。図 5.4.4(a)より，提案式は各減衰定数において，5 波平均の応答結果の概ね平

均を捉えている。 

 

(a) 周期                                  (b) 減衰 

 

図5.4.4 知覚時間補正係数Chと周期および減衰の関係 
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5.5 時刻歴応答解析による精度検証 

多質点系の応答結果を精算値として提案手法の精度検証を行う。検討用建物は，4章に示した地

上 30階の超高層鋼構造建物を用いる。入力地震動は5.3 節に示す5波に，2003年十勝沖地震の苫

小牧HKD129 
15)（以後，TOMA），2004 年新潟県中越沖地震の新宿 TKY007 

15)（以後，NIIGATA）

および付録5D に示したTOHOKU600を加えた計 8波を用いる。 

検討用入力地震動 8 波における知覚時間スペクトル StP (h0 = 2% , T )を図 5.4.5 に示す。知覚時間

スペクトルは，弾性 1質点系の応答に最上階における刺激関数 1β 1φ n-1 = 1.34（F30および，後述す

るF16，F23， F38における最上階の刺激関数の平均値）を考慮した最上階の速度応答を用いて算

出する。 

 

図5.4.5 知覚時間スペクトルStP(h0=2% ,T)（1β 1φn-1=1.34） 

 

全てのケースにおける，応答結果より求まる知覚時間 tPと本手法により求まる知覚時間 StP (eh, 

eT )の比較を図 5.4.6 に示す。本手法より算出した知覚時間は応答結果に対して概ね±10%以内の

誤差であり，知覚時間を用いた制振性能評価をする上で十分有効である。なお，本手法の適用範

囲拡大のために様々な建物に適用した結果を付録 5Fに示す。 

 

図 5.4.6 本手法により求めた知覚時間と応答結果の比較 
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5.6 まとめ 

本章では，今後想定される長周期地震動による建物の応答中に居住者が不安や不快を感じ続け

る時間（知覚時間）を事前に把握するために，超高層鋼構造制振建物における知覚時間を簡易的

に予測する手法を提案した。 

様々なダンパー配置・種類を適用した地上 30階建物における時刻歴応答解析結果により，ダン

パー配置が知覚時間に与える影響を分析した。また，分析結果に基づき弾性 1 質点系を用いた知

覚時間の予測法を提案した。以下に得られた知見を示す。 

1) 知覚時間は，既往研究を参考に，応答値の絶対値が判定値を最初に超えた時から最後に下回

るまでの時間と定義し，判定値は居住指針の性能評価基準とした。 

2) 時刻歴応答解析結果により，弾性時の等価減衰が大きいほど，ダンパー配置による知覚時間

の短縮効果は大きいことを確認した。知覚時間を短くするためには知覚時間の終了時間を早

めること，特に後揺れ時間を短縮することが重要であることを確認した。 

3) 時刻歴応答解析結果により下記 iおよび ii を確認した。また，下記 iおよび iiを満足すれば，

弾塑性多質点系の地震による知覚時間は，弾性 1質点系により模擬できることを示した。 

i. 知覚時間が 1次モードのみで評価可能であること（5.3.4 節）。 

ii. 地震終了までの弾性応答区間が十分に長いこと（5.3.5節）。 

4) 超高層鋼構造制振建物の知覚時間を簡易的に予測するために，弾性 1 質点系による知覚時間

と固有周期の関係を表した知覚時間スペクトル StP (h,T )を用いて周期変動を評価し，知覚時

間補正係数Ch(h,T )を導入し減衰変動を評価する手法を提案した。 

5) 限定された例題建物による検証ではあるが，様々なダンパー配置を行った地上 30 階に提案

手法を適用し，知覚時間を用いた制振性能評価をする上で十分有効な精度であることを確認

した。なお，適用範囲拡大のために，地上 16階，23階および 38階の 3つの建物に対して精

度検証を行った（付録 5F）。 

 

提案する予測法の検討結果に基づく適用範囲を以下に列挙する。 

① 知覚時間の評価は弾性時の周期と減衰が重要となるため，主架構は弾性挙動を示し，構造減

衰は線形粘性であること（5.3節） 

② 相対速度による知覚時間が絶対速度による知覚時間から大きく外れないこと（付録 5A） 

③ 建物全体の弾性周期が 1.6～6.0s，等価減衰が 1～10%であること（5.4節，付録 5F） 

④ 弾塑性系の知覚時間が弾性系で模擬できること（本論文の検討範囲は，弾性応答区間が概ね

20以上）（5.3.5 節，付録5E） 

 

知覚時間は弾性時（小変形時）の周期と減衰の評価が重要となる。ガタなどの影響を考慮した

微小振幅時のダンパー性能については，情報の充実が望まれる。 

本検討は，限定された地震波に対する検討である。適用範囲の拡大および模擬地震波の作成方

法が知覚時間に与える影響については今後の課題とする。 
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付録5A 絶対速度による知覚時間と相対速度による知覚時間 

市販の応答解析ソフトにおいて，相対速度は出力されるが絶対速度は出力されず，絶対速度は

地動速度と相対速度を個別に出力し時々刻々足し合わせて算出される。相対速度により知覚時間

を評価できれば，応答評価が容易となる。本節では絶対速度および相対速度それぞれから求めた

知覚時間を比較し，知覚時間の評価に相対速度を用いても影響が小さいことを確認する。 

知覚時間は 1次モードのみで評価可能であるため（5.3.4 節），検討に1 質点減衰系を用いる。検討

対象とする周期Tは 2.0s～6.0s（0.5s刻み），減衰定数 hは 1.0%～5.0%（1.0%刻み）とする。検討

用入力地震動は，5.3.1節の長周期地震動以外に，設計で多く用いられるEL CENTRO 1940 NS波

（以後，EL）およびTAFT 1952 EW 波（以後，TAFT）の観測波 2 波を加えた計 7 波とする。絶

対速度は，地動速度と相対速度を時々刻々足し合わせて算出する。なお，地動速度は地動加速度

にTrifunacの方法による積分 23)を用いて算出する。 

知覚時間を評価する高さを最上階とすると，最上階における 1 次モードの刺激関数は約 1.27～

1.50 の間に存在すると考えられるため 24), 25)，1.27 および 1.50 について検討する。なお，3 章およ

び 4 章で示したF16，F23，F30 およびF38 における弾性時の刺激関数は 1.29～1.40 である。最上

階床位置の相対速度 G
!⬚ �;!���は，1質点減衰系の応答結果を用いて次式より求める。 G
!⬚ �;!��� � 
 H!⬚ I�;!!⬚ � -
!⬚ ���        (5A-1) 

ここで，-
!⬚ ���は1次の相対速度，H!⬚ I�;!!⬚ は弾性 1次における最上階床位置の刺激関数を示す。  

図 5A-1 にHACHI における絶対速度波形と相対速度波形の比較を示す。図 5.3.5(b)よりHACHI

の卓越周期 2.5s を地動周期とすると，地動周期が固有周期 2.0s に比べて長い場合（図 5A-1(a)），

地震動と建物応答は同位相 20)となり，主要動部の絶対速度の振幅は相対速度の振幅より大きい傾

向を示す。地動周期が固有周期 6.0s に比べて短い場合（図 5A-1(b)），地震動と建物応答は逆位相

20)となり，主要動部の絶対速度の振幅は相対速度の振幅より小さい傾向を示す。100s 以降につい

ては，いずれも絶対速度と相対速度の振幅は同程度である。 

図 5A-2に絶対速度および相対速度それぞれから算出した知覚時間 tP (絶対)，tP (相対)を示す。tP 

(相対)は tP (絶対)に対して概ね±10%以内であり，知覚時間の評価に相対速度を用いても十分有効

である。 

 

 

(a) 刺激関数=1.27         (b) 刺激関数=1.50 

図5A-2 知覚時間tPの比較  
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付録5B 各ケースのtP，tPstartおよびtPend 

各ケースの tP，tP startおよび tP endを付表 5B-1 に示す。 

付表5B-1 各ケースのtP，tP startおよびtP end 

 

 

(a) t P
Frame HD30 HD25 HD20 HD15 HD10 HD05 VD05 VD10 VD15 VD20 VD25 VD30 HV30

392 375 356 324 232 229 220 229 220 219 219 219 219 253

665 615 636 627 611 585 478 585 478 481 494 494 494 598

233 216 211 211 208 196 195 196 195 177 177 173 177 204

383 397 396 368 310 274 254 286 260 254 255 255 253 297

291 323 319 321 297 288 280 288 282 273 273 211 210 344

(b) t Pstart
Frame HD30 HD25 HD20 HD15 HD10 HD05 VD05 VD10 VD15 VD20 VD25 VD30 HV30

8 3 3 3 6 6 7 7 8 8 8 8 8 6

26 54 54 55 55 56 56 56 56 56 56 56 56 56

24 16 16 16 19 19 19 19 19 19 19 24 19 19

67 53 53 62 62 67 67 67 67 67 67 67 67 67

TA 25 24 24 24 24 24 25 24 25 25 25 25 25 24

(c) t Pend
Frame HD30 HD25 HD20 HD15 HD10 HD05 VD05 VD10 VD15 VD20 VD25 VD30 HV30

400 378 359 327 237 236 226 236 227 227 227 227 227 258

691 670 691 681 665 642 535 642 535 537 550 550 550 655

257 232 227 227 227 215 215 215 215 197 197 197 197 223

450 450 449 430 372 341 321 353 327 321 322 322 320 363

TA 316 347 343 345 321 312 305 312 307 298 297 235 235 368

TA

Model

告示H

KA1

HACHI

TOHOKU

Model

告示H

KA1

HACHI

TOHOKU

Model

告示H

KA1

HACHI

TOHOKU
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付録5C 自由振動区間に着目した評価 

5.3.4節より，地震終了以降の自由振動中は 1次モードの寄与率が高いことを確認した。本節で

は等価 1質点系による自由振動解を用いて目標速度までにかかる時間を導出する。 

自由振動時の1 質点系における自由振動解 20)より，初期変位 d0および初期速度 v0が与えられ

た場合，時刻 tにおける相対速度は次式となる。 

 G
��� � JK;3L� ∙ sin
√1 � ℎ'P� & Q�     (5C-1) 
  

振幅     位相 

ここで，h：減衰定数，ω：非減衰時の固有円振動数， 

 J � RS ' & TL�UV3WU�!;3X Y'
，Q � tan;! T� WU�!;3X

L�UV3WUY       (5C-2a,b) 

である。自由振動時の相対速度の振幅項Ae-h ω tがaA（a：低減率）となるまでにかかる時間 tFree

は，次式となる。 

 �\]�� � � ^'_3 log b                   (5C-3) 

式(5C-3)より tFreeは，固有周期に比例し，減衰定数に反比例する。固有周期の長い超高層建物の

自由振動時間が低層建物と比べて長いことが理解できる。 

 

付録5D 2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録 

図 5.3.6で示したTOHOKUにおける応答波形が 300sで十分に収束していない状態であるた

め，新宿TKY007における連続する 2つの観測記録を繋げた入力時間 600 sの波形（以後，

TOHOKU600）についても検討する。地震波の加速度波形を図 5D-1に示す。また，30階床の相

対速度応答波形を図 5D-2，tP /tPfを図5D-3に示す。図5D-2より，600sで応答は収束傾向にあ

る。図 5D-3より，2つの観測記録データを繋げた地震波における tP /tPfは，入力時間 300s

（TOHOKU）における tP /tPf（図 5.3.7）と比べて 10～20 %大きいが，各ダンパー配置における知

覚時間の短縮効果の傾向は概ね等しい。 

       

図5D-1 TOHOKU600の加速度波形 

       

 

図5D-2 30階床の相対速度応答波形 
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付録5E 弾性1質点系による弾塑性1質点系の知覚時間の評価 

弾塑性 1質点系の知覚時間が弾性 1質点系で模擬できることを確認する。図 5E-1に検討に用

いる解析モデルの概要を示す。弾性時の1 次固有周期T は 3, 4, 5s，減衰定数 h は 1, 2, 3, 5%，1次

剛性K1に対する 2次剛性K2の比率 p (＝K2 /K1) は 0.4, 0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9，建物重量Wに対する降

伏荷重Fyの比率αy (= Fy /W ) は 3, 4, 5, 10%をパラメータとする。減衰は弾性 1次固有周期に対して

h %となる初期剛性比例型とする。検討用入力地震動は5.3.1節と同様5 波とする。知覚時間算出

に用いる判定値は，5.3.1節同様，各弾性1 次固有周期に対応する判定値を用いる。 

図 5E-2に弾性1 質点系の知覚時間 etPと弾塑性 1質点系の知覚時間 ptPの比較を示す。告示H

の h = 1%において etP/ptPが±10%を超えるケースがあるが，その他は概ね±10%以下となる。本

検討における弾性応答区間は，etP/ptPが±10%を超える告示Hの h = 1%において 15 < (t0 - t1)/eT < 

35，その他については概ね(t0 - t1)/eT > 20であった。 

 

図 5E-3に弾性1 質点系の知覚時間 etPと弾塑性 1質点系の知覚時間 ptPの比率 etP/ ptPとパラメー

タの関係を示す。図 5E-3(a)より，hが大きいほど etP/ptPは 1.0に近づき，特に hが1～2 %の間で

変化が大きい。図 5E-3(b)より，pが大きいほど etP/ptPは 1に近づく傾向はあるが，pの影響は小

さい。図 5E-3(c)より，塑性率の大きかった告示Hはα yの影響が大きいが，他の地震波について

は影響が小さい。図 5E-3(d)より，h > 2%ではα yの影響が小さい。概ね etP/ptP≧1であり，弾性1

質点系を用いれば知覚時間は安全側の評価となる。TOHOKU波のように etP/ptP <1 となるケース

もあるが，知覚時間の評価において，影響は小さいと考えられる。これは中盤の弾塑性応答部分

の周期変動により，終盤の弾性応答との間に位相差が生じたためである。 

        

 (a) hとの関係（ p = 0.6 , α y = 4% ）        (b) pとの関係（h = 1% , α y = 4% ） 

        

(c) α yとの関係（ p = 0.6 , h = 1% ）        (d) α yとの関係（ p = 0.6 , h = 2% ） 

 

図5E-3 etP/ptPとパラメータの関係（T=3s）
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図5E-1 解析モデルの概要 

図5E-2 弾性1質点系の知覚時間 etPと弾塑性1質点系の知覚時間 ptPの比較 
告示H KA1 HACHI TOHOKU TA



120 

付録5F 様々な建物を用いた精度検証 

適用範囲拡大のために様々な建物に対して検討を行う検討用建物は，付録 4A に示した地上 16

階（F16），地上 23 階（F23），地上 38 階（F38）の超高層鋼構造建物を用いる。入力地震動は，

5.4節に示す計 8波を用いる。 

 

全てのケースにおける，応答結果より求まる知覚時間 tPと本手法により求まる知覚時間 StP (eh, 

eT )の比較を図 5F-2 に示す（地上 30 階の結果も示す）。NIIGATA の F38 において精度は劣るが，

本手法より算出した知覚時間は応答結果に対して概ね±10%以内の誤差であり，知覚時間を用い

た制振性能評価をする上で十分有効である。 

 

図 5F-2 本手法により求めた知覚時間と応答結果の比較 
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図5F-1 検討建物の概要 
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付録5G 知覚時間スペクトルが周期に対して一定であることについて 

図 5.4.5に示す通り，知覚時間スペクトルは周期に対して一定の形状を示す。一定の形状を示す

理由は下記 2つが考えられる。 

(1) 知覚時間の判定値が周期に比例（周期が長いほどゆれを感じにくい）すること 

なお，知覚時間の判定値が周期に一定の場合，知覚時間スペクトルは周期に対して増加するケー

スが多いことは確認している（図 5G-1）。 

 

図5G-1 判定値を一定にした時の知覚時間スペクトル 

 

(2) 知覚時間②が，地震中の応答継続時間③と後揺れ①で構成され（図 5G-2）、今回対象としてい

る長周期地震動は，周期に比例する後揺れ①の区間の割合が小さいこと 

 

図5G-2 相対速度波形 

 

付録5H 継続時間と知覚時間補正係数Chの関係 

継続時間と知覚時間補正係数 Chの関係について確認する。検討に用いる地震動は 5.3.1 節で示

した 5波とする。図5H-1に実効継続時間と知覚時間補正係数の関係を示す。なお，実効継続時間

は地震動加速度の二乗累積値が全累積値の 5%に達した時間から 95%に達する時間 13)とする。図

5H-1より，減衰定数によりばらつきはあるが，実効継続時間がChに与える影響は小さい。 

 

図5H-1 実効継続時間と知覚時間補正係数の関係 
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第 6章 

ダンパーを併用配置した制振建物の 

制振性能評価 

 

6.1 はじめに 

4 章では等価線形化法に基づく最大応答予測法により，5章では等価線形化法に基づく知覚時間

予測法により得られた応答が併用制振建物の応答を正確に捉えることを確認した。本章では，応

答予測法の過程で得られる評価指標に基づき，履歴ダンパーと粘性ダンパーを高さ方向に併用配

した超高層制振建物の制振性能評価をさまざまな視点から行う。 

本論文で扱う制振性能評価は，評価指標を用いた併用制振建物の性能評価，最大応答（予測値）

を用いた家具の転倒可能性の評価，性能曲線を用いた併用制振建物の性能評価，併用制振建物を

履歴ダンパー設置層と粘性ダンパー設置層をそれぞれ 1 質点に縮約した等価 2 質点系による動的

特性の評価，変形レベルに対する性能評価を示す。 

性能曲線については，1 種類のダンパーを対象とした既往の性能曲線 1)を併用制振建物に適用

し，2種類のダンパーを扱った性能曲線に展開し適用範囲の拡大を図る。また，従来の性能曲線は

構造安全性の評価において重要な指標である最大応答（層せん断力，最大加速度および最大変位）

のみに着目していたが，本論文では新たに，居住性評価において重要な指標となる最大加速度と

知覚時間を評価軸とした性能曲線を提案する。 

 

6.2 指標を用いた性能評価 

等価線形化法を適用することで，併用制振建物の動的特性が 1 組の等価減衰・等価周期で表現

され，異なるダンパー配置同士を同一尺度で評価できる。本節では，等価線形化法の過程で得ら

れた指標を用いて異なるダンパー配置同士を比較検討する。 

 

6.2.1 異なるダンパー配置同士の比較 

まず，最大応答の低減率について示す。主架構における最大変位 uf，最大加速度 Afおよび最大

せん断力Qfに対して，制振構造における最大変位 u，最大加速度Aおよび最大せん断力Qのそれ

ぞれの比を変位低減率 Rd，加速度低減率 Raもしくはせん断力低減率 Rqとすると，それぞれ次式

で表される 2)。 

�� = ��� = �� �	
��
��
��	
,�����
���,���  , ���= ��� = ��� = �� ���	


��
��	
,�����
���,���   (6-1a,b) 



 

125 

ここで，Spvは擬似速度スペクトルを表し，Spvが一定と仮定するとRd，Raおよび Rqは以下となる。 

�� = �� �	
��  , ���= ��� = �� ���	
  (6-2a,b) 

次に，知覚時間の低減率について示す。制振構造における知覚時間 tPの予測法を 5 章で示して

おり，弾塑性多質点系の最上階床における知覚時間 tPは，弾性時の弾性周期Teおよび等価減衰he

をもつ弾性 1 質点系の知覚時間 StP (Te, he)に近似され，知覚時間短縮係数Ch (T, h )を用いて次式で

表現できる。 �� ≈ ������ , ℎ�� ≈ ����� , ℎ�� ∙ ������ , ℎ �  (6-3) 

ここで，知覚時間補正係数Ch (T, h )は次式で評価する。 

����, ℎ� = !0.761ℎ'(.() − +0.258 + 0.065 ln�ℎ�2�� − 1.6�       �ℎ < 0.02�1                                                                                            �ℎ = 0.02�0.761ℎ'(.() − +0.0291 + 0.0074 ln�ℎ�2�� − 1.6�  �ℎ > 0.02�  (6-4) 

主架構における知覚時間 tPf に対する制振構造における知覚時間 tPの比を知覚時間低減率RtPとし，

次式で表す。 

ここで，スペクトルの形状より，知覚時間スペクトルStPが一定と仮定するとRtPは以下となる。 ��� = ��  (6-5) 

 

性能評価に用いる建物はこれまでに示してきた地上30階の超高層建物であり，ダンパー配置は

下層に履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを配置したモデル（HDシリーズ）とする。比較対象と

して，主架構（Frame），全層に履歴ダンパーを配置した HD30，全層に粘性ダンパーを配置した

VD30も用いる。入力地震動は告示Hとし，地震動のレベルは，稀に発生する地震動（レベル 1），

極めて稀に発生する地震動（レベル2）および余裕度検証用の地震動（レベル3）の 3ケースの結

果を示す。それぞれ告示波の 0.2倍，1.0倍，1.5倍とする。等価線形化法に基づく応答予測法を適

用し得られた建物全体のheq，Dh，Teq/Tf，Ch (Te , he ) / Ch (Tf , hf )，RdおよびRaを図 6.2.1 に示す。 

図 6.2.1(a)のheqsに着目すると，粘性ダンパー設置層が多いモデルほどheqsは大きく，地震動のレ

ベルが上がるほど履歴ダンパーの塑性化により heqは増加し，HD05 で最大となる。Dhは heqsに依

存する指標であることから，heqsと同様の傾向を示しHD05で最小となる（図 6.2.1(b)）。 

図 6.2.1(c)のTeq /Tfについて示す。VD30は周期変動が小さい。併用制振建物に着目すると，履歴

ダンパー設置層が多いほど周期変動は大きい（Teq /Tf が小さい）。地震動のレベルが上がるほど履

歴ダンパーの塑性化により周期変動は小さくなる。 

図 6.2.1(d)のCh (Te , he ) / Ch (Tf , hf )に着目すると，HD30およびHD25は主架構より微増で知覚時間

の低減効果が無い。粘性ダンパー設置層が多いほど低減が大きく，弾性時の等価減衰が最も大き

いVD30において知覚時間の低減効果が最も大きい。 

Rd（図 6.2.1(e)）は周期比と付加減衰による低減の積で決まる。レベル 1 では履歴ダンパーの塑

性化の程度が小さいため，粘性ダンパーによる付加減衰が大きいHD10およびHD05のRdが小さ

い。レベル2・3 になると，履歴ダンパーの塑性化の程度が大きくなり塑性化による付加減衰の効

果が大きいHD30 およびHD25 のRdが小さい。HD20 およびHD15 は両者の効果を持ちバランス

がとれている。 

Ra（図6.2.1(f )）は周期比の逆数と付加減衰による低減の積で決まる。レベル1は履歴ダンパー
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の塑性化の程度が小さく・付加剛性により周期変動が大きいため（短周期化），加速度の低減は小

さい。特にHD30～H15は主架構よりも応答が大きくなる（Raが 1.0を超える）。レベル 2・3にな

ると，履歴ダンパーの塑性化の程度が大きくなり周期変動が小さく・付加減衰の効果が大きいた

め，加速度が低減される（Raは小さい）。地震動のレベルに関係なく等価減衰が大きいVD30 はRa

が小さく，加速度応答の低減が大きい。 

粘性ダンパーを単独配置した VD30 は付加減衰効果により，地震動のレベルに関係なく変位・

加速度が低減される。履歴ダンパーを単独配置した HD30 は地震動のレベルに応じて周期変動と

付加減衰の変動が変化する。レベル 1 では加速度は大きくなり変位はある程度低減され，レベル

2 以上では周期変動が小さくなり付加減衰が大きくなり変位・加速度ともに低減される。特に変位

の低減は大きい。併用制振建物は HD30 と似た傾向を示すが，粘性ダンパー層が多いほど付加減

衰が大きいためHD15～HD05は地震動のレベルの変化による加速度の低減の幅は小さい。併用制

振建物にすることで単独配置のメリット・デメリットを補う性状を示し，制振効果が向上する。 

各モデルを並べて，建物全体の指標（heq，Dh，Teq/Tf，Sh (Te , he ) / Sh (Tf , hf )，RdおよびRa ）を比較

すると，異なるダンパー配置同士を定量的に評価できる。実務設計では，建物の要求性能と比較

検討結果を照らし合わせてダンパー配置を選定する。ただし，建物全体の指標のみで評価すると，

併用制振建物のように境界層付近の変形が増大する傾向を把握できないため，別途各層の最大変

形に対して比較検討することが望ましい。 

 

図6.2.1 各モデルの評価指標 
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6.2.2 家具の転倒可能性の評価 

家具の転倒可能性の評価を示す。評価に用いる転倒可能性曲線 3)は，転倒限界加速度 4)A0（家具

の転倒に必要な水平方向の加速度の下限値）および転倒率 50%の加速度 5)AR50とし，次式で表現さ

れる。 8( = 9� :  (Fe < Fbのとき)  (6-6) 

8( = ; 9<=∙� :> ?�  (Fe≧Fbのとき)  (6-7) 

ここで，bは家具の半幅，hは家具の重心高さ（高さ 2hの半分とする），g は重力加速度 (=80cm/s2)，

Fb (= 11 √ℎ⁄  )は家具の寸法から決まる境界振動数である。 8BC( = 9� : ;1 + 9�>  (Fe < Fb
’のとき)  (6-8) 

8BC( = 9� : ;1 + 9�> D<=E ?� = 89 9√� ;1 + 9�>F.C ∙ ?�  (Fe≧Fb
’のとき)  (6-9) 

ここで，?9G = DD√� ;1 + 9�>'D.C
 

なお，キャビネットサイズを文献 3)に合わせて 2 倍表記しているため，文献 5)に示されている式

と係数が異なることに注意をされたい。 

検討対象の家具は，事務所で一般的に使用される (a) 高さ(2h = ) 110cm×奥行(2b = ) 45cm のキ

ャビネットと(b) 高さ210cm×奥行45cmのキャビネットとする（図6.2.2）。 

 

図 6.2.3 に転倒可能性曲線と各モデルの代表加速度の関係を示す。各モデルの等価振動数 Fe は

弾性時の 1 次固有振動数とする。なお，横軸は周期とする。代表加速度は，最大応答予測法によ

り求めた告示H における予測値を用いる。地震動のレベルは，レベル 1，レベル 2 およびレベル

3 の 3ケースの結果を示す。図 6.2.3(a)の高さ 110cmのキャビネットに着目すると，いずれのモデ

ルも代表加速度が転倒限界加速度以下であり転倒の可能性が低い。粘性ダンパーを単独配置した

VD30 は付加減衰効果により加速度が低減され，地震動のレベルに関係なく履歴ダンパーを単独

配置した HD30 よりも加速度が小さく家具の転倒可能性は低い。併用制振建物において，レベル

1 および 2 では粘性ダンパー設置層が多いモデルほど加速度が小さいため家具の転倒可能性は低

い。レベル 3 になると，履歴ダンパーの塑性化の程度が大きくなり周期変動が小さく・付加減衰

の効果が大きいため，HD10およびHD05はVD30よりも家具の転倒可能性が低くなる。図 6.2.3(b)

2h
=1
10
cm
 

2b=45cm 

(a) 高さ110cm×奥行45cm 

21
0c
m 

45cm 

(b) 高さ210cm×奥行45cm 

図6.2.2 検討対象のキャビネットのサイズ 
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の高さ 210cmのキャビネットに着目すると，レベル 3においてFrameの代表加速度が転倒限界加

速度を上回り転倒の可能性が高いが，ダンパーを配置したモデルはいずれも転倒の可能性が低い。 

予測値と転倒可能性曲線を用いることで，簡易的に家具の転倒可能性を評価できることを示し

た。ただし，ここで示す最大加速度は等価 1 質点系の代表加速度であり，各階の分布および高次

モードが考慮されていないことに注意されたい。これらを考慮した評価法については今後の課題

とする。 

 

 

  (a) 高さ 110cm×奥行45cmのキャビネット     (b) 高さ 210cm×奥行 45cmのキャビネット 

図6.2.3 各モデルの家具の転倒評価 （凡例： ） 

 

6.3 性能曲線を用いた性能評価 

本節では，応答予測法の過程で得られる建物全体の周期比Teq / Tfおよび等価減衰heqを変数とし

た性能曲線を用いた性能評価ついて示す。性能曲線は，与えられた入力地震動に対し，制振構造

の応答が主架構の応答に対してどれだけ変化するか（応答低減率）を構成要素のパラメータ（変

数）の連続関数として表現される。また，性能曲線により制振構造の動的特性を包括的に把握で

きるだけでなく，目標となる応答低減率と変数の関係を用いてダンパーまたは主架構の概略設計

ができる。 

構造安全性の評価において重要な指標である層せん断力および変位に着目した従来の性能曲線

に加え，本論文では新たに，居住性評価において重要な指標となる加速度と知覚時間を評価軸と

した性能曲線を提案する。最大加速度は家具の転倒例えば 3)や人間の振動感覚 6)の評価に用いられ，

知覚時間（応答値の絶対値が判定値を最初に超えた時から最後に下回る時までの時間）は建物の

応答中に居住者が不安や不快を感じ続けた時間を評価するために用いられる。 

従来の性能曲線 1)と異なる点は，1種類のダンパーではなく 2種類のダンパーを扱った性能曲線

である。 

Teq / Tfおよび heqを変化させた場合のRd，Rq，RaおよびRtPの曲線を性能曲線と定義し，図 6.3.1

に示す。居住性評価に直結するRtP -Ra曲線において，主架構のTf は4.46sとし，主架構の hfは1 %

とする。構造安全性に直結する Rd -Rq曲線に着目すると，Teq / Tfが小さくなる（履歴ダンパーを設
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置する）と，Rqは増加しRdは減少する。heqが大きくなる（粘性ダンパーを設置する・履歴ダンパ

ーの塑性化）と，Rq および Rd ともに減少する。居住性評価に直結する RtP -Ra 曲線に着目すると，

Teq / Tfが小さくなるとRaは増加し，h < 2 %の場合RtPは減少し，h > 2 %の場合RtPは僅かだが増加す

る。heqが大きくなるとRaおよびRtPともに減少し，RtPはh > 2 %の場合減少が鈍い。 

 

具体例として，HD15の性能曲線を図 6.3.2に示す。履歴ダンパーの塑性化の影響は，告示H（レ

ベル 2）の結果を用いる。①履歴ダンパー（弾性）を設置，②粘性ダンパー設置，③履歴ダンパー

の塑性化の各プロットより，併用制振建物の動的特性が把握できる。 

以上より，応答予測法を理解することで制振効果を把握できる。また，性能曲線を用いること

で目標性能を満たすためにどのような調整が必要か容易に判断できる。応答低減率（Rd , Ra , Rq , 

RtP）はダンパー非設置時（主架構）の応答に対する相対的な値であり，どの地震レベルにも適用

できるものである。 

 

 
(a) R dとR qの関係          (b) RtPとRaの関係 ( Tf = 4.46s , hf = 1% ) 

図6.3.2 HD15の性能曲線 
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図6.3.1 併用制振建物の性能曲線 

(a) R dとR qの関係 (b) RtPとRaの関係 ( Tf = 4.46s) 
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6.4 等価2質点系による動的特性の評価 

本節では，併用制振建物を履歴ダンパー設置層と粘性ダンパー設置層の 2 質点に縮約したモデ

ルを用いて，評価指標を導出し，併用制振建物の動的特性を把握する。 

 

6.4.1 評価の概要と等価2質点系に縮約の概要 

等価 1 質点系を用いた評価の場合（6.3 節），履歴ダンパーと粘性ダンパーの指標が 1 組の等価

減衰・等価周期で表現されてしまい，履歴ダンパーと粘性ダンパーそれぞれのダンパー量が動的

特性に与える影響を評価しにくい。そこで本節では，履歴ダンパーと粘性ダンパーのダンパー量

の関係が建物全体の h eqおよびTeq /Tfに与える影響を把握するために等価 2質点系を用いて評価す

る。下層に履歴ダンパーを設置したケースにおける検討の概要を図6.4.1に示す。多質点系の境界

層 b である履歴ダンパー層と粘性ダンパー層をそれぞれ 1 質点系とする等価 2 質点系に縮約し，

それに等価線形化法（4.2節）を適用することで，建物全体の heqおよびTeq / Tfを等価 2質点系の履

歴ダンパー層と粘性ダンパー層の諸元と直接関係づける。 

 

 

 

これまでに等価 2 質点系を用いた分析や縮約に関して多くの研究がなされ，多質点系パッシブ

制振構造に限定すると，例えば文献 7),8)がある。本論文では，多質点系から等価 2 質点系に縮約

する方法として等価減衰を評価できる文献 7)の方法を用いる。下記 A)～C)の等価性条件により，

履歴ダンパー設置層と粘性ダンパー設置層をそれぞれ 1 質点とする等価 2 質点系に縮約する。等

価 2質点系の諸元には (
－)を付け，上層の諸元には右添え字 u (upper layer)を付け，下層の諸元には

右添え字 l (lower layer)を付ける。 

A) 多質点系と等価 2質点系それぞれの 1次固有円振動数を等価：H�� = HI�� 

B) 多質点系と等価 2質点系それぞれの等価減衰を等価： ℎ�� = ℎJ�� 

C) 最上層と境界層の 1次モード比を等価：KL K9⁄ = KJ� KJM⁄  

ここで，等価 2 質点系の質量は履歴ダンパー設置層と粘性ダンパー設置層それぞれの質量の合計

（NI M = ∑ NP9PQD  , NI� = ∑ NPLPQ9RD ）とし，指定する多質点系の 1次モードは境界層の固有モード

ubと最上層の固有モードuNとする。 

 

建物全体の等価減衰heq 

建物全体の等価周期Teq 

等価 

質量mu 

等価減衰hu 

等価剛性Ku 

質量ml 

等価減衰hl 

等価剛性Kl 

uN 

ub 

VD 

HD 

Bb+1=Bu 

uu 

ul 

縮約 

図6.4.1 動的特性検討の概要（HD20の場合[b=20層]） 

B1=Bl =1.0 

最上層(N ) 

境界層(b) 
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6.4.2 動的特性の導出 

ダンパー量が変化してもb+1層（上層）の層せん断力係数Bb+1( =SJ�  )は変化しないものと仮定し，

等価 2 質点系に等価線形化法を適用すると，建物全体の Teqおよび heqは次式となり，履歴ダンパ

ー設置層（下層）と粘性ダンパー設置層（上層）の諸元を用いて直接評価できる。等価 2 質点系

を介して等価1 質点系にした時の等価周期と等価減衰の精度検証は付録 6Bに示す。 

��� = 2TUVI WXJ W + VI YXJ W + VI YXJ Y ∙ SJ�  (6-10) 

ℎ�� = ∑ �IZ⋅\I 	,ZYZ]W∑ \I 	,ZYZ]W = ÎY�IWR ÎW�IY_JỲÎYR ÎW_JỲ    (6-11) 

式(6-10)および式(6-11)を用いて履歴ダンパー設置層と粘性ダンパー設置層の諸元を変化させた

ときの動的特性（Teqおよびheq）を図6.4.2に示す。等価剛性aI�  , aIMの変化は主架構の剛性aI �  , aI M
に対する比率で表現し，1.0は主架構と同じ剛性を示す。下層に履歴ダンパーを設置したHDシリ

ーズは，aI�を固定し（VD追加による剛性の変化が微小），ℎJ�の増加（VD 追加），aIMの増加（HD

追加），ℎJMの増加（HDの塑性化）による動的特性の変化を，図 6.4.2 (a)～(c)より読み取ることがで

きる。下層に粘性ダンパーを設置したVD シリーズは，aIMを固定し（VD 追加による剛性の変化が

微小），ℎJMの増加（VD追加），aI�の増加（HD追加）による動的特性の変化を，図 6.4.2 (d)より読

み取ることができる。式(6-10)および式(6-11)に示す通り，動的特性はSJ�により重みづけられ，下

層の諸元（aIM  , ℎJM）と比べて上層の諸元（aI�  , ℎJ�）が動的特性に与える影響は相対的に小さい。 
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6.5 変形レベルに対する性能評価 

6.2～6.4節に示した評価法は特定の外力レベルに対する評価である。本節では，外力レベルが変

化したときの動的特性を評価する方法を示す。 

概略設計された主架構とダンパーからなる制振構造を用いて下記の手順で求める。下記の方法

は 4.2 節の最大応答予測法に基づくが，各ステップの層せん断力 Qiが仮定されているため変形を

算出する時に収斂計算を必要としない。 

1) 制振構造における等価せん断モデル（3章）および各層のシステムの履歴曲線を設定する。 

2) ベースシアー係数 Cbを仮定し，Ai分布を用いて制振構造の層せん断力Qiを設定する。 

3) 1)のQiと各層の等価剛性Keqiより，各層の層間変形δ iおよび相対変位uiを求める。 

4) 各層の等価減衰 heqi（ランダム性考慮）を求める。 

5) 建物全体の等価周期Teq，等価減衰 heq，代表変位 Sdを求める。 

6) ベースシアー係数 Cbを変化させて，2)～5)を繰り返す。 

7) 各ステップで求めた代表変位 Sd（横軸）と各指標（縦軸）の関係をプロットする。 

石井ら 9) ~ 11) は，動的付加系要素を模擬した静的付加系要素を骨組モデルに組み込み，静的増分

解析の各ステップから等価周期と等価減衰を求め，応答予測まで展開している。本論文は石井ら

の手法と同様であるが，骨組モデルの静的増分解析を用いず表計算のみで算出可能である。 

図 6.5.1 にheq - Sd関係，図6.5.2 にTeq - Sd関係を示す。等価減衰 heqは，主架構，履歴ダンパーお

よび粘性ダンパーの寄与分がわかるように 4.2 節の式(4-8)を用いて各項に分けて図示する。また，

地震動のレベルが把握できるよう，レベル 1～3 の Sdを重ねて示す。図 6.5.2 には定常状態解析結

果を 1 次モードの結果として重ねて示す。なお，定常状態解析の詳細については付録 6C に示す。 

図 6.5.1 および図 6.5.2 より，履歴ダンパーを下層部に配置したHD30 およびHD15 に着目する

と，等価減衰定数は小変形時に小さく・大変形時に大きく，等価周期は小変形時に短く・大変形

時に主架構の周期に近づくという特徴を示す。これは，小変形時は周期変動により応答が低減し

（等価減衰による応答低減は小さい），大変形時は等価減衰により応答が低減する（周期変動によ

る応答低減は小さい）という特徴を持つ。HD15はHD30と比べて小変形時（弾性時）の等価減衰

定数が約 0.6%大きいため，後揺れ抑制にも効果があるシステムである。粘性ダンパーを下層部に

配置した VD30 および VD15 に着目すると，小変形時から大変形時にかけて等価減衰定数が安定

して大きく，周期変動は小さいという特徴を示す。これは，小変形時から大変形時にかけて等価

減衰により応答が低減し，周期変動による応答低減は微小であるという特徴を持つ。VD30および

VD15 ともに小変形時（弾性時）の等価減衰定数が HD15 と比べて約 3～4%大きいため，後揺れ

抑制に効果があるシステムである。 

図 6.5.2より，定常状態解析結果は概ねTeq - Sd曲線付近に分布し，1次モードの等価周期を評価

できている。Teq - Sd曲線はAi分布による層せん断力から求めた変形分布を用いており，定常状態

の変形分布と異なることが誤差の原因と考えられる。 

以上より，中小地震～余裕度検討用地震のように幅広い変形レベルに応じた動的特性を把握で

きる。 
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(a) HD30                   (b) HD15 

  

(c) VD30                  (d) VD15 

図 6.5.1 heq - Sd関係 

 

   

(a) HD30                  (b) HD15 

   

(c) VD30                  (d) VD15 

図 6.5.2 Teq - Sd関係（ ● 定常状態解析結果 ） 

 

次に，骨組特性値が動的特性に与える影響を確認する。図 6.5.3 に状態N・R（従来）および状

態 pN・pR（提案，3章）の骨組特性値を用いた時の heq-Sd関係を示す。HD15およびVD15両者に

着目すると，状態NR（従来法）から求めた粘性ダンパーの等価減衰は状態 pN・pR（提案法）と

比べて過大評価している。これは高さ方向に併用配置することで，粘性ダンパーにおける制振効

果の低下が考慮されていないためである。状態N・R（従来法）から求めた履歴ダンパーの等価減
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衰は状態 pN・pR（提案法）と比べて過小評価している。これは高さ方向に併用配置することで，

履歴ダンパーにおける制振効果の上昇が考慮されていないためである。全体の等価減衰に着目す

ると，いずれの変形状態において，状態N・R（従来法）は状態pN・pR（提案法）と比べて過大

評価し，設計時には応答低減を過大評価してしまうので注意が必要である。 

  

(a)HD15                  (b)VD15 

図 6.5.3 状態pN・pRと状態N・Rの比較：heq-Sd関係 

 

6.6 まとめ 

応答予測法の過程で示した評価指標に基づき，併用制振建物の制振性能評価についてさまざま

な視点で示した。 

1) 制振性能評価より，併用制振建物が単独配置よりも制振効果が向上していることを確認した。 

2) 従来の構造安全性の評価において重要な指標である層せん断力および変位に着目した性能曲

線に加え，居住性評価において重要な指標となる加速度と知覚時間を評価軸とした性能曲線

を新たに提案した。応答予測の過程で得られる評価指標（等価減衰および等価剛性）と応答の

関係から制振性能が可視化され，ダンパー種および配置の異なる建物同士を同一尺度で定量

的に評価できる。 

3) 等価 2 質点系を用いて導出した動的特性より，履歴ダンパーと粘性ダンパーのダンパー量と

建物全体のheqおよびTeq/Tfに与える影響を直接把握できる。 

4) 変形レベルに対する性能評価より，中小地震～余裕度検討用地震のように幅広い変形レベル

に応じた動的特性を把握できる。 
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付録6A 下層にVD・上層のHDのケースを含めた性能評価 

本節では，ダンパー配置は下層に粘性ダンパー・上層に履歴ダンパーを配置したモデル（VDシ

リーズ），3 層毎に交互に配置したモデル（AD）を含めた 13 ケースを比較する（図 6A.1）。等価

線形化法に基づく応答予測法を適用し得られた建物全体の heq，Dh，Teq/Tf，Sh (he , Te ) / Sh (hf , Tf )，Rd

およびRaを図6A.2に示す。 

heqs（図 6A.2(a)）および Dh（図 6A.2(b)）に着目すると，粘性ダンパー設置層が多いほど heqsは

大きく，HD05で最大となる。地震動のレベルが上がるほど heqは増加し，特にHDシリーズはheq

の変動が大きい。Dhは heqsに依存する指標であることから，heqsと同様の傾向を示しHD05で最小

となる。 

Teq /Tf（図 6A.2(c)）に着目する。粘性ダンパー設置層が多いVD30～VD20 は周期変動が非常に

小さい。履歴ダンパー設置層が多いほど周期変動は大きく（Teq /Tfが小さい），HDシリーズの方が

VDシリーズと比べて周期変動は大きい（Teq /Tfが小さい）。ただし，地震動レベルが大きくなるほ

どHDシリーズの周期変動は小さくなる。 

Ch (he , Te ) / Ch (hf , Tf )（図 6A.2(d)）に着目すると，HD30およびHD25は主架構より微増で知覚時

間の低減効果が無い。HDシリーズ・VDシリーズともに粘性ダンパー設置層が多いほど低減が大

きく，弾性時の等価減衰が最も大きいVD30が最も低減される。 

Rd（図 6A.2(e)）に着目すると，レベル 1 はHD シリーズの塑性化の程度が小さく付加減衰の効

果が小さいため，HDシリーズよりVDシリーズの方が低減される（Rdは小さい）。レベル 2・3に

なると，HDシリーズの塑性化の程度が大きくなり付加減衰の効果が大きいため，VD シリーズよ

りHDシリーズの方が低減される（Rdは小さい）。特にHD15～HD05においてRdが小さく，変位

応答の低減が大きい。 

Ra（図 6A.2(f)）に着目すると，レベル 1 はHD シリーズの塑性化の程度が小さく周期変動が大

きいため（短周期化），HD シリーズは Raが大きく主架構よりも応答が大きくなる。レベル 2・3

になると，HDシリーズの塑性化の程度が大きくなり周期変動が小さく・付加減衰の効果が大きい

ため，HDシリーズの加速度が低減される（Raは小さい）。地震動のレベルに関係なく等価減衰が

大きいVDシリーズ（VD05，VD10は除く）はRaが小さく，加速度応答の低減が大きい。 

 

 

HDシリーズ         VDシリーズ 

図6A.2 評価対象のダンパー配置 

粘性 

（VD） 

履歴 

（HD） 

HD25 20 15 10 05 AD VD25 20 15 10 05 



 

 

136 

 

図6A.2 各モデルの評価指標 
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付録6B 等価2質点系から求めた等価周期と等価減衰の確認 

6.4節で示した多質点系から等価2質点系を介して等価1質点系にした時の等価周期と等価減衰

が，多質点系から直接等価1 質点系にした時の等価周期と等価減衰（4.2節で示した方法）と一致

するか確認する。検討条件は，地上 30 階とし，ダンパー配置は併用配置 10 ケースとし，弾性シ

ステムと弾塑性システムとする。なお，弾塑性システムは告示H（レベル 2）の結果を用いる。図

6B.1に等価周期と等価減衰の比較を示す。横軸に 4.2節の方法から算出した値，縦軸に 6.4節の方

法から算出した値を示す。いずれも概ね5%以下の誤差であり良い対応を示す。等価 2質点系によ

り算出した等価周期と等価減衰を用いて動的特性を評価しても問題ないと考える。 

    

図 6B.1 等価周期と等価減衰の比較 

 

第6章の参考文献 

1) パッシブ制振構造設計・施工マニュアル 第 3版，（社）日本免震構造会（JSSI），2013.11 

2) 笠井和彦，伊藤浩資，渡辺厚：等価線形化法による一質点系弾塑性構造の最大応答予測法，日

本建築学会構造系論文集，第 571号，pp.53-62，2003.9 

3) 日本建築学会：長周期・長時間地震動と超高層建物の対応策－専門家として知っておきたい

こと，2013 

4) 日本建築学会：非構造部材の耐震設計施工指針・同解説および耐震設計施工要領，2003.1 

5) 金子美香，林康裕：剛体の転倒率曲線の提案，日本建築学会構造系論文集，第536 号，pp.55-

62，2000.10 

6) 日本建築学会：建築物の振動に関する居住性能評価規準・同解説，第 3版，2018 

7) 辻聖晃，田中英稔，吉富信太，竹脇出：地震動を受ける粘性ダンパー付建物の層方向自由度に

関する縮約法，日本建築学会構造系論文集，第 665号，pp.1281-1290, 2011.7 

8) 小林正人，佐藤永，堀江裕一郎，洪忠憙：線形 Maxwell 型ダンパーの非比例配置による高層

制振建物の地震時層間変位制御に関する研究－複素剛性を用いた周波数応答関数による地震

応答構造の分析，日本建築学会構造系論文集，第 619号，pp.57-64, 2007.9 

9) 石井正人，和田章：履歴型ダンパーを設置した鋼構造建物の等価線形化法による地震応答予

測，日本建築学会構造系論文集，No.632，pp.1735-1743，2008.10 

10) 石井正人，和田章：速度の指数乗に比例して力を発揮する粘性ダンパーを設置した鋼構造建

物の等価線形化法による地震応答予測，日本建築学会構造系論文集，No.635，pp.65-73，2009.1 

11) 石井正人，和田章：速度依存型ダンパーを設置した鋼構造建物の等価線形化法による地震応

答予測，日本建築学会構造系論文集，No.639，pp.803-812，2009.5 

12) 柴田明徳：最新耐震構造解析 第 2版，森北出版，2003 

0

2

4

6

0 2 4 6

+5%

-5%

Teq [s](等価1質点系)

Teq [s](等価2質点系)

0

2

4

6

0 2 4 6

+5%

-5%

heq [%](等価1質点系)

heq [%](等価2質点系)



137 

 

第 7章 

結論 

 

7.1 まとめ 

本研究は，履歴ダンパーと粘性ダンパーを高さ方向に併用配置した超高層鋼構造建物（併用制

振建物）を対象として、制振構造を設計する時に有用性の高い制振性能評価を提案するものであ

る。時刻歴応答解析から曲げ変形による制振性能低下の改善を確認、併用制振建物の理解に繋が

る「骨組特性値」を用いたせん断モデル作成手法，制振効果の理解に繋がる等価線形化法に基づ

く応答予測法，応答予測手法の過程で得られる指標に基づく制振性能評価について示している。

また、併用制振建物の制振性能評価として、従来の構造安全性の評価に用いられる層せん断力お

よび変位の性能曲線に加え、居住性評価の評価に重要な指標である加速度と知覚時間の性能曲線

を展開している。以下に，本論文の結論をまとめる。 

 

詳細モデルによる応答特性の分析 

地上 30階の超高層鋼構造建物を対象に，下層に履歴ダンパー・上層に粘性ダンパーを直列連層

配置したモデル（併用制振建物）の応答特性を時刻歴応答解析より示した。超高層制振建物は中

層から上層にかけてダンパー効率が大きく低下するが，併用制振建物は粘性ダンパー設置層でダ

ンパー効率が改善されるため，履歴ダンパーを単独に用いた場合に比べダンパーのエネルギー吸

収効率が高くなる。また，その傾向は境界層が下層であるほど大きいことを確認した。また，併

用制振建物は頂部の応答加速度に対して応答低減が大きく，履歴ダンパーの量が増加しても，履

歴ダンパー単独に用いたときに比べ応答加速度の増大およびダンパー効率の減少が小さいことが

確認できた。さらに，併用制振建物に対して粘性ダンパーの量を増加すると，ダンパーによるエ

ネルギー吸収量は増加する。また，粘性ダンパー設置層の最大層間変形角は減少するため，境界

層付近における変形増大を抑制できることを確認した。 

 

静的解析に基づく簡易モデル作成手法 

「骨組特性値」を用いた簡易モデルの作成手法を拡張し，併用制振建物に対して有用な簡易モ

デルの作成手法を示した。既往手法は，主架構のみの弾性部材モデル（状態N ）および主架構の

制振部材設置位置に剛性が極端に大きい弾性バネを挿入した（状態 R ）2ケースの静的解析によ

り「骨組特性値」得られる。既往手法では考慮できない、問題点①［粘性ダンパー設置層の実効変

形比の上限値が減少する］。問題点②［履歴ダンパーの負担せん断力と粘性ダンパーの負担せん断

力との間の位相差により全体曲げ変形が緩和される。］の 2点を改善するために、既往手法に，状

態 pN解析（履歴ダンパー設置層のみに，弾性バネを挿入したモデル）および状態 pR解析（粘性
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ダンパー設置層のダンパーを外し，履歴ダンパー設置層のみに剛性が極端に高い弾性バネを挿入

したモデル）の 2ケースを加えた手法を提案した。また、4ケースから算出される「骨組特性値」

は併用制振建物の特徴を把握できる重要な指標となることを示した。限定された例題建物による

検証であるが，様々なダンパー配置，ダンパー量および地震波に対して，精度検証を示した。 

 

等価線形化法に基づく最大応答予測法 

時刻歴応答解析のみに頼り過ぎると初期設定の見当違いにより発散に陥ることがあり，安全性・

居住性の向上まで見失ってしまう恐れがあるため，ダンパーと応答の関係を包括的に把握できる

簡易な応答予測法を用いる必要性が高い。等価線形化法による応答予測法を併用制振建物に適用

し適用範囲拡大を試みた。応答低減は付加減衰による補正，等価周期の変化による補正および等

価質量の変化による補正で表現され，制振構造における応答低減のメカニズムを明解に示すこと

ができる。様々なダンパー配置，ダンパー量，地震波に対して応答予測法を適用し，時刻歴応答

解析結果と比較することで精度検証を行った。時刻歴応答解析結果との比較から手法の有用性を

確認した。層せん断力分布がAi分布に基づく分布から外れるケースでは予測精度が劣るが、設計

初期段階のダンパー計画時に十分有効な精度であることを確認した。 

 

等価線形化法に基づく知覚時間予測法 

2011年東北地方太平洋沖地震において，長周期・長時間の揺れが居住者に大きな恐怖を与え，

居住者の振動感覚を最大応答で評価する従来の評価に加え，揺れの長さに着目した評価の重要性

が顕在化した。今後想定される地震動による知覚時間を事前に把握するために，時刻歴応答解析

結果から得た分析結果を基に、超高層鋼構造制振建物の知覚時間を弾性 1質点系による予測法を

提案した。弾性 1質点系による知覚時間と固有周期の関係を表した知覚時間スペクトルを用いて

周期変動を評価し，知覚時間補正係数を導入し減衰変動を評価する。様々なダンパー配置，地震

波に対して精度検証を行い，知覚時間を用いた制振性能評価をする上で十分有効な精度であるこ

とを確認した。 

 

ダンパーを併用配置した制振建物の制振性能評価 

最大応答および知覚時間の予測法の過程で求まる性能曲線について示した。構造安全性の評価

において重要な指標である層せん断力および変位に着目した従来の性能曲線に加え，居住性評価

において重要な指標となる加速度と知覚時間を評価軸とした性能曲線を新たに提案した。応答予

測の過程で得られる評価指標（等価減衰および等価剛性）と応答の関係から制振性能が可視化さ

れ，ダンパー種および配置の異なる建物同士を同一尺度で定量的に評価できることを示した。 
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7.2 今後の課題と展望 

今後の課題を以下に示す。 

第 2章 

・本研究では粘性ダンパーとして線形Maxwellモデルを用いているが，速度に対してバイリニア

特性を有する場合や速度のべき乗に比例するケースにおける検討については今後の課題とする。 

・境界層部分の応力状態の分析および設計法については今後の課題とする。 

第 3章 

・本研究で提案した簡易モデルは，限定された例題建物による検証である。適用範囲の設定，高

次モードに対応したモデルについては今後の課題とする。 

・骨組特性値による建物の制振性能評価（例えば，粘性ダンパーや履歴ダンパーをどの場所に設

置するのが良いか判断する）については，より多くの建物を用いた分析が必要であり今後の課題

とする。 

第 4章 

・高次モードが卓越するケースや位相差が大きいケースのようにAi分布から外れるケースに対す

る改善方法については今後の課題とする。 

第 5章 

・本研究は，限定された地震波に対する検討である。適用範囲の拡大および模擬地震波の作成方

法が知覚時間に与える影響については今後の課題とする。 

・知覚時間に対する判定値の設定および居住性評価について今後の課題とする。 

第 6章 

・本研究で示した性能評価法を最適化手法と組み合わせることにより，さらに実用的にすること

については今後の課題とする。 

 


